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巻頭言

保健師教育に関係する指標などの整理と体系化の必要性

一般社団法人全国保健師教育機関協議会　副会長
荒木田美香子

厚生労働省の「看護基礎教育検討会」（2018）では准看護師・看護師・助産師・保健師のカリキュラムの検討を行っ

ている．人々の健康に寄与する看護職の人材育成を検討する重要な会議であると同時に，看護師は 558養成所（3年

課程）と 277大学という膨大な機関（2018）で養成されており，それらの機関が教育を継続できるカリキュラムでな

ければならないという現実的な問題を抱えている．また，有能な保健師を育成する基本は，有能な看護師を育成する

ことと切っても切れないところに保健師教育の難しさがある．

社会に求められる保健師を養成するのが教育機関の役割であるが，社会が保健師に求めているものの表現として，
役割・能力・コンピテンシー・技術・方法・知識・ラダーなどの用語がある．正直をいうと，社会が保健師に求めて

いるもの，且つ保健師である我々が自らを表現するものをどのレベルで記載することが国民や他職種の理解を促し，
基礎教育と継続教育が納得できるのか，悩ましく，答えを出せない．

保健師の活動は地域を「みる」「つなぐ」「動かす」という．「地域における保健師の保健活動に関する検討会報告

書」（2013年）では「みる」「つなぐ」「動かす」を保健師の活動の本質として位置づけている．この言葉は保健師の

現場でも教育機関でも広く受け入れられているが，国民や多職種にとってはこれでわかるのだろうか．

「学士課程においてコアとなる看護実践能力」（文部科学省，2017）は「本モデル・コア・カリキュラムは，看護系

の全ての大学が学士課程における看護師養成のための教育（保健師，助産師及び看護師に共通して必要な基礎となる

教育を含む．）において共通して取り組むべきコアとなる内容を抽出し，各大学におけるカリキュラム作成の参考とな

るよう学修目標を列挙した」としている．これを受けて全保教においては，「公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリ

キュラム」（2017）を作成し，「保健師が修得すべき基本的な資質・能力に関する具体的な学修目標を体系的に整理し

たモデル・カリキュラムから『コア』の部分を抽出したものである」と位置付けた．

さらに，全保教の教育課程委員会は公衆衛生看護護学の技術の体系化に取り組み，親子保健における技術を抽出し，

技術に関連する理論や学習内容をまとめている．看護診断では，診断名（NANDA）と看護介入（NIC）と看護成果（NOC）

それぞれを分類し，これらの関係性を位置付ける NANDA-NOC-NIC（NNN）に表すという膨大な作業をしている．保

健師の行為は，根拠に基づいて認識された課題（みる）を解決あるいは状況を改善させるための成果を目指して，意

図をもって行うものであり（つなぐ，動かす），個人的には現在検討されている保健師の技術もいずれは NNNのよう

に，健康課題，保健師の介入，その成果指標という関係性で体系化されることが望ましいのではないかと思う．

しかし，現時点では厚生労働省が示した保健師の卒業時点の能力，国家試験の出題基準，文部科学省のモデル・コ

ア・カリキュラム，本協議会が提示したミニマム・リクァイアメンツ（保健師教育の到達水準），保健師教育評価の指

標（2016），コア・カリキュラム（2017），保健師の技術などの関係性を整理し，わかりやすく提示することが必要な

時期に来ているのではないかと考える．
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講演記事
第 7回全国保健師教育機関協議会秋季教員研修会

地域と大学の協働の一例―大学の立場から―

国際医療福祉大学小田原保健医療学部
荒木田美香子

I．大学と地域の連携が進められる背景

2006年に教育基本法が改正され，社会に研究成果や

人材を役立てる「社会貢献」も大学の使命であること

が明文化された．文部科学省は「地（知）の拠点大学

による地方創生推進事業」を 2015年から開始し，大学

が地方公共団体や企業等と協働して，学生にとって魅

力ある就職先の創出をするとともに，その地域が求め

る人材を養成するために必要な教育カリキュラムの改

革を実施する大学の取組を支援することで，地方創生

の中心となる「ひと」の地方への集積を図っている．

このように大学がその特徴を活用して地域と連携し，

地域に貢献することが大学の重要な役割となっている．

この流れの中で，特に大きな活動というわけではなく，

少しずつではあるが地域との連携を模索してきた本学

科の約 10年間を振り返り紹介してみたい．

II．大学の概要と地域の概要

国際医療福祉大学は大田原（1995年開校），小田原

（2006年開校），福岡（2009年開校），成田（2016年開

校）に 4つの看護学科を有している．建学の理念に「共

に生きる社会の実現を目指して」を置き，障害のある

人も，病気のある人も，健康な人も助け合って共に生

きる社会の創造を目指していることは 4看護学科に共

通するものである．しかし，それぞれのキャンパスが

存在する地域には特徴があり，地域の実情と各看護学

科の教員の特徴を生かした活動を行っている．小田原

保健医療学の設立にあたっては，小田原市の誘致があっ

たが，各立場で様々な意見があり，特に地区医師会と

の軋轢があったと聞いている．そのため，設立当初は

小田原市立病院での実習も実施していなかった．また，

現在でも小田原市保健衛生部門との距離感があるのが

事実ではある．とはいうものの，公衆衛生看護学実習

（保健師養成にかかわる実習）では，神奈川県の調整で

一期生の実習から小田原市保健センターに受け入れて

もらっていた．

小田原キャンパスは神奈川県西部の小田原市にある．

神奈川県は東京都に隣接し，人口は約 918万人，19市

6郡 13町 1村があり，65歳以上の高齢者割合は 24.9%

である（2017年）．二次医療圏は 11あり，政令市は横

浜市，川崎市，相模原市がある．これらの政令市は東

京に近い県東部にある．県西部にある小田原市は人口

が約 19万人である．65歳以上の高齢者割合は 28%で

あり，日本の平均ではあるが県内では高い．さらに小

田原市が含まれる県西医療圏には山北町，湯河原町，

箱根町といった観光地ではあるが高齢者割合が非常に

高い地域も含まれている．また，明確な理由はわから

ないが食習慣などの関係で，県西部は脳血管疾患の死

亡率が高く，高血圧の治療者も多いという特徴がある．

看護学科（小田原）は学生定員が 80名である．保健

師養成は 2年次末に選抜試験を行い，25名の履修者を

選定している．保健師コースの実習は 25名中，5名は

静岡県熱海市，伊東市にて実習を行い，20名は神奈川

県で実習をしている．神奈川県で実習する 20名は神奈

川県の調整により配置されるが，本学が実習を行うの

は小田原市及びその近くの市町だけではなく，横浜市，

鎌倉市，平塚市，茅ヶ崎市と多くの市町のご協力を得

て実施している．本学（小田原）の保健師実習は 3年

生で 2週間，4年生で 3週間と分けており，基本的に

3年生の実習先と 4年生での実習先とは同じである．

そういった点では神奈川県をはじめ各保健所・市町に

は多大なご協力をいただいている．

III．神奈川県，保健所，市町村との協働

現在，本学が協働している場面としては，下記の 5

場面である．それぞれの内容を説明したい．

1）県，市町村の保健師が大学教育に関わる

2）大学教員・学生が市の事業を担う

3）大学教員が県，市町村の計画策定，保健師研修に

関わる
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4）就職説明会を通して関わる

5）大学院を通して関わる

1）県，市町村の保健師などが大学教育に関わる

県が若者向けに企画している事業などには積極的に

協力をしている．県との関わりの具体例としては，酒

害講演会，ゲートキーパー養成などには学部として協

力し，学園祭や大学の公開講座に組み入れて実施して

いる．また公衆衛生看護学領域としては，がん検診，

ピアサポータ養成講座を授業内に実施したり，平塚市

の自殺対策キャンペーンに保健師課程を履修している

学生が参加している．実際には街頭キャンペーンの前

に，自殺予防対策の流れを市の担当者から講義してい

ただいたのち，集まってきた多くの団体や平塚市長な

どと協力してキャンペーングッズを配布している．

小田原市との関わりでは，小田原市長が毎年 1年生

を対象に小田原市の歴史と市政について講義をしてく

れている．また，小田原市の青少年友好都市（オース

トラリア）の学生が，プログラムの一環として本学を

訪問し，看護学科・理学療法学科・作業療法学科の学

生との交流を行っている．本学新設時の，まだ小田原

市での保健師実習が開始されていなかった時には，学

生に保健師活動のイメージを描かせるため，小田原市

保健センターの保健師を講師として保健師活動の紹介

していただいていたが，実習がスタートし，大学教員

も近隣市町の活動状況がよくわかってきたため，現在

では行っていない．

2）大学教員・学生が市の事業を担う

小田原市には天守閣を持つ小田原城がある．小田原

城は東京に一番近い天守閣と海外の旅行客に紹介され

ているため，小田原市は海外の旅行客が多い．毎年 5

月には北条五代祭りが催されるが，本学の大学職員や

学生有志が武士の装いをして参加している．

また，子育て支援センターの一つである「おだぴよ」

という施設が大学から数分の距離にある．この子育て

支援センターには 3学科（看護・理学・作業）の教員

が中心となり，月替わりで訪問し，ミニレクチャーや

相談などに当たっている．学園祭にも，出張「おだぴ

よ」を開催し，近隣の親子が大学を訪れてくれている．

本学には作業療法学科があり，その専門性を生かし

て，特別支援教育の学校巡回相談事業に参画している．

発達障害児は環境や学習方法などを工夫することによ

り障害が持つバリアを低減させることができる．教育

委員会が主催する学校巡回相談に委員として参画して

好評を得ている．

また，2015年より，看護学科の教員が小田原市障害

児通園施設（つくしんぼ教室）の保護者を対象とした

ペアレント・トレーニングを担当している．公衆衛生

看護学と小児看護学，また学校保健の専門性を生かし

て実施している．ペアレント・トレーニングについて

は発表者が中心となって行っており 1 シリーズ 6 回

コースを年に 2シリーズ実施し（表 1）家族の育児自

信度に一定の成果を上げている（表 2）．2017年・2018

年にはペアレント・トレーニングの同窓会も開催し，

先輩ママが後輩ママに進学についてなどの情報提供を

する場となっている．

3）大学教員が県，市町村の計画策定，保健師研修に

関わる

これらの活動は，看護学科として積極的に依頼を受

けている．その理由は，大学教員が市町の計画策定の

アドバイザーを担うことは教員にとって地域や現場の

実情を把握するために非常に有効であり，大学と地域

をつなぐかけがえのないチャンスと考えているからで

ある．

具体的には，県等との関係では，児童福祉審議会，

かながわ子ども・子育て支援大賞の審査委員，難病地

域対策協議会，地域・職域連携推進協議会，神奈川県

国保連合会の委員などを引き受けている．また，市や

町との関係では，大学の近隣地域である箱根町，大井

町の他，平塚市，秦野市，横浜市などの計画策定や評

価委員などの委員を担当している．

4）保健師の就職説明会を通して

2018年度に，初めての試みではあるが，保健師選択

課程 25名を対象に自治体保健師の就職説明会を開催

した．本学は関東圏に 6つのグループ病院を持ってい

る．そのため，卒業生を一人でも多くグループ病院に

就職させることが大学の役割でもある．これまでの就

職活動は 3年生末に大学グループ病院の説明会を行い，

グループ病院以外の実習病院の就職説明会は 4年生の

4月に実施していた．保健師の就職説明会も外部の実

習病院と同時に実施していた．しかし，保健師が選択

制となり，保健師の就職説明の際には他の学生は関係

ないのに聞かざるをえないという状況が生まれ，学生

にとっても説明する自治体にとっても「好ましくない

状況」となっていた．説明する側，説明を聞く側の両

（ 3 ）



者にとって有意義な時間とするためにはどうすればい

いのかと考え，保健師選択者だけの就職説明会を開催

することとした．

保健師実習のオリエンテーションと合わせて実施す

ることとし，3年生の 9月上旬に実施した．実施に当

たっては 2つの不安があった．1つは 3年生の 9月上

旬であり領域別の臨床実習もまだ開始していない状況

で，学生が就職説明会に参加して就職のイメージがで

表 1 ペアレント・トレーニングの内容

回数 主な内容 課題

1回目

事前アンケート
自己紹介
講義：PTの基本的考え方〈行動－対応－結果〉
子どもの良い点を増やす（「発達障害の」子どもの特徴と理解）
演習：ほめるテクニック 1
課題の提示：行動の観察

子どもの様子を観察する
増やしたい行動
減らしてほしい行動
やめさせたい行動を特定する

2回目

課題の振り返り
講義：褒めるテクニックを理解する
演習：ロールプレイ（ほめるテクニック）
講義・演習：感覚の体験（症状理解）
課題の提示：行動チャート

行動チャートの作成
的確にほめる

3回目

課題の振り返り
講義：効果的な指示の出し方
演習：効果的な指示の出し方
課題：親子タイムの設定

親子タイムシート

4回目
課題の振り返り
講義：指示の出し方の復習・無視
演習：無視・警告

“指示・無視・ほめる”の連合と
行動チャート

5回目

課題の振り返り
講義：ルール作りとトークンシステム警告・タイムアウトの使い方
演習：親も自分の気持ちをコントロール
課題：ルール作りとトークンシステム

ルール作りとトークンシステム

6回目

課題の振り返り
講義・演習：外出先や来客時に問題行動に対応できるための計画やリハーサル
・学校，幼稚園，保育所の先生とうまく連携を取る方法
感想

表 2 ペアレント・トレーニングの成果（家族の自信度調査票の変化）
N=38

質問項目 事前調査 ペアトレ後調査 p

1．あなたは，子どもの成長をあせらず見守る 6.5 7.3 ＜ 0.01

2．あなたは，子どもに自分自身でできることをやらせる 6.7 7.6 0.03

3．あなたは，1日 1回以上子どもを褒める 8.4 9.1 ＜ 0.01

4．あなたは，子どものリラックスできる場所をつくる 7.6 8.4 0.01

5．あなたは，子どもの仲間作りを助ける 6.3 7.6 0.03

6．あなたは，子どもの不適応行動に対処する 6.6 7.7 0.12

7．あなたは，子どもの問題で学校に対して適切な対応をする 7.7 8.1 0.15

8．あなたは，子どものことであなた自身を責めることを減らす 5.5 6.7 0.01

9．あなたは，子どもに関するあなたの不安を減らす 5.1 6.3 ＜ 0.01

10．あなたは，自身の健康状態や楽しみのために時間を使う 5.3 6.8 0.07

11．あなたは，子どもの行動による家族内のいさかいを減らす 6.2 7.5 0.09

12．あなたは，子どもに対する援助を他の家族にも行ってもらう 6.5 7.2 0.14

13．あなたは，あなたひとりで悩まずに，心配事は家族や友人に相談する 7.6 8.1 ＜ 0.01

14．あなたは，同じような問題をもつ子どもの家族と気持ちを共有する 7.5 8.3 ＜ 0.01

15．あなたは，必要な時に，医療，教育，相談機関を利用する 8.0 8.5 ＜ 0.01

16．あなたは，子どもの行動考えが理解できる 6.1 7.5 0.01

17．あなたは，子どもと一緒にいて楽しい 8.3 8.8 ＜ 0.01

合計 115.9 131.1 ＜ 0.01
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きるのかという懸念であった．2つ目は 1大学の呼び

かけに自治体が参加してくれるのかという不安であっ

た．実際には神奈川県，静岡県と 8市町の合計 10自治

体が参加してくれた．この説明会は学生にとって最初

の就職説明会となったが，8月に 3年生対象のイベン

トとして「進路を考える会」を行っており，自分のキャ

リアを考える機会があったことや，公衆衛生看護学実

習の前であったということもあり，学生は各自治体の

説明を興味深く聞き，その後，10自治体のブースを複

数個所回って，状況を聞いていた．実はこの説明会は

教員にとっても非常に勉強になった．実習に行ってい

ない地域もあり，実習では聞けない話も聞くこともで

きた．また，自治体の保健師確保が非常に厳しい状況

になっていることを肌で感じることができた（図 1）．

これら 1）～4）の活動を支える背景には，学部内に

地域交流委員会があり，学部として地域との関係性を

とっていこうとする動きだけでなく，トップによる市

と大学の関係づくりの場の設定があると考える．本学

が小田原に開校してから毎年，小田原市と大学トップ

が懇談会とその後の会食を行ってきた．主催は毎年交

代で実施している．参加者は，大学側は理事長，学長，

学部の 3学科長などの役職が参加し，小田原市側は市

長，副市長，関係部門が参加している．事前にお互い

の今年度の要望を提示，昨年度の要望事項の達成状況

を確認してきた．大学側の要望は当初は養護実習への

協力依頼であったり，大学周辺の環境整備であったり

した．小田原市側の要望は市内の医療機関への就職を

多くすること，市のイベントや市の事業への協力など

であった．また，会議後には参加者との懇親会があり，

その中で自由な意見交換があり様々な協力のアイデア

が出てきた．おだぴよ子育て支援センター，特別支援

教育の巡回，ペアレント・トレーニングはここから始

まった．

図 1 自治体の保健師就職説明会

5）大学院を通してのかかわり

国際医療福祉大学では大学院教育は大田原から九州

までの 7キャンパスを統合して展開している．大学院

全体では 699人という規模で，「働きながら学べる大学

院」を掲げている．4研究科があり，医療福祉学研究

科保健医療学専攻看護学分野は 13専門領域を開設し

ている．2019年度は 4つの専門看護師コースも開設

し，17領域となる．2018年度には保健師国家試験受験

資格を取得できる公衆衛生看護学実践コースを開設し

た．修士には看護師の進学が多く，博士には大学教員

の進学が多い．現職の保健師の進学は必ずしも多くは

ないが，今後現場の保健師に進学してもらえるような

大学院となるとともに，大学院の修了生が現場の力と

なってもらえるように努力していきたい．

IV．今後の協働に向けて

私は看護学科長であり，保健師教育課程を担当する

教員である．その立場としては，脳血管疾患が多いと

いう神奈川県西部の健康課題にアプローチする活動を

提案していきたいと思っている．しかし，本学設立の

際に地元医師会の全面協力が得られたわけではなかっ

たという関係性を考慮する必要がある．神奈川県や保

健所は本学の教員を活用してくれているので，まずは

県の立場から小田原市保健衛生部門との関係性を構築

して，時期を見ながら，要望があった時には積極的に

協力する姿勢を示していきたいと考えている．

地域と大学の連携には，段階があると考えられる．

住民との交流を行う交流型，グループ活動などを通し

て地域の価値を発見する価値発見型，地域の抱える課

題に対して具体的な実践活動を行う問題解決実践型，

教員や大学院生が中心となり，専門知識を持って地域

の課題の解決に貢献する知識共有型（協働型）などの

型があり，発展していく過程が示されている（中塚ら，

2016）．このように考えてみると，現在，私たちができ

ているのは交流型，問題解決実践型が混在したもので

あると思う．それぞれのパターンの連携が必要ではあ

るが，協働型の連携が本学と小田原市に定着する必要

がある．そのためには，まずは本学が地元の小田原市

をよく知ることが大切である．小田原市の総合計画「お

だわら TRYプラン後期基本計画（平成 29年度～平成

34年度）」では，まちづくりの目標として，〇いのち

を大切にする小田原，〇希望と活力あふれる小田原，

〇豊かな生活基盤のある小田原，〇市民が主役の小田

原を掲げ，施策 4 健康づくりの推進，詳細施策 1 保健
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予防の充実，詳細施策 2 地域ぐるみの健康づくりの支

援を策定している．これらの情報を得ながら，大学が

できることを，小出しにではあるが前述の幹部との交

流会の中で小田原市に提案している．市への提案をす

る前には大学本部の確認を得ている．こちらのアクショ

ンを受け容れていただけるようになった時に応えられ

るように，教員の能力向上を図っていきたい．

文 献

中塚雅也，小田切徳美（2016）：大学地域連携の実態と課題，
農村計画学会，35(1), 6–11.

講演記事

（ 6 ）



講演記事
第 7回全国保健師教育機関協議会秋季教員研修会

現場と大学の協働

喜多方市山都総合支所住民課
若林章都

はじめに

平成 25年 4月 19日付厚生労働省健康局長通知「地

域における保健師の保健活動について」によると，「生

活習慣病対策をはじめとして，保健，医療，福祉，介

護等の各分野及び関係機関，住民等との連携及び協働

がますます重要となってきていることが示されている．

さらに，地域において保健師が保健活動を行うに当たっ

ては，保健師の果たすべき役割を認識した上で，住民，

世帯及び地域の健康課題を主体的に捉えた活動を展開

していくことが重要となっており，地域保健関連施策

の担い手としての保健師の活動の在り方も大きく変容

しつつある．これまでの保健師の保健活動は，住民に

対する直接的な保健サービスや福祉サービス等（以下

「保健サービス等」という．）の提供及び総合調整に重

点を置いて活動するとともに，地域保健関連施策の企

画，立案，実施及び評価，総合的な健康施策への積極

的な関与を進めてきたが，今後はこれらの活動に加え

て，持続可能でかつ地域特性をいかした健康なまちづ

くり，災害対策等を推進することが必要である」と述

べられている．同じく「地域における保健師の保健活

動に関する指針」として保健師は，個人及び地域全体

の健康の保持増進及び疾病の予防を図るため，所属す

る組織や部署にかかわらず，以下の事項について留意

の上，保健活動を行うこととしている．

（1）地域診断に基づく PDCAサイクルの実施

（2）個別課題から地域課題への視点及び活動の展開

（3）予防的介入の重視

（4）地区活動に立脚した活動の強化

（5）地区担当制の推進

（6）地域特性に応じた健康なまちづくりの推進

（7）部署横断的な保健活動の連携及び協働

（8）地域のケアシステムの構築

（9）各種保健医療福祉計画の策定及び実施

（10）人材育成

地域で活動する保健師の姿を図 1に示す（公益社団

法人日本看護協会，2014）．

I．保健師について

保健師助産師看護師法は，保健師・助産師及び看護

師の資質を向上し，もって医療及び公衆衛生の普及向

上を図ることを目的とする日本の法律である．その中

で保健師の定義とは，「（第二条）この法律において「保

健師」とは，厚生労働大臣の免許を受けて，保健師の

名称を用いて，保健指導に従事することを業とする者

をいう」と明記されている．他の職種はどのように定

義されているのか確認をすると，助産師の定義とは，

「（第三条）この法律において「助産師」とは，厚生労

働大臣の免許を受けて，助産又は妊婦，じよく婦若し

くは新生児の保健指導を行うことを業とする女子をい

う」．そして看護師の定義とは，「（第五条）この法律に

おいて「看護師」とは，厚生労働大臣の免許を受けて，

傷病者若しくはじよく婦に対する療養上の世話又は診

療の補助を行うことを業とする者をいう」．助産師，看

護師は支援の対象者が明記されているが，保健師は対

象の明記はないことがわかる．言い換えれば，赤ちゃ

んから高齢者まで幅広い年代における様々な健康状態

の人々の健康を支える職業といえるのではないかと考

えられる．

村上龍は「13歳のハローワーク」の中で保健師につい

て「市町村役場や地域の保健所，保健センターなどに

勤め，住民の健康を守り，促進することに努める．相

手は，赤ちゃんからお年寄りまであらゆる年齢層にわ

たっており，それぞれの人の生活や健康状態を聞きな

がら，適切な措置やアドバイスをしていく．そのため，

保健師として働くためには，幅広い知識や視野，あた

たかい人間性，しっかりした体力と精神力が欠かせな

い．」と紹介している．対人サービスであるため，心と

体の元気バランスはとても重要であるとともに，幅広

い知識や技術が必要な職業であると考えられる．

保健師教育　第 3巻第 1号（2019）
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実際に保健師は何人くらいいるのだろうか．平成 28

年末現在の就業保健師（以下「保健師」という）は

51,280人（男 1,137人，女 50,143人）で，平成 26年に

比べ 2,828人（5.8%）増加している（表 1）．

次に，就業場所別実人員をみると，保健師は「市町

村」が 28,509 人（ 55.6%），「保健所」が 7,829 人

（15.2%），「病院」が 3,271 人（6.3%）となっている

（表 2）．

保健師助産師看護師法においても「保健師」という

名称は一番目に出てきている．就業者人数も年々増加

しているが，果たして保健師の知名度はどうなのだろ

うか．吉岡は，保健師は行政組織の中ではマイノリティ

である．保健師は，看護職の中で比較的数が少ないこ

ともあり，オープンキャンパスや出張授業の際に高校

生に「保健師という仕事があることを知っている人は

どのくらいいますか？」と尋ねても，「聞いたことがな

い」とか「よく知らない」と言われることが多い．こ

のため，私自身，保健師は病院で働いている看護師や

表 2 保健師の就業場所（実人員） 平成 28 年末現在

実人員 割合（%）

病院 3,271 6.38

診療所 1,930 3.76

助産所 2 0.0

訪問看護ステーション 315 0.6

介護保険施設等 1,027 2.0

社会福祉施設 412 0.8

保健所 7,829 15.3

都道府県 1,375 2.7

市区町村 28,509 55.6

事業所 3,079 6.0

看護師等学校養成所又は研究機関 1,188 2.3

その他 2,343 4.6

出典：厚生労働省　平成 28年衛生行政報告例（就業医療関係
者）の概況

図 1 地域で活動する保健師の姿（公益社団法人日本看護協会，2014）

表 1 就業保健師の年次推移 各年末現在

平成 18年 平成 20年 平成 22年 平成 24年 平成 26年 平成 28年

保健師 40,191 43,446 45,028 47,279 48,452 51,280

男 341 447 582 730 936 1,137

女 39,850 42,999 44,446 46,549 47,516 50,143

出典：厚生労働省　平成 28年衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況
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助産師と比べて，その知名度が低いという印象をもっ

ている．また，所属している組織の中でも「保健師は，

何をやっているのかよくわからない」と言われること

がある．保健師は人々の健康を守る重要な仕事をして

いるのに，なぜこのように言われてしまうのだろうか

（吉岡，2015）．このような思いは行政保健師として働

いている私自身も痛切に感じており同感できる．その

ため，あらゆる人々に保健師の存在を知ってもらい，

より身近な存在であり続けるために，「みてきいて　つ

ないでうごかし　つくってみせる」保健師活動の「み

せる」の一環となりうると考え，大学との協働を実施

している．

II．喜多方市の概要

私自身が勤務している喜多方市（以下，本市）は，

会津の北部に位置し，平成 18年に喜多方市，塩川町，

山都町，熱塩加納村，高郷村の 1市 2町 2村の 5市町

村が合併し，現在の喜多方市となった（図 2）．

市の主幹産業は農業で，北には飯豊連峰，東に雄国

山麓が裾野をひろげ，南には阿賀川，日橋川が横たわ

り，三ノ倉高原のひまわり畑，雄国沼のニッコウキス

ゲ，飯豊連邦の高山植物，ヒメサユリの群生地などの

植物群が実り，豊かな自然にも恵まれている．また，

新宮熊野神社「長床」，願成寺，中善寺など，日本でも

屈指の仏都を象徴する文化財も多く残っており，年間

約 180万人の観光客が訪れている観光都市でもある．

本市の平成 28年現住人口調査では，人口 48,740人，

世帯数は 16,756世帯，一世帯あたりの人口は 2.9人と

なっている．出生数は 357人，死亡者数は 799人と自

然増加数は減少している．平成 27年国勢調査では高齢

化率 33.8%と，国の高齢化率 27.6%と比べても高齢化

がすすんでいる．

III．大学との協働

1．調査研究

保健師として活動する中で，自分自身が実施してき

た保健事業の効果を知りたいと強く思った時に，ちょ

うどタイミングよく福島県保健福祉部の企画として「調

査研究研修」が開催された．管轄保健福祉事務所職員

と市町村保健師，福島県立医科大学看護学部教授等が

チームとなり，市町村で実施している保健事業につい

て調査研究の一連の流れを体験するものであった．調

査研究の手法を基礎から学び，実践で活かすことがで

きる力を身につけるために率先して申し込みを実施し

た．調査研究のテーマは「転倒予防教室の効果的な実

施に向けて」とし，私自身が担当している転倒予防教

室参加者の身体機能の変化や気持ちの変化等を教室前

後でアンケートと身体機能測定を実施し，統計的手法

を用いて有意差の有無を確認した（図 3）．先行研究の

文献検索をしたり，アンケート項目の妥当性について

話し合いをしたり，統計ソフトの使い方を学んだりと

初めてのことづくしであった．一つ一つのプロセスに

そってその都度，大学教授より助言をもらいながらみ

んなで研究を作り上げていった．研究成果については，

福島県保健衛生学会や日本公衆衛生学会で発表をさせ

ていただく経験もできた．

2．介護予防のための太極拳ゆったり体操

「太極拳のまちづくり」は「蔵とラーメンのまち」で

知られる喜多方市の特徴的な事業のひとつである．太

図 2 福島県喜多方市
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極拳を通して「健康　福祉　教育　交流」の調和のと

れたまちづくりを目指し，その調和が「地域振興」に

もつながっていくという考え方で，様々な事業を行っ

ている．平成 15年 3月，全国でも初となる「太極拳の

まち」を宣言し，本格的なまちづくりをスタートさせ

た（図 4）．

本市では，虚弱高齢者の介護予防に寄与するため，

平成 17年度に太極拳の要素を取り入れた体操の作成

に着手し，平成 17，18年度の 2年間にわたり検証と改

良を繰り返して，平成 19年 3月には「太極拳ゆったり

体操」として完成させた（図 5）．この体操は福島県立

医科大学公衆衛生学講座安村誠司教授，会津保健所と

の協働で作成し，効果検証を行った（安村ら，2010）．

太極拳ゆったり体操 DVD付き手引き書も発売され（図

6），安村教授からの後押しもあり日本公衆衛生学会で

は企画展示ブースにて全国発信も実施することができ

た．

3．大学授業での講義

現場で働く行政保健師の活動を知ってもらうために，

大学での授業を担当させていただいた．当時，母子保

健を担当していたため，「赤ちゃん訪問の実際」と題し

て，保健師が赤ちゃん訪問に行く時，どのような法律

等に基づいて行うのか，家庭訪問を行うときのポイン

図 3 転倒予防教室の風景（左：体力測定，右：運動の様子）

図 4 「太極拳のまち」の宣言

講演記事
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ト等核家族の事例を通して講義をさせていただいた．

単純な赤ちゃんの体重測定を行うだけでなく，保護者

に寄り添いながら話を聴き，必要な子育て支援サービ

スにつなげるにはどうしたらよいのかを，学生の声を

聴きながら私自身も改めて考える良い機会となった．

また，「乳幼児健診からの虐待予防」と題して講義をさ

せていただいた時には，本市の乳幼児健康診査で実施

している子育てアンケートをもとに，虐待リスクを早

期に発見し予防するための保健師や関係機関との連携

について，3事例を紹介し，多職種連携で支援を行う

実際を伝えることができたのではないかと考える．地

域看護実習だけでは伝えきれない現場の声を直接伝え

る機会として，今後も講義を実施させていただきたい

と考えている．

4．学生実習

地域看護実習は，本市では 2名の保健師が主に担当

となり，学生実習に協力をしている．事前に学生の実

習目標を確認しながら，より希望に沿った実習が実現

できるように学校・学生・担当者で情報共有を実施し

ながら行っている．健康教育や家庭訪問，関係機関と

の連携等，できる限り現場で体験していただき，地域

保健について座学では学べない保健師としての貴重な

経験をしていただきたいと思っている．健康教育は大

勢の住民の前で健康講話を実施し，学生のとても緊張

している様子が伝わってくるが，どの場面でも健康講

話が終わったあとは，温かい拍手がきかれ，それを聞

いた時の安堵する学生の表情は何度みても私自身に初

心を思い出させてくれる（図 7）．

IV．これからの大学との協働

石丸ら（2011）は，「行政保健師（以下，保健師）

は，行政サービスの枠組みのなかで，看護の専門性を

活かした役割や社会の変化に応じた住民ニーズへの

対応方法を常時開発していかなければならない立場

にある．開発していくうえでは，保健師のみならず実

践者と研究者が協働することにより，より的確な成果

を産み出し，実践の場で活用することが可能となる」

図 6 太極拳ゆったり体操DVD付き手引き書

図 5 太極拳による検証事業の経緯
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と述べている．また，坪内ら（2007）は「保健師と看

護系大学との関わりでいえば，臨地実習がある．臨地

実習では，保健師の協力が不可欠であり，単に，学生

実習を引き受けてもらうだけでなく，実習を課題解

決の機会として生かすことができれば，保健師にとっ

てさらに臨地実習の意味も見出せると思うし，大学に

とっては適切な実習環境づくりにつながる」と述べて

いる．

現場と大学の協働が現在よりも，更に促進されるこ

とで相互理解が深まり，多様化・複雑化している地域

の健康課題にも柔軟に対応できる，より充実した保健

活動の実施が可能になると考えられる．

V．おわりに

今回，このような日頃の活動を発表させていただく

機会をいただきありがとうございました．まとめるこ

とで自分自身の保健活動の振り返りができ，改めて保

健師活動の奥の深さを感じました．これからも現場の

忙しさに流されることなく自己研鑽に励みたいと思い

ます．
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図 7 学生実習の様子
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事業報告

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）の
教育実践への活用

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム推進委員会
野村美千江（愛媛県立医療技術大学），
澤井美奈子（湘南医療大学），

鈴木知代（聖隷クリストファ―大学），
和泉比佐子（神戸大学大学院），
古川照美（青森県立保健大学），
鳩野洋子（九州大学大学院），
宮﨑紀枝（長野県立大学）

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会（2017）は，公衆衛生看

護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）を作成

した．モデル・コア・カリキュラムは，各教育機関が

策定する「カリキュラム」のうち，全教育機関で共通

して取り組むべき「コア」の部分を抽出し，「モデル」

として体系的に整理したものである．

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

（2017）は，公衆衛生看護学の理念と目的を踏まえ，対

象の捉え方，対象の健康課題に合わせた公衆衛生看護

の技術と支援方法を具体化し，基礎教育の立場から内

容と学修目標を示している．公衆衛生看護の技術・方

法を確実に修得し，演習や実習を通して統合されるよ

うに構造化され，全ての保健師教育機関で活用できる

ことを目指したものである（保健師教育モデル・コア・

カリキュラム検討委員会，2018）．

本協議会では，2018年度に公衆衛生看護学教育モデ

ル・コア・カリキュラム推進委員会を設置し，その周

知と活用を図ることとした．保健師基礎教育における

位置づけを明確にし，教育実践への活用例を示すこと

に取り組んだ結果を報告する．

II．モデル・コア・カリキュラムの
教育実践への活用

1．保健師教育における位置づけの確認

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

（2017）は，現行の保健師助産師看護師学校養成所指定

規則および保健師国家試験出題基準平成 30年版との

整合性を図っており，大項目（A～G）と中項目は，保

健師教育課程の科目として設定することが可能である．

以下に大項目の位置づけを記す．

【A】「保健師として求められる基本的な資質・能力」

は，保健師基礎教育において専門職としてのアイデン

ティティと実践能力を備えた保健師養成を行うことを

意図して，保健師として必要な基礎的な能力全般を示

している．これらの能力育成のために B～Gの具体的

な教育内容が設定されている．この【A】は，公衆衛

生看護学の原論として位置づけられる．

【B】「社会と公衆衛生看護学」は，公衆衛生看護学

の基盤となる学問群であり，公衆衛生活動を実践する

すべての専門職に求められる考え方や知識・技術を示

している．看護師教育課程で修得すべき公衆衛生学，

疫学，保健統計等の学修目標に上乗せするレベルとす

る．

【C】「公衆衛生看護の対象理解に必要な基本的知識

と関連する知識」は，公衆衛生看護の理念，対象の捉

え方，健康課題とは何か，活動方法の基本的な考え方

を示している．さらに看護師教育課程で学修した看護

管理に保健師特有のマネジメントを上乗せする．保健

師の基盤となる知識の領域であり，【A】「保健師とし

て求められる基本的な資質・能力」と同様に，公衆衛

生看護学原論・対象論として位置づけられる．

【D】「公衆衛生看護実践の基本となる専門基礎知識

と技術」は，公衆衛生看護過程展開を対象に合わせて

実践するための基本的な知識と技術である．公衆衛生
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看護過程展開の基本，地域の把握，対象の健康課題に

合わせた公衆衛生看護の技術と支援方法について具体

的な内容を示している．公衆衛生看護技術論として位

置づけられる．

【E】「公衆衛生看護活動」は，看護学教育課程で学

修した個別ケアの能力を基盤とし，公衆衛生看護の特

徴である幅広い対象に対する多様な方法を用いた活動

展開について，ライフサイクル，健康障害・予防，健

康危機管理，活動の場ごとに一般の人々にも理解でき

るよう示している．公衆衛生看護活動論として位置づ

けられる．

【F】「臨地実習」は，学内での講義・演習を通じて

修得してきた保健師として求められる知識・技術を実

践の場に適応することで，学びを統合するとともに，

職業人としての基本的姿勢を身に付けることを意図し

ている．公衆衛生看護学実習として位置づけられる．

【G】「公衆衛生看護学研究」は，根拠に基づいた公

衆衛生看護活動の展開，実践及び評価の見える化に必

要な最新の知識や情報の収集・分析力，各種研究手法

を修得し一連の学術的研究を行う能力を示した．公衆

衛生看護学研究として位置づけられる．

2．教育実践への活用

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

（2017）を教育実践に活用する例として，事例を用いた

教授，カリキュラム構築，実習計画への活用を検討し

たので，次章で紹介したい．

事例については，公衆衛生看護の対象である「個人

／家族」「地区／小地域」「住民組織／地域組織」「制度

や仕組みを構築する機能を持つ組織（自治体）」を重層

的に捉え，アセスメントから健康課題の抽出，目標設

定，支援方法までを考えられるように必要な情報を含

めることとした．作成した事例は，臨地実習において

学生がよく出会う 3つの活動分野から選び，E-1「子ど

もと親の健康への支援」では乳幼児虐待が疑われる事

例，E-2「成人期の人々の健康への支援」では糖尿病重

症化予防が必要な事例，E-3「高齢期の人々の健康への

支援」では認知症の事例とした．課題の解決に用いる

支援技術は，D「公衆衛生看護実践の基本となる専門

基礎知識と技術」を重点的に活用し，対象と健康課題

に対する支援方法が系統立てて理解できることを目指

した．その構造は図 1に示すとおりである．なお，事

例の詳細については，文献（全国保健師教育機関協議

会，2018）を参照いただきたい．

カリキュラム構築については，公衆衛生看護学教育

モデル・コア・カリキュラム（2017）の構造を基盤と

したカリキュラム・マップ案を提示するとともに，大

項目【F】「臨地実習」を基盤とする実習計画案を提示

し，教育への活用を図りたいと考える．

III．事例を用いた教育への活用

1．認知症事例の場合

1）事例に含む要素

「個人／家族」，「地区／小地域」，地域の「住民組織

／地域組織」，「制度や仕組みを構築する機能をもつ組

織（自治体）」についてはシステム論の考え方を基盤に

捉え，それぞれの立場が重層的・相互作用の関係にな

るような要素を含む．また，対象をアセスメントする

情報として量的データと質的データを含み，健康課題

と優先順位の根拠となる情報を含む必要がある．

「個人／家族」のアセスメントに必要な要素として，

身体的・社会的・環境的要因，フォーマル・インフォー

マルな社会資源の情報を含み，支援計画の立案ができ

るように情報を盛り込む．「地区／小地域」のアセスメ

ントに必要な要素として，認知症を抱える高齢者への

支援を通して，単に個別支援の問題ではなく地区・地

域に共通する問題であると気づき，地区・地域全体の

実態を把握するために何が必要か検討するための情報

を含む．課題の地域への広がりの程度やコミュニティ

の関心を示す情報に加え，住民が自ら地区の健康課題

に取り組むための「住民組織／地域組織」の情報を含

む．さらに「地区／小地域」の健康課題を解決するた

め「住民組織／地域組織」との協働活動を行うことが

可能か否かを判断する情報として，保健師が高齢者サ

ロンで健康相談を行い，信頼関係が築けていることや

ボランティア活動が活発であるという情報を追加する．

地域アセスメントのための情報として，「自治体」が

目指す目標，地域診断の分析結果，国の政策「認知症

施策推進総合戦略」の内容を入れ，認知症高齢者にや

さしい地域づくりに向けて包括的なケアシステムの構

築や施策を検討するための情報を含む必要がある．

2）健康課題の抽出と表記の仕方

対象の健康課題は，重層的，相互作用的に抽出・表

記できるとよい．「個人／家族」では，認知症の疑いが

あり，日常生活に支障をきたしているが家族が対応で

きていないことが挙げられる．「地区／小地域」では，

認知症の疑いがあり生活に支障をきたしている独居高

齢男性の発見が続いていることより，地区の健康課題

事業報告
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として早期の支援を要する認知症者が増えている可能

性があることが挙げられる．「住民組織／地域組織」で

は，自治会，高齢者サロン，体操の会などが存在して

いるが，地区の健康課題として地区住民の認知症早期

発見・支援・見守り役割の不足が挙げられる．「自治

体」では，認知症に対する不安が住民の間で広がって

いるが，インフォーマル・フォーマルな社会資源によ

る認知症の早期発見・支援・見守りシステムができて

いないことが挙げられる．

3）対象別の支援方法例

支援方法として，①地区内でリスクのある事例への

個別支援，②認知症の方でも安心して生活できるよう

な地域づくり，③住民組織との協働，④自治体におけ

る認知症対策としての地域ケアシステムの構築，さら

に自治体内部だけで解決できないことを情報として含

むため，近隣自治体等の対外システムとの協働対策を

検討することが求められる．

「個人／家族」では，保健師による家庭訪問を行い，

家族のアセスメントを実施し支援計画を立案する．ケー

スマネジメントとして，地域ケア会議を開催し関係者

間の役割の調整を行う．「地区／小地域」では，事例の

問題が地区の共通する問題かどうかを判断するための

地区診断を行う．マネジメント機能として，地区の自

治会や地区社会福祉協議会と連携して認知症の方の早

期発見・見守りのためのネットワークを構築し，認知

症でも安心して暮らせる地域づくりに努める．さらに

個人

地区/小地域

社会や組織
制度や仕組みを構築する
機能をもつ組織
（自治体、学校、企業）社会レベル

地域レベル

個人/家族レベル
生活の最小単位

生活基盤

法律 制度 政治

住民組織/地域組織

Ｃ-２公衆衛生看護の対象

Ｃ 対象の捉え方

Ｄ-３ 地域社会での最小単位としての個人／家族への支援に必要な基本的知識・技術

支援する目的・アセスメント・
支援計画・実施・評価

支援方法・技術
家庭訪問 健康相談 健康教育

グループワーク（小集団技法）を用いた支援 ケースマネジメント

Ｄ-４ 生活基盤としての地区／小地域への支援に必要な基本的知識・技術

支援する目的・地区診断・
支援計画・実施・評価

支援方法・技術
住民参加 組織との協働 ネットワーク化 健康教育

Ｄ-５ 地域の住民組織／地域組織への支援に必要な基本的知識・技術

Ｄ-６ 制度や仕組みを構築する機能を持つ組織への支援に必要な基本的知識

支援する目的・組織診断・
支援計画・実施・評価

支援方法・技術
ニーズに合わせた支援方法・技術 ・リーダーの育成・キーパーソン発掘

支援方法・技術： 施策化 社会資源の管理・開発 地域ケアシステム構築

Ｅ-１： 子どもと親の健康への支援 「虐待が疑われる子どもとその親」 （事例２）

Ｅ-２： 成人期の人々の健康への支援 「糖尿病の重症化予防が必要な成人」 （事例３）

Ｅ-３： 高齢期の人々の健康への支援 「認知症を持つ人とその家族」 （事例１）

Ｄ 専門基礎知識・技術

Ｅ 公衆衛生看護活動

図 1 公衆衛生看護学モデル・コア・カリキュラムを活用した事例の構造
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「住民組織／地域組織」と協働して地域組織が健康課題

に対応可能な組織となるように支援を行う．「自治体」

では，地域ケアシステムの構築，近隣自治体との協働

対策を検討する．

4）演習授業方法の例

公衆衛生看護学実習の前および後のいずれの授業演

習でも活用できる．実習前では，公衆衛生看護の対象

の理解，対象に対する支援方法・技術の基本的な知識

の修得となる．実習後ではこれまでの学びの再学修と

なる．また，同じ事例を実習前と後と 2回活用し，学

びの深まりの比較を自己評価することもできる．

演習授業の方法としては，事例を提示し，関連する

政策や事業の意義，対象理解，健康課題の列挙，支援

方法・技術について事前学習を提示する．演習では個

人学習の内容をもとにグループワークで意見交換を行

い，その後，グループ発表を行う．教員による評価と

事例の解説を行う．

5）学生への助言

公衆衛生看護の対象を重層的に捉えることによって，

公衆衛生看護の対象認識の偏りを防ぐことができる．

対象によってどのように健康課題が異なるかを認識で

き，健康課題の構造が明確となる．健康課題は，「個人

／家族」から「制度や仕組みを構築する機能をもつ組

織（自治体）」まで関連させて捉えさせる必要がある．

対象による支援方法・技術の違いと同時に，アセスメ

ントやマネジメント技術など共通性を考えさせること，

地区診断と地域診断について理解を深めるよう働きか

けることも可能である．

2．乳幼児虐待が疑われる事例の場合

1）事例に含む要素

地域社会での最小単位としての「個人／家族」に着

目しながら，それらの対象を取り巻く環境や対象の力

量をアセスメントでき，対象の健康課題の特性を理解

し，保健師の役割と活動を学ぶことができる要素を含

む．特に，この時期に特徴的な健康課題を醸し出すよ

うな「個人／家族」の設定と，「個人／家族」への支援

のみでは解決できず，「地区／小地域」における社会資

源等にも目を向けられるよう，フォーマルサポート，

インフォーマルサポートの要素を家族背景と地区の状

況の中に含む必要がある．「個人／家族」が置かれてい

る「地区／小地域」の状況をアセスメントできるよう，

地域の概況（地区人口，出生率，新興住宅地，マンショ

ンなど）を設定する．また，今後の社会資源開発や，

「住民組織／地域組織」の育成，さらには地域ケアシス

テムの構築へと思考が広がっていくよう，これらの地

域の状況で最低限想定される「住民組織／地域組織」

の情報を含む必要がある．

2）健康課題の抽出と表記の仕方

健康課題を抽出するにあたっては，事例の特徴から，

緊急性，重大性はどうかを考える必要がある．また，

事例を通して，地域全体につながる健康課題は何か，

潜在的な課題はないか，予防的視点で検討することは

ないかなど，「個人／家族」レベルにとどまらず，地域

レベル，社会レベルへと発展的に考える．

「個人／家族」レベルとして，現時点では顕在的な問

題とは言い難いが，子どもへの虐待の可能性が考えら

れ，緊急かつ重大な健康課題として挙げられる．

地域レベルとしては，地域の概況とマンション住民

の状況等から，近所付き合いの希薄化による子育ての

孤立化が健康課題として挙げられる．

社会レベルとしては，転出入が多いことや里帰り分

娩等により，「個人／家族」の健康課題に関する情報・

支援の途絶が起こりやすいことが挙げられる．

3）対象別の支援方法例

健康課題から対象別支援として目標に転換する際

に，誰がどうなるかが明確になるよう表記する．C-4

公衆衛生看護活動方法の基本的考え方の地域づくり，

アウトリーチ，協働，事業化・施策化，システム化と

結びつける．具体的な活動としては，E-1子どもと親

の健康への支援の内容と D公衆衛生看護過程展開の基

本，地域診断，「個人／家族」への支援方法・技術，「地

区／小地域」への支援方法・技術，地域の「住民組織

／地域組織」への支援方法・技術，施策化などを駆使

する．課題解決に向けては，「個人／家族」レベルにと

どまらず，地域レベル，社会レベルへと発展的に考える．

「個人／家族」レベルでは，子どもが健やかに成長で

き，親，家族が健やかに生活できる，を目標とし，

D-3-4)-(1)の家庭訪問，D-3-4)-(2)の健康相談，D-3-4)-(4)の

グループワーク（小集団技法）を用いた支援により，

親同士の交流，子育てサロンの活用をすすめる．

地域レベルでは，親子同士の交流があり，子育ての

孤立化がなく，子どもの虐待がない，を目標とし，

D-3-4)-(4)のグループワーク（小集団技法）を用いた支

援をしつつ，D-3-4)-(5) 病院，子育てコーディネーター，

児童委員，地区推進員との連携によるケースマネジメ

ント，D-5住民自治会などの地域の「住民組織／地域

組織」への支援，D-4-4)-(2)地区組織との協働を行う．
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社会レベルでは，子どもと家族の健康が継続的・包

括的に守られるシステムが構築される，を目標とし，

D-6-1)政策化である自治体，近隣市町村，病院，保育所

等を含む，継続的，包括的支援体制（ネットワークシ

ステム，協議会など）の構築を目指す．

4）演習授業方法の例

地域社会での最小単位としての「個人／家族」に着

目しながらも，「個人／家族」レベルにとどまらず，地

域レベル，社会レベルへと発展的に考えることを意図

した家族援助に関する授業で活用できる．家族援助で

は，前段の講義の中で家族機能に関連する理論を教授

し，子どもの発達に及ぼす環境や社会からの影響につ

いて，コミュニティ，社会，経済，政治といったより

大きな社会的構造の中に埋め込まれている生態学的シ

ステム論についての理解と同時に公衆衛生看護の対象

である「個人／家族」，「地区／小地域」，「住民組織／

地域組織」，「自治体」について重層的に関連付けて，

家族のアセスメントから健康課題の抽出，目標設定，

支援方法を考えることができる．

5）学生への助言

「個人／家族」の生活，健康はその地域で創られてい

ることを意識し，顕在している健康課題だけなく，潜

在している健康課題がないか，ひとつの「個人／家族」

のみの限られた健康課題なのか，そうではなく，地域

全体として解決していく必要があるのかどうか，さら

には，社会のしくみを変える必要があるのか，といっ

た視点で考えられるように働きかける．

3．糖尿病重症化予防が必要な事例の場合

1）事例に含む要素

地域社会での最小単位としての「個人／家族」をアセ

スメントできるような情報，年齢・性別，家族構成，住

居，職業，個人の健康状況（既往歴，現病歴，経年の

検査データ，飲酒や喫煙などの生活習慣），過去および

現在の保健行動，健康への関心や認識，家族の健康状

況，家族の対処力，支援の経緯などを含む必要がある．

生活基盤としての「地区／小地域」をアセスメント

できるような情報，地区人口，地区面積，年齢三区分

別人口，住宅地の成り立ちや歴史，主要産業，購買圏，

医療機関，健康づくりのための社会資源（スポーツ施

設など）を事例に含む必要がある．

地域の「住民組織／地域組織」をアセスメントでき

るような情報，食生活改善に関わるような住民組織お

よびその活動状況，健康づくりを推進するような地域

組織およびその活動状況，運動等の自主グループ組織

および活動状況などを含む必要がある．

「制度や仕組みを構築する機能をもつ組織（自治体）」

をアセスメントできるような情報，保健師の人数およ

び業務体制，部門別配置数，当該事例の地区担当およ

び業務担当保健師，また部門間の連携，医療機関など

を含む必要がある．制度や仕組みについても公衆衛生

看護の対象であるため，健康づくり計画・データヘル

ス計画・特定健康診査等実施計画等における現状と課

題，対策および事業についても含む必要がある．

2）健康課題の抽出と表記の仕方

健康課題は人々の健康と生活の反応であるため，健

康課題を表現する場合の主語は「個人／家族」，あるい

は人々になる．対策などが主語になる行政課題と混同

しないことが重要である．

「個人／家族」レベルの例としては，Q氏は糖尿病が

疑われるが未治療のため重症化する可能性があるなど

が挙げられる．

地域レベルの例としては，C地区では糖尿病が疑わ

れるが未治療者の割合が他地区に比べて高いなど，対

外システムである他地区と比較して高低を判断して健

康課題を抽出することができる．

社会レベルの例としては，HbA1cの有所見率が全国

や県よりも高い，特定健康診査受診率や特定保健指導

の利用率が全国や県より低く生活習慣病の早期発見・

早期介入が遅れる可能性があるなど，当該自治体の上

位レベルである県や全国と比較して高低を判断して健

康課題を抽出することができる．

「住民組織／地域組織」については組織の体制および

機能により地域レベルあるいは社会レベルとして健康

課題を抽出する．健康づくり推進委員が市より健康診

査受診勧奨を依頼されている際の社会レベルの例とし

ては，健康づくり推進委員の健康診査受診勧奨の活動

が停滞しており，受診率が 3年連続で低下しているな

どが挙げられる．

3）対象別の支援方法例

対象別の支援方法を考える際には，健康課題に対す

る目標を設定し，目標を達成するための支援方法・技

術を「D公衆衛生看護実践の基本となる専門基礎知識

と技術」に照らし合わせて選定する．

「個人／家族」レベルでは，目標をメタボリックシン

ドローム該当の改善および糖尿病の重症化予防とする．

D-3-4)の支援方法・技術を通して，「個人／家族」への

保健指導，集団での保健指導，社会資源の活用の勧奨
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を行う．保健指導や勧奨の内容は，医療機関受診，特

定保健指導の利用，食生活改善推進員の活動への本

人・妻の参加，民間フィットネスクラブや市のスポー

ツイベントの利用などとする．

地域レベルでは，目標を地区における糖尿病が疑わ

れる未治療者の減少とする．D-4-4)の支援方法・技術を

通して，地区住民への健康課題の提示・共有，社会資

源（住民組織）との協働を行い，特定健康診査受診率

の向上，特定保健指導利用率の向上，糖尿病疑いのあ

る未受診者の受診への働きかけなどを行う．

社会レベルでは，目標を HbA1cの有所見率の減少お

よび特定健康診査受診率や特定保健指導利用率向上と

する．D-6-1)～6-3)の支援を通して，特定健康診査の未

受診者への対策，特定保健指導の未利用者への対策，

糖尿病重症化対策の強化，治療中断者に対する医療機

関との連携・協働，専門医紹介システムの構築などを

行う．

4）演習授業方法の例

公衆衛生看護の対象である「個人／家族」，「地区／

小地域」，「住民組織／地域組織」，「自治体」について

重層的にアセスメントから支援方法までの考えられる

事例であるため全てのレベルを活用する場合と各レベ

ルのみでも利用可能である．例えば，まずは「個人／

家族」レベルについて課題とすることも可能である．

5）学生への助言

健康問題だけなく，ウェルネスな視点からも人々の

健康と生活の反応を捉えることから健康課題とするこ

との説明が必要である．また，健康課題を抽出するた

めには，何が原因で，関連要因は何か，人々の対処力

は何かを明確にすること，すなわち構造化についての

解説や例示も必要である．

IV．カリキュラム構築と実習計画への活用

ここでは，科目における保健師教育課程カリキュラ

ム・マップ作成への活用と実習計画への活用例を示す．

1．カリキュラム・マップ作成への活用

本推進委員会のカリキュラム・マップの例を，表 1

に示した．縦軸（網掛け部分）は，公衆衛生看護学教育

モデル・コア・カリキュラムの大項目と中項目とし，横

軸は，授業科目名と単位数で構成した．実際には，授

業科目や単位数さらに科目での授業内容は，各教育機

関の方針に寄るため，独自性が表現される部分である．

授業科目のカリキュラム・マップ作成への活用例と

表 1 保健師教育課程カリキュラム・マップの例
モデル ･
コア ･

カリキュラム 
大項目 
中項目

科目名（例）
公衆衛生
看護学原論

公衆衛生看護 
方法論Ⅰ 

（個人・家族・
グループ）

公衆衛生看護
方法論Ⅱ 

（組織・集団・
地域）

対象別  
公衆衛生
看護活動論

健康危機
管理

公衆衛生
看護 
管理論

保健医療
福祉 
行政論

公衆衛生
看護学
研究

単位数（例） 2 2 3 4 2 1 3 2
A 保健師として求められる基本的な資質・能力 ◎ ◯

B
と
会
社

学
護
看
生
衛
衆
公

B-1　保健統計
B-2　疫学
B-3　環境保健 1 ◎ ◯ ◯
B-4　健康政策とマネジメント ◯ ◎ ◎
B-5　社会学及び行動科学 ◎ ◯ ◯
B-6　保健医療情報の管理 ◎ ◯ ◯

C

の
護
看
生
衛
衆
公

要
必
に
解
理
象
対

と
識
知
的
本
基
な

識
知
る
す
連
関

C-1　公衆衛生看護の理念と基本 ◎
C-2　公衆衛生看護の対象 ◎ ◯ ◯
C-3　健康課題 ◯ ◯ ◎ ◯
C-4　公衆衛生看護活動方法の基本的考え方 ◯ ◎ ◎
C-5　公衆衛生看護マネジメント ◯ ◯ ◎ ◎
C-6　公衆衛生看護活動の場 ◎

D
生
衛
衆
公

基
門
専
看

術
技

D-1　公衆衛生看護過程展開の基本 ◎ ◯ ◯
D-2　公衆衛生看護における地域
アセスメント（地域診断）の基本

◯ ◎ ◯ ◯

E

動
活
護
看
生
衛
衆
公 E-5　障害を持つ人々への支援 ◎ ◯

E-6　難病を持つ人々の健康への支援 ◎
E-7　感染症に罹患している人々の健康への支援 ◎ ◎
E-8　多様な文化的背景を持つ人々への支援 ◎
E-9　健康危機管理 ◎ ◯
E-10　産業保健 ◯ ◯
E-11　学校保健 ◯ ◯
E-12　多様な場で行われる公衆衛生看護活動 ◎

G 公衆衛生看護学研究 ◎

F臨地実習については表 2モデル・コア・カリキュラムを用いた実習計画への活用例を参照
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して，現行のカリキュラム見直しに活用できる．例え

ば，公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

を満たしているか，不足している内容をどう補うかな

ど教授内容の振り返りに役立つ．また，新たなカリキュ

ラムを構築する時にも活用できる．公衆衛生看護学教

育モデル・コア・カリキュラムを満たすために必要な

授業科目および単位数の設定，授業科目における中心

となる授業内容の設定等を考える場面に役立つと考え

る．

2．実習計画作成への活用

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラムの

実習への活用として，2つの場面が想定される．

まずは学内での実習の検討や実習地との打ち合わせ

の際に，学習させたい事項の合意形成を行う際のツー

ルとして活用する場面である．全国保健師教育機関協

議会は「保健師教育におけるミニマム・リクワイアメ

ンツ（MR）2014」で「公衆衛生看護学実習の必須体験

項目」を示していた．今回の公衆衛生看護学教育モデ

ル・コア・カリキュラムはその内容をより具体的に示

したものともいえるため，求める到達度も含めたより

詳細な検討に活用できると考えられる．

もう一つは，実習計画等の作成において，必要な学

習内容が網羅されているのか確認し，計画の見直しを

行う場面である．表 2はその具体例である．横軸には

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラムの「F　

臨地実習」の項目を記載している．縦軸は実習の計画

案（仮）である．〇や◎は，計画された内容が，コア・

カリキュラムの該当箇所を示している．これにより，

体験できない事項が可視化され，計画案の見直しや調

整への活用が可能になると考えられる．

V．おわりに

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラムを

表 2 モデル・コア・カリキュラムを用いた実習計画への活用例
F-1 公衆衛生看護
実習における学習

F-2 基本的公衆衛生看護活動技術 F-5 活動の場に応じた実習
F-6 公衆衛生看護
学実習の統合

1-1 1-2 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6 2-7 5-1 5-2 5-3 5-4 6-1 6-2

習
学
る
け
お
に
習
実
護
看
生
衛
衆
公

る
け
お
に
習
実
護
看
生
衛
衆
公

）
徴
特
（
方
り
在
の
習
学

問
訪
庭
家

談
相
康
健

査
診
康
健

育
教
康
健

）
ト
ン
メ
ス
セ
ア
（
断
診
域
地

動
活
織
組

整
調
携
連
の
で
ル
ベ
レ
関
機

所
健
保

村
町
市

業
産

校
学

展
発
と
律
自
の
て
し
と
職
門
専

理
管
護
看
生
衛
衆
公

週
一
第

月
午前 オリエンテーション ◎
午後 健康危機管理①―災害

火
午前 健康危機管理②―感染症
午後 家庭訪問 ◎

水
午前

保健所における
活動計画立案

○ ○ ○

午後 保健所事業

木
午前 保健所事業

午後
事例検討

（難病 /感染症 /障害者）

金
午前 連携調整会議 ◎ 〇
午後 カンファレンス 〇 ○

週
二
第

月
午前 オリエンテーション ◎
午後 健康診査（乳幼児・見学） ◎

火
午前 健康教育（見学） ◎

午後
市町村における

事業計画・立案・評価
〇

週
五
第 木

午前 学校保健 ◎
午後 学校保健 ◎

金
午前 カンファレンス ◎
午後 カンファレンス ◎

注 1）F-1は実習のすべての場面で学ぶ項目と捉えている．
注 2）実習の体験事項は，複数の学習内容を含んでいる．そのため一つの体験の中で，複数の学習項目の中の学習目標を学ぶことと
なる．
（例　乳幼児の家庭訪問は，家庭訪問の技術の学びであるとともに，個人／家族に対する看護展開過程も学ぶ）その中で，特に中心
的な部分に◎を付けた．
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効果的に活用するためには，コンピテンシー獲得のた

めの方法論としての教材や教育方法の開発，評価基準

と手法の開発，評価の標準化や共有が求められる．

全国の保健師教育課程・機関においては，公衆衛生

看護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）の

キャッチフレーズである「社会の多様な健康課題に対

応できる保健師の育成」を目指し，各校の教育方針と

の一貫性や科目編成・学修目標との整合性を図り，学

修内容の充実に向けて活用されることを期待する．
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事業報告

親子保健活動における公衆衛生看護技術の体系化（第 2報）

教育課程委員会
大木幸子（杏林大学保健学部看護学科），

桑原ゆみ（札幌医科大学保健医療学部看護学科），
下山田鮎美（東北福祉大学健康科学部保健看護学科），
鈴木美和（淑徳大学看護栄養学部看護学科），

滝澤寛子（京都先端科学大学健康医療学部看護学科），
平野美千代（北海道大学大学院保健科学研究院），
岩本里織（神戸市看護大学健康生活看護学領域），
佐伯和子（前北海道大学大学院保健科学研究院），

荒木田美香子（国際医療福祉大学小田原保健医療学部）

I．はじめに

公衆衛生看護は，すべての健康レベルにある人々を

対象に，生活の場で，多様な健康課題の解決を支援す

るものである．またその対象も個人とともに組織や地

域を対象とし，同時にそれらの対象支援を連動して展

開している．さらに，これらのすべての健康課題や対

象レベルに対しジェネラリストとしての方法論をもっ

て支援を行っている．丸谷（2018）は，保健師のもつ

ジェネラリストとしての専門性について「家庭訪問・

組織化・アウトリーチ・政策化まで多様な方法を用い，

公衆衛生学・社会学等の多様な学門を基盤として活動

している．また，個人・地域・国家まで対象を連動し

て捉え，地域と健康問題を連動させ時代に応じた問題

に対応する，という柔軟性がある」と述べている．こ

れらの家庭訪問等の方法論は，公衆衛生看護学の専門

的方法論といえる．そして母子保健活動や成人保健活

動といった各健康課題領域の実践においては，その課

題や背景の特性に応じて「家庭訪問・組織化・アウト

リーチ・政策化」などの方法論を適用した「公衆衛生

看護技術」をもって展開している．しかし，それぞれ

の保健活動においてどのような「公衆衛生看護技術」

が用いられているかについての整理とその体系化につ

いては，十分な検討がなされてきたとは言い難い．

さらに，「看護技術」や「公衆衛生看護技術」につい

てもさまざまな捉え方がある．日本看護科学学会看護

学を構成する重要な用語集（2011年 6月）では，看護

技術について「看護の問題を解決するために，看護の

対象となる人々の安全・安楽を保証しながら，看護の

専門的知識に基づいて提供される技であり，またその

体系をさす．看護技術は，目的と根拠をもって提供さ

れるものであり，根拠に基づく専門的知識は熟練・修

練により獲得され，伝達される．また，看護技術は，

個別性をもった人間対人間の関わりの中で用いられる

ものであり，そのときの状況（context）の中で創造的

に提供される．」と説明されている．また川島（2010）

は，看護技術について看護実践における経験法則も含

む客観的法則性の意識的適用と説明している．さらに

陣田（2010）は，技術の成立要件は意思を持った主体

と客体，用具や道具の手段の 3要件であるが，看護の

技術ではこれら 3要件以外に，関連する社会的要因が

存在していることを指摘している．その上で，看護技

術は，それぞれの状況の中で客体に対し，瞬時に優先

順位なども含めて複合的に判断され，よりふさわしい

ものへと転換されて提供されると述べている．川島，

陣田ともに技術の定義に当たって主体の「意図」に着

目している．同様に，田島（1994）は，原理に基づく

看護技術の文節を「基本動作」とし，それらの基本動

作を術者が組み立てて「看護技術」となると説明して

いる．一方で陣田は，看護技術には，知識（認知領域），

技術（精神運動領域），態度（情意領域）が含まれてい

ると指摘している．

これらを踏まえると，看護技術とは，対象の多様な

状況を判断しながら，対象のもつ看護問題の解決とい
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う目的にむけて，意図をもって複数の客観的法則に基

づく基本技術を統合して提供する行為といえる．すな

わち，「看護技術」自体が複合的なものであるといえ

る．こうした看護技術の構造の複合性が，「看護技術」

が示す範囲とレベルについて，多様な見解を生む背景

ともいえるであろう．

一方で川島（2003）は，「看護」と「看護でないも

の」を分けるものが看護技術であると述べ，看護が社

会的に有用な機能として確立するうえで技術論が重要

であると指摘している．また加納（1997）は，看護専

門職としての成立に，職業的アイデンティと看護技術

の明示化が必要であると述べている．これらの論者が

示すように，公衆衛生看護活動における技術の体系化

は，保健師の専門性をその技術の創造的知識体系から

明示化することであるといえる．

そこで全国保健師教育機関協議会教育課程委員会で

は 2017年度から，保健師の技術をその技術の習得に必

要な知識とあわせて，明確化することを目的に，親子

保健活動における公衆衛生看護技術の体系化を試みて

きた．2017年度の検討経過は，本誌第 2号で，「平成

29年度保健師教育課程委員会事業報告～母子保健活

動における技術の体系（中間報告）～」（教育課程委員

会，2018）として報告した．その後，パブリックコメ

ント等によって意見を受け精緻化を図った．本報告で

は，前記の中間報告以降の検討結果を中心に報告する．

また 2017年度は，「母子保健活動」として検討を行っ

てきたが，「公衆衛生看護教育におけるモデル・コア・

カリキュラム」（全国保健師教育機関協議会，2018）で

の表現に準じ，妊娠期をスタートとして子どもを養育

する父と母を中心とした家族への保健活動を「親子保

健活動」とし，「親子保健活動における公衆衛生看護技

術」として整理を行った．ただし，思春期保健につい

ては今回の検討からは除外した．

なお本検討では，親子保健活動における公衆衛生看

護技術とは，子どもとその家族が地域で健康に生活す

るために提供される技術であり，専門的知識に基づい

た判断および行為とした．行為とは，外部から観察可

能な人間や動物の反応を示す「行動」と対比して用い

ており，ある意思をもった行いや哲学であり，目的観

念を伴う動機があり，思慮・選択によって意識的に行

われる行動をさしている．すなわち，技術には，行動

のみならず，その行動を起こす意図が含まれているも

のと捉え整理した．

II．検討方法

1．検討の方法

2017年度からの検討の方法は表 1のとおりである．

検討方法①の分類枠組みは「対象」と「展開過程」の

2軸で設定した（表 2）．「対象」区分は，「公衆衛生看

護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）」（全国

保健師教育機関協議会，2018）に準じた．また「展開

過程」区分は，「情報収集の技術」，「アセスメントの技

術」，「支援技術」を設定した．ここでの「アセスメン

トの技術」は，分析，判断を含む概念として用いた．

さらに，対象区分「個人・家族」の「支援技術」では，

支援課題の背景要因に応じた下位分類を設定した．こ

れらの「支援技術」の下位分類は，本検討によって収

集された現段階での課題への支援技術であり，今後さ

らに課題が増えていくことを想定している．検討方法

②から⑥では公衆衛生看護学教育において用いられて

いるテキストから，親子保健活動における技術の記述

について，技術を表現している内容とそれが用いられ

表 1 検討方法

①委員会メンバーで公衆衛生看護学技術項目の分類枠組みの検討
②公衆衛生看護学教育において用いられているテキストから，親子保健活動における技術の記述について，技術を表現している
内容とそれが用いられている場面を抽出
③用いられている場面を踏まえて，抽出した技術内容の記述の意味内容をもとにコード化
④コードについて内容の類似比較を行い，小技術を抽出
⑤抽出された小技術項目の意味内容について類似比較を行い中技術項目に統合
⑥中技術項目の関連性を検討し，技術項目分類による構造図を作成
⑦中技術項目のまとまりからグループ化し，大項目として表現
⑧技術項目の体系および技術項目についての確認
　　熟練保健師によるエキスパートのチェック
　　全国保健師教育機関協議会　夏季研修でのグループワーク
　　全国保健師教育機関協議会会員校及び保健師連絡協議会参加団体（パブリックコメント）
⑨大項目ごとに技術を習得するために必要とされる理論や概念を検討し，対象別に整理
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ている場面を抽出し，抽出した記述を分類枠組みに沿っ

て分けた．さらに用いられている場面を踏まえて，抽

出した記述の意味内容をもとにコード化し，内容の類

似比較によって，小技術項目の抽出と中技術項目への

統合を行った．収集したテキストから十分な記述が見

いだせない分類枠組みの区分については，雑誌の記事

を検索し，技術の抽出を追加した．検討方法①から⑥

の詳細は前報を参照されたい．

検討方法⑦では，中技術項目の内容のまとまりから

グループ化し，それらをグループ名（大項目）で表現

した．次に検討方法⑧で，分類枠組みおよび大項目，

中技術項目，小技術項目について，委員会外部の意見

聴取を行った．まず全保教夏季研修会にて参加者によ

るグループワークをとおして意見聴取をするとともに，

現場の熟練保健師に内容確認を依頼した．さらに会員

校及び保健師連絡協議会参加団体にパブリックコメン

トを募り，251件の意見が寄せられた．これらの意見

に基づき，委員会で検討・修正を行った．検討方法⑨

では，整理された技術の習得に必要とされる理論や概

念を検討した．

表 2 親子保健活動における公衆衛生看護技術の分類と抽出項目数

対象 展開過程 支援課題の要因 大項
目数

中項
目数

A　個人・家族

個人・家族に関する情報収集 A111 子どもと家族に関する情報収集 8 22

個人・家族に関するアセスメント A211 子どもと家族に関するアセスメント 6 16

個
別
支
援

妊娠期から養育期にある家
族への一般的な支援

A311 妊婦とその家族への一般的支援 4 10

A312 養育期（産褥期を含む）の家族への一般的支援 5 15

子どもの要因による継続的
支援課題をもつ子どもとそ
の家族への支援

A321 成長発達の遅れのある子どもと家族への支援 2 8

A322
長期療養疾患（医療的ケア児を含む）や障がいをもつ
子どもと家族への支援 9 20

親の要因による継続的支援
課題をもつ子どもとその家
族への支援

A331 産後うつ病の親と子どもへの支援 3 6

A332 若年の親と子どもへの支援 4 8

A333 精神疾患や精神障がいをもつ親と子どもへの支援 5 11

A334 在日外国人の親と子どもへの支援 3 5

A335
配偶者等との間で暴力（リスクを含む）のある親と子
どもへの支援 5 9

A336
子どもへの虐待の問題（リスクを含む）がある親と子
どもへの支援 7 21

A337 遺伝性疾患のリスクをもつ家族への支援 2 5

生活困窮など社会・経済的
要因による課題をもつ家族
への支援

A341
生活困窮など社会・経済的要因による課題をもつ家族
への支援 5 9

グループ（小集団）を用いた支援 A411 子どもや親のグループ（小集団）を用いた支援 5 13

B　生活基盤とし
ての地区／小地域

生活基盤としての地区／小地域
に関する情報収集・アセスメント B111

生活基盤としての地区／小地域の情報収集・アセスメ
ント（地域診断） 未抽出

生活基盤としての地区／小地域
を対象とした支援活動

B211
生活基盤としての地区／小地域での子どもと家族を支
えるネットワークづくり 未抽出

B221
生活基盤としての地区／小地域での親子保健に関する
活動計画・活動評価 未抽出

C　地域の住民組
織／地域組織

地区組織活動に関する情報収
集・アセスメント C111

親子保健の推進や子育てを支援する住民組織／地域
組織の情報収集・アセスメント 4 10

地区組織活動 C211 親子保健の推進や子育てを支援する地区組織活動 7 17

D　地域の制度や
仕組みを構築する
機能を持つ組織
（自治体）

組織（自治体）に関する情報収
集・アセスメント D111

地域の制度や仕組みを構築する機能を持つ組織（自治
体）の情報収集・アセスメント（地域診断） 6 17

組織（自治体）を対象とした支援
活動

D211
子どもと家族を支える社会資源開発・地域ケアシステ
ムづくり 7 17

D221 親子保健活動の事業化・事業評価 8 16

D231
親子保健に関する計画や関連施策の計画策定・計画
評価 9 18

注 1：「アセスメント」には，分析・判断を含むものとした．
注 2：今回の技術体系の構成では「B　生活基盤としての地区／小地域」の技術は十分な記述データが得られなかったため，含まれ
ていない．
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2．技術名の抽象度の検討

小技術名，中技術名の表現は，本検討での技術の定

義に基づき，客体（対象）や意図とともに，主体であ

る保健師の判断および行為として表現することを原則

とした．その上で，親子保健活動の技術としての特性

を示す表現，すなわち技術名から親子保健活動をイメー

ジできる表現とした．なお，分類枠組みと技術名の表

現や抽象度については，検討段階ごとに，委員会メン

バー間で議論を重ねて決定した．

III．検討結果

1．親子保健活動における公衆衛生看護技術の構造

親子保健活動における公衆衛生看護技術の分類にあ

たって，技術の関連性を基に構造図を作成した（図 1）．

構造図では，対象区分ごとの技術の関連性を示してい

る．また「個人・家族」を対象とした「展開過程」区

分のうち，「情報収集の技術」，「アセスメントの技術」

および「支援技術」の「妊娠期から養育期にある家族

への一般的な支援」は，支援課題の要因に関わらず対

象者に共通して適応される公衆衛生看護技術である．

すなわち，「子どもの要因による継続的支援課題をもつ

家族への支援」，「親の要因による継続的支援課題をも

つ子どもとその家族への支援」，「生活困窮など社会・

経済的要因による支援課題をもつ家族への支援」は，

一般的な支援技術を基にして重ねて展開する技術であ

る．従って，「個人・家族」を対象とした親子保健活動

で，「情報収集の技術」，「アセスメントの技術」につい

ても，初期的対応として行う「情報収集の技術」，「ア

セスメントの技術」である．それらに基づき判断され

た支援課題の背景要因に応じたさらなる情報収集やア

セスメントは，各支援課題の要因に対する支援技術に

含まれるものとした．

「親子保健活動における公衆衛生看護技術の構造」全

般については，前報で概説しているので参照されたい．

2．親子保健活動における公衆衛生看護技術

1）技術コード番号の設定

抽出された技術には，コード番号をつけた．コード

番号のルールは，最初の 1桁は対象をアルファベット

で示し，次の 3桁は展開過程と支援課題の要因，次の

2桁は大項目，下 2桁を中技術項目とした（図 2）．例

えば，「個人・家族」を対象とした技術コードには「A」

を用い，「個人・家族」の情報収集の技術項目は

「A111」，アセスメントの技術項目は「A211」とした．

「個人・家族」の「展開過程」と「支援課題の要因」に

は分類枠組みを基に，「A311」から「A341」のコード

番号を付した．

2）親子保健活動における公衆衛生看護技術（表 3-1～

表 3-3）

親子保健活動における公衆衛生看護技術について，

全体の大項目数・中技術項目技術数は表 2に示した通

りであった．大項目と中技術項目の一覧を表 3-1～表

3-3に示す．

なお，「生活基盤としての地区／小地域」（以下「小

地域」）を対象とした技術については，「小地域」を明

確に対象特定した技術の記述がみられず，「地域の制度

や仕組みを構築する機能をもつ組織（自治体）」を対象

とした技術の中に混在した記述であったため，本検討

では技術項目として抽出できなかった．

3．技術の習得に必要な理論・概念

対象区分別に提示した技術に関連する理論と概念を

整理した．これらの技術教育において必要とされる理

論や概念の検討にあたっては，技術の大項目ごとに理

論・概念を検討し，それらを対象別に統合した．ただ

し，対象区分の「個人・家族」は，内容が多いことか

ら，展開過程の分類をもとに「情報収集・アセスメン

ト」と「支援」に分けて整理した．内容の一部を表

4-1，表 4-2に示す．

III．本検討の限界と今後の課題

本検討は，テキストを中心とした記述内容からの技

術の抽出である．そのため，記述されている範囲での

体系化という限界を持っている．本検討で，「小地域」

を対象とした技術の抽出が困難であった点は，そうし

た方法論的な限界ゆえである．「小地域」を対象とした

公衆衛生看護技術については，実践者からのヒアリン

グ等をとおした実践知の言語化を基にした検討が必要

である．

IV．おわりに

親子保健活動において，看護師や助産師をはじめ，

理学療法士や作業療法士，言語療法士，児童福祉領域

など多くの専門職種が，妊産婦や子育て家族への支援

を展開している．また親子保健活動にとどまらず，超

高齢社会の進行を背景に地域包括ケアシステムや共生

型社会が推奨され，地域の人々の生活の支援において

は，多様な保健医療分野の専門職が協働するインター
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プロフェッショナルワークが重視されている．先行研

究ではインタープロフェッショナルワークの促進要因

としては，各専門職種の実践能力に対する相互信頼が

重要であることが指摘されている（San Martín-Rodríguez

et al., 2005）．また，Dahlら（2018）は，小児保健や学

校保健サービスにおける保健師と多職種との協働にお 図 2 親子保健活動における公衆衛生看護技術コード分類

図 1 母子保健活動における看護技術の構造図
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表 3-1 親子保健活動における公衆衛生看護技術中技術項目一覧（個人・家族への技術）
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表 3-1 （続き）
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表 3-1 （続き）
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表 3-1 （続き）
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表 3-2 親子保健活動における公衆衛生看護技術中技術項目一覧（住民組織／地域組織への技術）
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表 3-3 親子保健活動における公衆衛生看護技術中技術項目一覧（制度や仕組みを構築する機能を持つ組織への技術）
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いて，対象者に同様に訪問する他の職種との間で，そ

れぞれの専門性の重なる点とともに相違点の相互理解

が必要であることを述べている．

これらの実践現場での多職種の連携・協働の重要性

の指摘とともに，教育においてもインタープロフェッ

ショナル教育が注目されてきた．加えて高齢化の進展

を背景とした専門人材の不足への対応として，キャリ

アパスの複線化として共通の基礎課程の創設が議論さ

れている．このような共通課程の創設は，人材確保と

いう側面のみならず，共通した学問基盤に基づく専門

職種間の相互理解を前提とした連携・協働がより促進

されることが期待される．

こうした多職種の連携・協働の前提は，各専門職の

専門性を基盤としたパートナーシップである．すなわ

ちそれぞれの専門性が多職種に理解できる形で提示さ

れることが求められる．その点において，専門技術の

表 3-3 （続き）
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表 4-1 親子保健活動における個人・家族への支援に関連する概念・手法

基盤となる概念

・ヘルスプロモーション
・予防（一次予防，二次予防，三次予防）
・ヘルスリテラシー
・健康の社会的規定要因
・主観的健康感
・QOL
・セルフケア
・セルフネグレクト
・アドヴォカシー
・エンパワメント

・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ，セクシュアル・ヘルス
／ライツ
・ワーク・ライフ・バランス
・生命倫理
・説明責任
・ケアの公平性
・権利擁護
・ソーシャルエクスクルージョン，ソーシャルインクルージョン
・ダイバーシティ
・ノーマライゼーション

相談・支援全般に関連する概念・手法

・コミュニケーション技術
・アウトリーチ
・ハイリスクアプローチ
・危機介入
・パーソナルサポート
・相談面接技術（傾聴，受容，繰り返し，質問，感情への応答，
沈黙への対処，観察など）
・リフレーミング
・スクリーニング
・リスクマネジメント
・ケースマネジメント
・セルフマネジメント技法（観察，学習，セルフエフィカシー，
セルフコントロール，刺激統制等）
・ソーシャルサポートネットワーク，サポートネットワーク，
ソーシャルサポート

・コンフロンテーション
・リンケージ
・セルフヘルプ，ピア・エデュケーション
・ケアの継続性と連続性
・モニタリング
・ケースカンファレンス，ネットワークミーティング
・スーパーヴィジョン
・ネットワーク
・パートナーシップ，協働
・多職種連携（Interprofessional Work: IPW）
・グループダイナミクスグループの種類（サポートグループ，課
題グループ）
・ファシリテーション

家族・親への支援に関連する概念・手法

・家族機能不全，アダルトチルドレン
・家族パラダイム，家族コミュニケーションパターン
・エジンバラ産後うつ病自己評価票（Edinburgh Postnatal

Depression Scale: EPDS）
・アタッチメント／ボンディング障害

・（日本版 PBQ（Postnatal Bonding Questionnaire））
・（日本版 MIBQ（mother-to-Infant Bonding Scal）（「赤ちゃんへの
気持ち尺度」））
・母親役割獲得
・ネウボラ（フィンランド家族政策・子育て支援プログラム）

子どもの発達支援に関連したする概念・手法

・発達検査法（日本版デンバー式乳幼児精神発達診断法，津守・
稲毛式乳幼児精神発達診断法，遠城式乳幼児精神発達診断法，
新版 K式発達検査　等）
・心理発達検査法（WPPSI，WISC-III，田中ビネー式知能検査，

K-ABC検査　等）

・療育手法（認知行動療法，行動療法，感覚統合療法，赫々統
合行動療法）
・社会的養護パーマネンシーの保障
・あそびの分類（ビューラー：機能遊び，想像（象徴）遊び，
受容遊び，構成遊び，ゲーム遊び）
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明示化は，専門職としての責務と機能を発揮するうえ

で不可欠と考えられる．

人々の健康課題が多次元にわたりさらに深刻化が進

む中，健康の格差の解消をめざす公衆衛生看護の専門

性を，健康課題領域に応じた保健活動における公衆衛

生看護技術の体系として提示する試みは，教育機関，

学術団体，保健師職能団体が協働して取り組む重要な

課題と考える．
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表 4-2 親子保健活動における個人・家族への支援に関連する理論

相談支援全般に関連する理論

・ICF（国際生活機能分類）
・支援関係・信頼関係形成のための看護理論（トラベルヴィ看
護理論，ペプロ看護理論）

・カウンセリングの理論（ロジャーズの理論，精神分析の理論，
認知療法，行動療法　等）

・ソーシャルケースワーク（バイステック：ケースワークの原
則，リッチモンド：ソーシャルケースワーク理論）
・生活モデル（ジャーメイン）／社会モデル／医学モデル
・ストレングスモデル（サリーベイ，ラップ）
・コーチング理論
・保健行動モデル（健康信念モデル，汎理論的モデル（ステー
ジ理論，プロセス理論，決定バランス，自己効力感），計画的
行動理論）
・動機づけモデル（動機づけ・衛生理論（ハーズバーグ），欲求
階層説（マズロー），x理論，Y理論（マクレガー））

・社会学習理論（観察学習，モデリング）（バンデューラ）
・意思決定モデル（パターナリズムモデル（父権主義モデル），
シェアードディシジョンモデル（協働的意思決定モデル），イ
ンフォームドディシジョンモデル（情報を得た意思決定モデル）
・ソーシャルサポートネットワーク・アプローチ
・倫理的意思決定モデル（10ステップモデル（トンプソン），フ
ライ）
・グループワークモデル（治療モデル〔予防的およびリハビリ
テーション的アプローチ〕，相互作用モデル〔媒介モデル〕，
ヒューマニズム的モデル〔発達アプローチ〕，社会的諸目標モ
デル〔社会的諸目標アプローチ〕）
・異文化看護（レイニンガー）

家族・親への支援に関連する理論

・愛着理論（ボルヴィ）
・家族システム理論
・家族発達理論
・家族ストレス対処理論
・家族危機モデル
・家族看護モデル（家族生活機能評価モデル，カルガリー式看
護モデル，フリードマン家族看護理論，渡辺式家族看護理論）

・障害受容モデル（段階モデル，慢性的悲嘆モデル，螺旋型モ
デル）
・ライフサイクル理論（発達理論）（エリクソン，レヴィンソン）

子どもの発達支援に関連する概念

・発達理論（認知発達理論（ピアジェ） ・心理的発達理論（フロイト））

事業報告

（ 34 ）



事業報告

平成 30 年度教育体制委員会企画夏季教員研修報告
上乗せ保健師教育課程に向けたプロセスの実際

教育体制委員会
佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院），
岩佐真也（武庫川女子大学），
和泉京子（武庫川女子大学），
土井有羽子（兵庫医療大学），
渡井いずみ（名古屋大学大学院），
松尾和枝（福岡女学院看護大学）

I．はじめに

教育体制委員会では，平成 29年度の夏季教員研修会

において「28単位読み替えなしの上乗せ保健師教育課

程のカリキュラムの実際」をテーマに分科会を開催し

た．分科会では，上乗せ保健師教育課程により保健師

教育を行っている教育機関における，指定規則 28単位

を読み替えずに構成するカリキュラムの実際から，そ

の中核と多様性，運用上の課題について理解を深め，

上乗せ保健師教育課程の推進について考えた．また，

研修会同日に全国保健師教育機関協議会三役会と教育

体制委員会の合同での緊急集会「保健師教育課程上乗

せ（大学院＆専攻科）設置相談会」を開催した．ここ

では，上乗せ保健師教育課程の方略と設置認可の実際

についての情報提供，個別相談会を実施し，上乗せ保

健師教育課程に向けてのより具体的な方略の検討と情

報共有を図った．

平成 30年度は，昨年度の当委員会主催の分科会後の

アンケートで要望が多かった，上乗せ保健師教育課程

にあたっての大学内での協議や文部科学省への設置認

可申請（課程変更申請）に関することを盛り込んだ分

科会を企画した．本稿では，平成 30年 8月 19日（日）

13時 30分～17時（於：新大阪丸ビル別館 5-1号室）に

実施した分科会の内容を報告し，上乗せ保健師教育課

程の推進への示唆について述べる．

II．分科会の概要

平成 30年度の活動方針に基づき，本委員会が企画，

実施した分科会のテーマ，目的，構成，および参加者

数は次に示す通りであった．

【テーマ】

上乗せ保健師教育課程に向けたプロセスの実際

【目的】

上乗せ保健師教育課程に向けたプロセスの実際につ

いて理解を深め，上乗せ保健師教育課程に向けた検討

や取り組みを行う一助とする．

【構成】

1．発表：上乗せ保健師教育課程に向けたプロセスの実

際について，上乗せ保健師教育課程の設置申請をはじ

め 3大学院における上乗せ保健師教育課程を実施する

までの具体的なプロセス等について情報を共有した．

2．相談会：3グループ（上乗せ保健師教育課程実現の

ために必要な学内での調整に関する相談グループ，カ

リキュラムの作成に関する相談グループ，文部科学省

への設置申請の準備に関する相談グループ）に分かれ，

参加者の相談内容について回答を得た．

【参加者】

参加者は 42人であった（事前申込 37人，当日参加

3人，講師 3人，教育体制委員会委員 6人）．

相談会では「学内での調整に関する相談」に 15人，

「カリキュラムの作成に関する相談」に 20人，「文部科

学省への設置申請の準備に関する相談」に 7人が参加

した．

III．分科会の内容

分科会の趣旨説明（教育体制委員会委員長　和泉京

子）

趣旨を述べた後，上乗せ保健師教育課程の設置申請
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のプロセスを自身の経験を踏まえて説明し，参加者と

その課程についての共通理解をはかった．

現行の保健師教育課程の形態を確認し，大学院での

保健師教育を行うにあたり，文部科学省の大学設置基

準の修士課程の修了要件 30単位および保健師助産師

看護師学校養成所指定規則 28単位の合計 58単位以上

を読み替えなしで行うこと，上乗せの設置等の申請に

ついては，大学・大学院の設置認可申請等および文部

科学大臣が指定する看護師学校等の指定申請等が必要

になることの説明があった．

1．発表「上乗せの保健師教育課程に向けたプロセス

の実際」

1）聖路加国際大学大学院～私立大学からの一例～（発

表者：麻原きよみ氏）

大学院での保健師教育に至る経緯として，実習施設

側からの実習人数の制限がかかったこと等から選択制

をはじめたことが契機になったと語られた．その後，

28単位の指定規則改正や看護師に必要な基礎的能力の

獲得のための教育のあり方の検討が議論され，これら

社会の動きを敏感に捉えた大学側からの投げかけがあ

り，そのタイミングを逃さずに働きかけたことが紹介

された．

このようなタイミングを得るまでの取り組みとして，

大学の文化であるリーダー育成と新しいことを先駆け

て行うという考えに沿って，大学院での養成の重要性

を働きかけていったこと，保健師教育に理解ある他教

員の力（先行していた助産科大学院教授等の力）を得

ること等が紹介された．

また，設置申請の際も育成する学生像，目指す大学

院の姿について一貫した考えで臨んだことを強調され

た．

日頃から大学院教育について考え構想を練っておく

こと，タイミングを逃さず働きかけること，教員側が

ぶれない一貫した考えを持つことが重要であるという

報告がなされた．

2）長崎県立大学大学院～公立大学からの一例～（発

表者：久佐賀眞理氏）

大学院での保健師教育の検討は，大学法人が看護学

科の大学院の充実を求めたことがきっかけとなり始

まった．その推進のために，学外から経験豊富な人材

を招いたこと，教員の育成したい保健師像を持ち内部

で何度も保健師や保健活動の特性・看護師との違いを

話し合ったこと，社会学に強い保健師の育成のために

社会学系領域の教職員の協力を得たことが語られた．

これらにより既存の看護学専攻の中に修士（看護学）

と修士（公衆衛生看護学）の学位を設けることが可能

になったことが紹介された．

大学教員の人員確保については，地方の大学では容

易ではないが，大学内の他の学部と連携することで他

にはない大学の特徴を作りだしアピールすることが大

切であるということが報告された．

3）大阪大学大学院～国立大学からの一例～（発表者：

岡本玲子氏）

大学院で保健師教育を開始した理由には，健康問題

の複雑・多様化，健康格差拡大への対応といった社会

のニーズに応えることがあった．また高度化する医療

等に備える学士課程の充実と実践力・研究力を備えた

保健師の育成が必要だという思い，また大学のポリシー

に則り大学のミッションを達成したいという強い思い

があったことが語られた．

設置にあたり，全国保健師教育機関協議会や全国助

産師教育機関協議会でも大学院での教育を推進してい

ること，現場から学部教育での保健師育成についての

意見があったこと，またそれらのことについて大学の

上層部の認識が一致していたことも影響したことが紹

介された．

承認までのプロセスは，まず，保健領域の教員一人

一人と話し合い合意を取り付け，次に学科長を説得す

るという方法で，段階的にしたことが語られた．また，

看護学部の教授会では，大学院開設が必要とされる背

景等の資料を準備して議論を重ね，入試方法や学生の

質の保証について検討を重ねたこと，その上で，保健

学科の将来委員会，教務委員会，医学部長はじめ様々

な大学運営組織関係者と折衝を繰り返したことが紹介

された．

2．相談会

参加者からの相談に対し，既に上乗せ保健師教育課

程を行っている大学院等の教員から回答があった．以

下に主な相談の内容と回答を要約し示した．

1）学内での調整に関する相談

内容：上乗せ保健師教育課程の意義について，他の看

護の教員の理解や合意を得ることが困難ではないか．

回答：上乗せ保健師教育課程が必要なエビデンス（現

場のニーズ・学生のニーズ），上乗せ保健師教育課程を

実現した場合の入口と出口（就職，進学）の提示，育

成する人材像の明文化，公衆衛生看護学担当教員がビ
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ジョンをもち根拠を示していくことが大切である．ま

た，保健師教育だけ切り分けて議論するのではなく，

看護基礎教育をどうすべきかを議論する中で保健師教

育を考えることができれば他の教員の理解も得やすい．

内容：大学院での保健師育成を行うにあたり，学生の

確保が困難ではないか．

回答：学部生向けの保健師進学説明会を充実させるこ

とや，修士論文の発表会を学部生にも公開すること，

入学金の免除を検討すること，学部生の進学希望者に

対する入学試験内容（試験科目や学部の成績の利用

等）を検討すること等，入学しやすい仕組みを作る工

夫が必要である．また，大学院修了の保健師は現場の

リーダーとなる他，教員や厚生労働省の看護系技官等

の職業選択の幅も広がることを，学部生に周知するこ

とも大切である．

2）カリキュラムの作成に関する相談

内容：実習を充実させることは必要であるが，現場は

忙しく，学生が地区診断をして実習に臨むもののそれ

に対応してもらうことが困難な場合もあるのではない

か．

回答：実習では，実習先の理解が最も重要であり，実

習前後を含めた実習の組み立てをどのように行うかが

大切である．実習受け入れについては，都道府県が調

整している場合もあり，大学間で異なることもあるた

め，各都道府県の実情を踏まえたうえで調整すること

が大切である．

内容：大学院で保健師を育成した場合，研究をいかに

行うのか．

回答：修士論文と課題研究との違いや各大学院のポリ

シーと照らし合わせカリキュラムを組み立てている．

3）文部科学省への設置申請の準備に関する相談

内容：文部科学省に設置申請の相談をした際，学部で

教育できない理由や大学院で行わなければならない理

由を問われたが，どのように説明すればよいか．

回答：全国に共通する社会のニーズに加え，大学があ

るその地域の実情にあった理由や独自のニーズを提示

することが必要である．具体的には，大学のある地域

や近郊の健康指標や入学する側の学生と採用する側の

ニーズ等をまとめることである．

実際に都道府県に対しどのような保健師を求めてい

るのかといったニーズ調査を実施した．

文部科学省に対し自信を持って説明するためには，

現場と学生のニーズ，大学のポリシーや特徴に合った

保健師像に不可欠な要素等を際立たせ，概念図（ポン

チ絵）を示す等して，なぜ大学院で保健師育成を行う

のかというビジョンやポリシーを強固なものにしてお

くことが重要である．

IV．分科会の成果と上乗せ保健師教育課程推進の
ための示唆

分科会の中で語られたことから，上乗せ保健師教育

課程の推進のためには，教員のぶれない思いや信念を

根底にし，その上で以下の 4つのポイントを意識して

取り組むことが示された．

1．ニーズやデータの分析を行い，それらを見える化

する

上乗せ保健師教育課程，大学院教育の必要性につい

ては，根拠を基に看護教員や他学部教員，大学運営組

織等に示す必要がある．それは，日本における保健・

医療・福祉の現状だけでなく，大学が位置する都道府

県や地域の現状の分析からその地域特有の健康課題を

示すことである．また，現場ではどのような保健師を

求めているかといったニーズ分析も必要である．また，

これらのプロセスにおいて，ニーズやデータ分析の結

果を見える化して，いかに分かりやすく上乗せ保健師

教育課程が必要であるかを示すことも重要である．さ

らに，大学設立の理由，大学の使命，ポリシーをふま

えながら，大学のロケーションや看護以外の教員の特

徴等，自校の強みを活用しながらその大学ならではの

上乗せ保健師教育課程を検討することが大切である．

2．課題を予測し解決策を示す

上乗せ保健師教育課程を進める際に課題となる事象

を事前に予測し，その解決策を提示することが重要で

ある．課題として学生確保や教員確保，就職先の有無

等が予測される．その対策の一つとして，学部生への

積極的な説明が考えられる．大学院での保健師教育の

必要性や大学が目指す保健師像，大学院への進学を考

えるための材料の提供（大学院の講義を公開する等），

入学試験の時期や内容，入学金・授業料等の費用，就

職，大学院進学後のキャリアプラン等である．学部生

だけでなく高校生や保護者へも同様の説明が有効であ

ると思われる．

課題だけでなく，成果にも着目して提案したい．今

回の発表では，保健師教育を学部で行っていた時より

も大学院で行ってからの方が保健師で就職する数が増

えていること，就職後に現場とのギャップがないこと
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等が報告された．このような成果を示すことも解決策

の一つになると考える．

3．共通理解・賛同を得る

保健師教育にたずさわる教員の思いの一致は当然で

あるが，学内で共通理解し賛同を得るための取り組み

を丁寧に行うべきである．「保健師とは」「保健活動と

は」「看護師との違いとは」等，これらについて十分話

し合うことが他の看護教員や他学部教員の理解を得る

第一歩となり，今後の学内，大学運営組織への説明材

料の基盤となる．また保健師教育のみの視点ではなく，

「看護基礎教育はどうあるべきか」，「4年間で充実した

看護基礎教育を行うことの重要性」という方向から理

解を得ることが重要である．同じ看護職として看護基

礎教育のあるべき姿の共通理解に立ち，その上で保健

師教育のあり方を議論し，上乗せ保健師教育課程への

賛同を得ていきたい．

4．タイミングを逃さない

上乗せ保健師教育課程を進める上で「今，この時」

というタイミングがある．それは大学全体のあり方を

考える時期であったり，看護師教育の充実等看護基礎

教育全般を考える時期であったり，また全国保健師教

育機関協議会や全国助産師教育機関協議会の動きで

あったり，現場からの声等様々である．社会全般，大

学教育，現場の動きに敏感になること，それらの状況

を察知できるように情報を集めておくことが大事であ

る．今がチャンスと捉えその好機を逃さないようにす

ることが重要である．

V．あとがき

今回の分科会から，公衆衛生看護を担当する教員は，

上乗せ保健師教育課程を推進するには，その必要性を

明確な根拠に基づき示し，緻密な準備と様々な方略を

駆使しながら，熱い思いを持って臨むことの重要性が

確認できた．この分科会から考えられた具体的な方略

は，上乗せ保健師教育課程の確実な前進のために活用

できるものであると考えている．事後のアンケートの

自由記載結果から，「具体的な取り組みを知ることがで

きた」，「先行例は大変参考になった」という意見や「課

題は山積しているが自分だけではないと少し安心し

た」，「お互いの苦悩を共有できた」という意見もあった．

上乗せ保健師教育課程に向けたプロセスの実際につ

いて理解を深める機会となり，また，上乗せ保健師教

育課程に向けた具体的な検討や取り組みの実際を共有

することができた．

事業報告
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調査報告

保健師教育課程の質を保証する評価基準に関する
会員校調査報告

教育体制委員会
渡井いずみ（名古屋大学大学院），
和泉京子（武庫川女子大学），
岩佐真也（武庫川女子大学），
土井有羽子（兵庫医療大学），

佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院），
松尾和枝（福岡女学院看護大学）

I．はじめに

平成 27年度に全国保健師教育機関協議会の将来計

画委員会では，各教育機関が主体的な教育研究活動を

展開できることを目指し，保健師教育課程の教育体制

を自己評価するツールとして「保健師教育課程の質を

評価する評価基準」を作成した（教育体制委員会，

2017）．この基準は，1．教育目的・課程の編成（6項

目）2．教育研究組織と財政基盤（4項目）3．教育及

び教育支援者（10項目）4．学生の受入れ（8項目）5．

教育内容及び方法（6項目）6．学習成果（7項目）7．

施設・整備及び学生支援（6項目）8．実習施設（5項

目）9．教育環境（4項目）10．研究環境（5項目）11．

社会連携・社会貢献（4項目）12．教育の内部質保証

システム（6項目），という 12の基準と 71項目から構

成されている．

平成 28年度に新たに発足した教育体制委員会が，本

基準を会員校に周知し各教育機関での自己点検評価を

促進することとなった．本稿では，平成 29～30年度に

教育体制委員会が実施した，本基準を洗練させるため

のパイロット調査および評価基準修正版を用いた会員

校調査の結果について報告する．

II．調査方法

1．評価基準の内容妥当性検討（パイロット調査）

1）対象：全国保健師教育機関協議会の会員校から地

域と保健師教育課程区分に偏りがないように抽出した

20校

2）調査方法：平成 29年 12月に研究協力依頼書と無

記名自記式調査票を対象校に郵送配布し，郵送法によ

り回収した．

3）調査内容：（1）教育機関の属性（設立母体，教育

課程区分，1学年の履修人数，保健師国家試験受験予

定者数），（2）12基準 71項目について「全くあてはま

らない（1点）」～「そのとおりである（5点）」の 5段

階で回答を求めた．（3）各基準項目に関する文言や改

善案などの自由記述

4）分析：各項目の得点分布より天井効果，床効果を

確認した．次に基準ごとに項目間の相関および I-T相

関と基準間の相関を算出した．さらに自由記述より，

複数の解釈が考えられる項目や分かりにくい項目を抽

出した．

2．評価基準（修正版）を用いた全国調査

1）対象：平成 30年 9月時点で全国保健師教育機関

協議会に加入している 209校

2）調査方法：Survey Monkeyを用いて無記名Web調

査を平成 30年 10月 1日～10月 31日に実施した．

3）調査内容：（1）教育機関の属性 5項目（設立母

体，所属ブロック，教育課程区分，平成 30年度入学生

の教育課程区分，平成 30年度卒業修了生の国試受験予

定者数）（2）パイロット調査で作成した評価基準修正

版（12基準 76項目）について，「全くあてはまらない

（1点）」～「そのとおりである（5点）」の 5段階で回

答を求めた．（3）自由記述

4）分析：76項目それぞれについて平均値，標準偏

差，最小値，最大値を求め，基準別に整理した．自由

記述は要約した後，内容別に類型化した．

なおパイロット調査と全国調査はいずれも無記名で

実施し，回答校が分からないように配慮した．また調
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査に先立ち，名古屋大学大学院医学系研究科生命倫理

審査委員会にて調査実施の承認を受けた（承認番号

11606）．

III．結 果

1．パイロット調査

対象校 20校のうち 16校より回答が得られた（回収

率 80%）．平均値が 4.5以上の天井効果が疑われる項目

は 4項目だった（1-5，3-3，3-4，10-5）．平均値が 2.0以

下の床効果が疑われる項目はなかった．同一基準内で

2項目間に 0.9以上の相関が見られたのが 2組（5-1と

5-2），各基準内で I-T相関が 0.4未満だった項目が 8項

目（1-5，3-4，3-6，3-7，3-8，4-7，8-1，8-3），基準間で

0.8以上の相関が見られたのは 4組（基準 2と 3，基準

3と 6，基準 3と 12，基準 5と 6）であった．これらに

ついて教育体制委員会にて内容妥当性を検討し，この

時点では基準編成の見直しや項目の大幅な削除や基準

を超えた組み換えはせずに会員校調査を行うこととし

た．

自由記述より 27の質問や修正案が抽出された．これ

らについて委員会で議論し，曖昧な表現の項目修正や

1項目を 2項目に分けて意味を明確化する，注釈を追

加するなどの修正を加え，最終的に改訂版 12基準 76

項目を作成した．

2．評価基準（修正版）を用いた全国調査

1）調査協力校の概要

対象校 209校のうち，113校から回答を得られた（回

収率 54.1%）．教育機関別の回収率は，養成所 37.5%，

短期大学専攻科 66.7%，大学 51.1%，大学院 75.0%で

あった．ブロック別では九州ブロックが 66.7%と最も

高く，北関東・甲信越と中国・四国ブロックが 43.5%

と最も低い回収率であった．調査協力校の概要を表 1

に示す．教育機関の設置母体は，私立が 65.6%と最も

多く，教育課程では大学が 87.2%と大半を占めていた．

保健師教育課程としては大学（学部選択制・定員上限

あり）が 71.8%と最多であり，看護基礎教育を修了後

に保健師教育を積み上げで実施している「養成所（1

年課程）」「短大専攻科」「大学院」は 13校（12.6%）で

あった．国家試験の受験予定者数は 16～20人（30.8%）

が最多で，次いで 21～30人（20.2%）であった．学部

選抜制を採用している教育機関の多くは 20名前後を保

健師養成の選抜人数としていると推察される．

2）各基準における項目の平均値

基準 1から基準 12ごとの，各項目の平均値，標準偏

差，最小値，最大値を表 2から表 13に示す．平均値が

4.5以上の高得点を示した項目は，基準 1-5「教育課程

の内容・単位は保健師助産師看護師養成所指定規則を

満たしている」（4.78±0.61点），基準 3-3「教育上主要

と認める授業科目には専任の教員を配置している」

（4.68±0.63点），基準 3-4「専任の教員は保健師の実務

経験を有している」（4.66±0.64点），基準 4-5「入学者

または選択履修生の選抜が適切な実施体制により公正

に実施されている」（4.65±0.72点），基準 5-5「成績評

価基準が策定・周知され，その基準に従って成績評価・

単位認定が適切にされている」（4.53±0.74点），基準 7-9

表 1 調査協力校の概要 n=113

n （%）

所属ブロック
　北海道・東北 17 （15.5）
　北関東・甲信越 10 （8.9）
　南関東 20 （17.9）
　東海・近畿北 19 （17.0）
　北陸・近畿南 20 （17.9）
　中国・四国 10 （8.9）
　九州 16 （14.3）
設置母体
　国立 16 （14.4）
　公立 22 （19.8）
　私立 73 （65.6）
教育機関
　養成所 3 （2.8）
　短期大学専攻科 2 （1.8）
　大学 95 （87.2）
　大学院 9 （8.3）
保健師教育課程（平成 30年度入学生）
　養成所（1年課程） 3 （2.9）
　養成所（4年統合カリ） 0 ―
　短期大学専攻科 2 （1.9）
　大学（学部全員必修） 4 （4.9）
　大学（学部選択制・希望者全員） 10 （10.7）
　大学（学部選択制・定員上限あり） 81 （71.8）
　大学院 8 （7.8）
保健師国家試験受験予定者数（平成 30年度）
　5人未満 4 （3.8）
　6～10人 11 （10.6）
　11～15人 16 （15.4）
　16～20人 32 （30.8）
　21～30人 21 （20.2）
　31～40人 8 （7.7）
　41人以上 12 （11.5）
　平均±標準偏差 25.8±22.3

調査報告
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表 2 「基準 1 教育目的・課程の編成」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

1-1 理念と目的の明確化 3.90 1.098 1 5

1-2 教育課程編成方針の明確化 4.04 1.181 1 5

1-3 教育課程の体系的編成 4.08 1.001 1 5

1-4 科目へのミニマムリクワイ
アメンツの活用

3.52 1.115 1 5

1-5 内容等の指定規則充足 4.78 0.609 1 5

1-6 授業科目の社会動向反映 4.36 0.804 2 5

表 3 「基準 2 教育研究組織と財政基盤」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

2-1 責任明確な教員組織編制 4.21 1.077 1 5

2-2 保健師教育審議組織 3.92 1.161 1 5

2-3 カリキュラム検討組織の
構成

4.08 1.032 1 5

2-4 教育財政基盤の整備と有効
活用

3.89 1.093 1 5

表 4 「基準 3 教員及び教育支援者」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

3-1 教員の役割分担と組織的な
連携体制

3.92 1.067 1 5

3-2 必要な教員の確保 4.28 1.217 1 5

3-3 主要科目への専任教員配置 4.68 0.634 2 5

3-4 専任教員の保健師実務経験 4.66 0.637 2 5

3-5 授業科目に適した教員配置 4.27 0.771 2 5

3-6 教員採用・昇格基準と運用 3.95 1.174 1 5

3-7 教員の教育研究評価 3.93 0.979 1 5

3-8 教育研究力評価結果への
取組

3.59 1.069 1 5

3-9 ラダー活用と教育研究能力
推進

2.72 1.147 1 5

3-10 必要な教育支援者の配置 3.09 1.351 1 5

表 5 「基準 4 学生の受入」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

4-1 学生の選択方針の明確化 3.98 1.155 1 5

4-2 修了時の学生像の明確化 3.96 1.026 1 5

4-3 適切な教員定員設定 3.82 1.100 1 5

4-4 学生の受入方法の採用 4.17 0.927 1 5

4-5 入学・選抜体制と公正実施 4.65 0.715 1 5

4-6 学生の受入検証と改善 3.84 1.011 1 5

4-7 履修者数の大幅超過不足 4.36 0.972 2 5

4-8 履修者数の適正化と改善
取組

4.04 1.110 1 5

表 6 「基準 5 教育内容及び方法」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

5-1 組織的効果的な保健師教育 4.21 0.755 2 5

5-2 講義から実習等のバランス 4.05 0.903 1 5

5-3 適切な学習指導法の採用 4.23 0.673 2 5

5-4 適切なシラバス作成と活用 4.44 0.628 2 5

5-5 成績評価基準と適切実施 4.53 0.738 1 5

5-6 成績評価等の組織的措置 4.16 0.873 2 5

表 7 「基準 6 学習成果」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

6-1 卒業生像やディプロマポリ
シーの明確性

4.03 1.104 1 5

6-2 実習や卒修論による学習
成果

4.08 0.806 2 5

6-3 全保教の評価指標による学
習成果

3.52 0.867 1 5

6-4 学生評価による学習成果 3.98 0.679 2 5

6-5 単位取得や資格取得による
学習成果

4.12 0.672 3 5

6-6 進路状況等による学習成果 3.90 0.869 2 5

6-7 卒修了生や就職先評価によ
る学習成果

3.82 0.785 2 5

表 8 「基準 7 施設・設備及び学生支援」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

7-1 学生に必要な施設設備整備 3.95 0.971 2 5

7-2 施設設備の有効活用 3.94 0.941 1 5

7-3 学生に必要な ICT環境整備 3.73 1.074 1 5

7-4 ICT環境の有効活用 3.75 1.038 1 5

7-5 図書館整備と資料整理 4.05 1.008 1 5

7-6 図書館と資料の有効活用 3.90 1.000 1 5

7-7 学生の自主的学習環境整備 4.01 0.899 2 5

7-8 自主的学習環境の効果的
利用

3.86 0.893 2 5

7-9 授業科目等選択時ガイダン
ス実施

4.56 0.599 2 5

7-10 学生学習支援ニーズの把握 4.06 0.781 2 5

7-11 学習進路相談支援の実施 4.31 0.751 1 5

表 9 「基準 8 実習施設」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

8-1 保健所及び市町村実習 4.94 0.266 3 5

8-2 産業・学校実習 3.99 1.398 1 5

8-3 実習施設への教育説明実施 4.69 0.520 2 5

8-4 実習施設指導者研修機会 3.39 1.269 1 5

8-5 実習施設内教育環境 4.06 0.852 1 5

表 10 「基準 9 教育環境」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

9-1 教員の教育活動時間確保 3.95 0.999 1 5

9-2 教員の教育活動場所確保 4.30 0.848 2 5

9-3 教員の教育活動予算確保 3.94 1.038 1 5

9-4 教員の教育活動相談支援体
制整備

3.60 1.114 1 5

表 11 「基準 10 研究環境」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

10-1 教員の研究活動時間確保 2.86 1.156 1 5

10-2 教員の研究活動場所確保 3.91 1.080 1 5

10-3 教員の研究活動予算確保 3.61 1.097 1 5

10-4 教員の研究活動相談支援
体制

3.44 1.084 1 5

10-5 研究倫理審査体制 4.86 0.478 1 5
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「授業科目・専門・専攻の選択の際のガイダンスが適切

に実施されている」（4.56±0.60点），基準 8-1「学外実

習は保健所及び市町村で行われている」（4.94±0.27

点），基準 8-3「実習施設との連携・調整を図り，教育

目標や到達レベルの説明等を実施している」（4.69±0.52

点），基準 10-5「教員が研究活動を行うにあたり活用で

きる研究倫理審査の仕組みがある」（4.86±0.48点）の

9項目であった．

一方，平均値が 3.0点未満と低かった項目は，基準

3-9「ラダーを活用し，教育・研究の能力向上を計画的

に推進している」（2.72±1.15点）と基準 10-1「教員が

研究活動を行う時間は確保されている」（2.86±1.16点）

の 2項目であった．平均値が高い項目数が低い項目数

より多いことから，全般的に本評価基準に関して，各

教育機関は良好な自己評価をしていると考えられる．

最小値と最大値に注目すると，全ての項目において

最大値は 5点であった．最小値については，3点が 3

項目（基準 6-5，基準 8-1，基準 11-1）と 2点が 21項

目，1点が 52項目であった．1点という回答の項目数

が多かったことは，保健師教育課程の質が確保されて

いるとは言い難い教育機関が存在することを示す．

3）自由記述

自由記述は 16校から回答が得られた．類似の回答を

まとめたところ，本評価基準の項目に関する意見と保

健師教育に関する意見に大別された．評価基準項目に

関しては，「教育支援者」「教員補助者」「保健師教育に

かかる審議組織」「相談支援体制」「研究活動を行う場

所」という用語の定義が分かりにくく，様々な解釈が

表 12 「基準 11 社会連携・社会貢献」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

11-1 実習施設・教育支援機関と
の連携協力

4.50 0.603 3 5

11-2 現任教育と基礎教育連携へ
の努力

4.05 1.078 1 5

11-3 地域社会への還元と保健医
療福祉貢献

4.18 0.950 1 5

11-4 教育機関組織や学会活動等
貢献

4.36 0.807 1 5

表 13 「基準 12 教育の内部質保証システム」評価結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

12-1 教育学習成果の点検評価 4.25 0.879 1 5

12-2 学生教職員の意見活用 4.02 0.798 2 5

12-3 学外関係者の意見活用 3.38 1.129 1 5

12-4 教員研修実施と教育改善 4.18 0.862 1 5

12-5 教育支援補助者の資質向上 3.12 1.228 1 5

12-6 現状分析と結果公表 3.65 1.178 1 5

できるという指摘があった．また「産業保健と学校保

健の実習設問は分けるべき」という意見があった．さ

らに全体の質問項目数や評価基準全体に対する再検討

の要望があった．

保健師教育に関する意見として，本調査が評価基準

に基づき振り返ることの有効性や保健師教育課程に特

化した教育目的・教育課程編成方針の明確化について

再認識するきっかけになったと評価する意見があった．

一方で，保健師教育の質を保証するためには教育課程

の大学院もしくは大学専攻科への移行が必要と担当教

員は認識しているが，法律的な変更がないかぎり私学

では学部養成が継続するであろうとの課題が指摘され

た．また実習に関して，実習エリアによる学生の費用

負担，教員の事務作業の負担などが課題としてあげら

れた．指定規則における実習単位の増加を求める意見

もあった．保健師教育を担う教員については，実践経

験のない教育者の実態などから，教員の確保が年々困

難になっているという指摘があった．

IV．考 察

本調査は「保健師教育課程の質を評価する評価基準

（修正版）」を用いた初めての全会員校調査である．作

成された 12の評価基準 76項目の平均値と分布が明ら

かになったことで，各教育機関が自校の保健師教育体

制を自己評価し，定期的にモニタリングするツールと

して活用可能であると考える．各項目の平均値は 4点

前後が多く，全般的に自己評価は高かった．しかし最

小値が 1点の項目も多いことから，厳しい自己評価の

教育機関が存在することが明らかとなった．今後，各

会員校が低評価の項目に対する対策を検討する際に，

本基準評価や本調査結果を活用されるよう期待したい．

また，低評価となった教育機関の現状分析や支援策を

検討する必要性が示唆された．教育体制委員会ではさ

らに教育課程区分別の分析も行い，順次報告する予定

である．また項目の中には解釈に迷う表現があること

や質問項目数が多いという指摘をふまえて，本評価基

準の信頼性・妥当性の検証を重ね，自己点検しやすい

ツールとして洗練させたいと考える．

謝 辞
本調査にご協力頂きました会員校の皆様に厚く御礼

申し上げます．

文 献

教育体制委員会（2017）：事業報告　保健師教育課程の質を保
証する評価基準について，保健師教育，1(1), 22–25.
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委員会活動報告

研修委員会活動報告

研修委員会

I．はじめに

平成 30年度の研修委員会は，前年度からの新体制で

の研修を継続して実施すること，公衆衛生看護学を教

授するキャリアラダーの研修〈レベル I〉の実施と評価

に向けた取り組みを図ることを委員会方針として活動

しました．実施した内容と今後に向けた課題について

整理したので報告します．

II．活動内容と結果

1．第 33 回夏季教員研修の実施（表 1）

夏季研修は例年，東京を会場として開催していまし

たが，全国からの参加者の来所を考慮し，今年度は初

めての試みとして大阪（於：新大阪丸ビル別館）で開

催をしました．夏季研修終了後参加者のアンケート結

果では，「とても満足」「満足」の合計は 93%で前年度

と同様でした．

6分科会で関心が高かったものは「保健師教育の実

際とこれからの課題―保健師基礎教育調査の結果から

見えてきたもの―」「公衆衛生看護学教育モデル・コ

ア・カリキュラム 2017の活用―公衆衛生看護の対象と

健康課題，支援方法を事例で学ぶ」でした．明晰な公

衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラムは教員

にとって教育内容を精選する際の重要な羅針盤となり，

これからの教育を考えるためには必須の内容です．平

成 29年 10月に看護学教育モデル・コア・カリキュラ

ムが提示されたことからも今後の保健師教育について

情報交流し合える貴重な機会になったと思われます．

表 1 第 33 回夏季教員研修概要

テーマ 公衆衛生看護の躍進
参加者数 172名
主な内容 講義：教育課程（七木田文彦講師），教育方法

（川越明日香講師）
分科会：6分科会（3時間～3.5時間）を設け 2
日間で実施

2．第 1 回公衆衛生看護学を教授する教員〈レベル I〉

研修の実施（表 2）

平成 29年度から標記研修を開始しました．昨年度は

実習指導展開の教育，平成 30年度は授業展開に焦点を

あてた研修内容としました．2年間合計 6日間の研修

を受講することで教員としての基本的な知識や技術の

向上を図ることが目的です．

本研修への各大学からのニーズは高く，多くの希望

者がいます．受講者のアンケート結果では「他の教員

に本研修を勧めたい」は 66.7%が「そう思う」と回答

していました．また今回の研修への評価としては，「教

育課程の理解ができた」「授業計画の立て方がわかっ

た」「授業計画作成の参考になる」はほぼ全員が，「授

業での評価方法の理解ができた」「授業することへの自

信がもてた」は約 8割が肯定的評価でした．受講生か

らの高評価を糧に今後も内容の見直しをしつつ継続す

る予定です．また，次年度からは，夏季研修とラダー

研修は分けて行うこととし，日程は，夏季研修の後に

続けて行います．内容の構成は，受講者とスタッフの

負担を考慮し，初回と同様，授業編と実習編交互に 2

年を 1クールとして実施する予定です．受講生からは

「教育経験のある教員からの話を聞きたい」という声も

あり，受講生同士だけではなく教育経験がある教員と

の交流の機会を設けることなども考えています．

本研修は今年度で 1クールを終えました．今後は受

講生の成果を示す方法や評価実施の具体案を検討し，

その実施に向けて取り組んでまいります．

表 2 公衆衛生看護学を教授する教員〈レベル I〉研修―授業
編―

参加者数 49名（欠席者あり）
内　容 教育課程（七木田文彦講師）講義

教育方法（川越明日香講師）講義
実習指導評価（北岡英子講師）グループワーク
授業展開（鈴木美和講師）講義
授業計画の立案（荒木田美香子講師）グループ
ワーク
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3．研修委員の実施体制の検討

新体制の研修委員会となり 2年目が過ぎました．新

体制では春季・秋季研修は理事会主催，夏季研修はブ

ロック委員と研修委員，教員〈レベル I〉研修は研修

委員で実施しています．研修委員会は，副会長とブロッ

ク担当理事 2名を含め 10名で構成しています．次年度

は，メンバーの役割を明確にし業務の煩雑化を避け，

2つの研修の特性を高める内容に組み立てていきたい

と考えています．

III．おわりに

本協議会は我が国において公衆衛生看護学教育につ

いての情報発信，そして創造する唯一の機関であるこ

とから，研修に関しても会員校から高い期待が寄せら

れています．そこに応えるべく，研修委員会では，会

員校の皆様のニーズにあったタイムリーな研修が組み

立てられるよう工夫を重ねていきたいと考えています．

諸先輩から受け継いだ公衆衛生看護＝ The

HOKENSHIを後世に受け継いでいけるような研修に尽

力を注ぎたいと思います．

謝 辞

最後に，研修の開催にご協力いただきました各校の

先生方，保健師さんの皆様にこの場をお借りし深謝い

たします．会員校の皆様のご意見などを取り入れた研

修内容にしたいと考えますのでどうぞご理解とご協力

をお願いいたします．

担当：山口　忍（茨城県立医療大学）
北岡英子（神奈川県立保健福祉大学）
深江久代（静岡県立大学）
工藤禎子（北海道医療大学）
赤星琴美（大分県立看護科学大学）
川南公代（武蔵野大学）
都筑千景（神戸市看護大学）
長澤ゆかり（茨城県立医療大学）
藤本優子（神戸市看護大学）
荒木田美香子（国際医療福祉大学）
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委員会活動報告

教育課程委員会活動報告

教育課程委員会

I．はじめに

社会的格差が進行する中，保健師に対して多様で複

雑な健康問題への解決が求められている．本委員会で

は，そうした社会的期待に応える保健師の専門技術の

明確化を目指し，2017年度より「親子保健活動におけ

る公衆衛生看護技術の体系化」に取り組んでいる．2018

年度は，2017年度に検討した「親子保健活動における

公衆衛生看護技術項目」について，夏季研修での意見

交換，会員校および関係団体へのウエブによるパブリッ

クコメントの募集を行い，項目の精緻化を図った．ま

た，これらの活動のために 5回の委員会を開催した．

II．活動内容

1．「親子保健活動における公衆衛生看護技術の体系

化」の検討

本委員会では，2017年度から，公衆衛生看護学に関

するテキストや親子保健活動に関連する文献から「親

子保健活動に関する公衆衛生看護技術」の抽出を行っ

てきた．2017年度は母子保健活動として検討をしてき

たが，妊娠期をスタートとする子どもを養育する父と

母を中心とした家族への保健活動を「親子保健活動」

ととらえ，「親子保健活動における公衆衛生看護技術」

として整理を行った．また 2017年度に抽出した技術

は，小技術項目，中技術項目の 2つのレベルであった

が，中技術項目とそれを説明する小技術項目，さらに

中技術項目を技術内容によりグループ化した大項目と

して整理を行った．

8月の夏季研修会ではこれらの検討経過を報告し，

グループに分かれて意見交換を行った．また，現場の

熟練保健師から技術項目と内容の妥当性について意見

を聴取した．さらに 12月には教育機関および現場の保

健師の声を広く聞くために，会員校ならびに日本保健

師連絡協議会の 5 団体の協力を得てパブリックコメン

トを実施した．夏季研修会での意見や熟練保健師の意

見，パブリックコメントを受けて原案の修正を行い，

技術項目を整理した．

さらに，委員会ではそれぞれの対象区分ごとに，そ

れらの技術に関連する概念と理論の整理，基礎教育で

の教育方法の検討を行っている．

2．夏季研修会でのプログラム担当

夏季研修会では，親子保健活動における公衆衛生看

護技術項目のうちの個人・家族を対象とした中項目の

技術項目全体を 6つのグループにわけて，技術項目に

ついての検討と各技術項目に対する教育方法について

のグループワークを行い，意見交換を行った．

III．おわりに

「親子保健活動における公衆衛生看護技術」の整理と

その体系化の検討は，公衆衛生看護の実践者である保

健師の専門性を技術面から明示化する試みである．そ

して専門技術の言語化は，格差社会においてだれ一人

取り残すことなく，全ての人々の健康の保持増進を図

るという公衆衛生看護の理念と保健師の役割を支える

根拠となるものである．

しかし，これまでの公衆衛生看護学に関するテキス

トの記述を一次データとした検討では，生活基盤とし

ての地区／小地域を対象とした公衆衛生看護技術の記

述が十分ではないことが明らかになった．これらの技

術には，実践知からの抽出も踏まえた検討の必要性が

示された．

また，体系として示した親子保健活動における公衆

衛生看護技術について，保健師基礎教育でどのような

技術を，どのように教育するのかという点について，

2017年度に全国保健師教育機関協議会で作成した「公

衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）」

を基に検討が必要である．

謝 辞

パブリックコメントの実施に際しては，会員校の皆

様ならびに日本保健師連絡協議会の 5団体の皆様にご

協力と貴重なご意見をお寄せいただいたことに感謝申

し上げます．
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担当：大木幸子（杏林大学保健学部看護学科）
荒木田美香子（国際医療福祉大学小田原保健医療学部）
岩本里織（神戸市看護大学健康生活看護学領域）
桑原ゆみ（札幌医科大学保健医療学部看護学科）
佐伯和子（前北海道大学大学院保健科学研究院）

下山田鮎美（東北福祉大学健康科学部保健看護学科）
鈴木美和（淑徳大学看護栄養学部看護学科）
滝澤寛子（京都先端科学大学 健康医療学部看護学科）
平野美千代（北海道大学大学院保健科学研究院）
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委員会活動報告

教育体制委員会活動報告

教育体制委員会

I．はじめに

平成 30年度は，大学院および大学専攻科を含む上乗
せ教育による 28単位読み替えなしの課程推進策を練る
こと，保健師教育課程の質を保証する評価基準を基に
会員校の教育体制の実態を調査することを委員会方針
として活動しました．

II．活動内容

1．保健師教育課程を看護師課程に上乗せする活動の

推進
平成 30年度現在，国立 5校，公立 3校，私立 5校の

13校が大学院修士課程での保健師教育を行っていま
す．大学院もしくは大学専攻科での上乗せの保健師教
育を模索している教育機関は少なくないと思われます
が，学内での調整等，上乗せへの道のりは平坦ではな
い現状があると考えます．
そこで，第 33回全国保健師教育機関協議会夏季教員

研修会の分科会では，上乗せの保健師教育を実現した
教員に「上乗せの実現ために必要な準備」や「学内で
の説得力のある説明」，「文科省への設置申請の実際」
などのいくつものハードルをどう乗り越え開設したの
かといった話をいただき，上乗せの実現可能性の検討
や上乗せへの取り組みを行う原動力としたいと考えま
した．
分科会のテーマは「上乗せの保健師教育課程に向け
たプロセスの実際」としました．聖路加国際大学大学
院，長崎県立大学大学院，大阪大学大学院の先生方か
らの発表をいただき，その後は例年のような意見交換
会ではなく，より具体的な相談を受けることができる
ようにと考え，グループ相談会を実施しました．
分科会の内容の詳細については，本誌に『平成 30年

度教育体制委員会企画夏季教員研修報告　上乗せ保健
師教育課程に向けたプロセスの実際』として掲載して
おりますので，ご覧ください．
平成 31年度も何等かのかたちで上乗せ保健師教育

課程を推進したいと考えています．

2．保健師教育課程の質を保証する評価基準に関する

調査
会員校が保健師教育課程の質を保証する評価基準を
もとに教育体制を整備するための自己点検評価を行う
ことで，それぞれの個性や特色を発揮しつつ主体的な
教育研究活動が展開できることを目的として作成した，
保健師教育課程の質を保証する評価基準を「保健師教
育」の創刊号に事業報告として掲載するとともに平成
29年度総会にて公表しました．
平成 30年度は，会員校への「保健師教育課程の質を
保証する評価基準に関する調査」を Survey monkeyで
のWeb調査にて実施しました．この調査の目的は，会
員校の自己点検の機会とすること，および会員校の教
育体制に関する実態等を把握し，さらなる保健師教育
の充実のために今後の活動に反映させていくことです．
この調査に先立ち，平成 29年度に評価基準の妥当性

を確認するためのパイロット調査を行い，その結果を
受けて「保健師教育課程の質を保証する評価基準」の
微修正を行いました．
調査結果については，本誌に『保健師教育課程の質
を保証する評価基準に関する会員校調査報告』として
掲載しておりますので，ご覧ください．
評価基準および調査結果をもとに，会員校での自己
点検評価等に積極的に活用いただければ幸いです．

III．おわりに

将来計画委員会を引き継ぐかたちで平成 28年度より
発足した教育体制委員会は 3年目の活動を終えること
ができました．教育体制の実態の調査や夏季教員研修
会の分科会では，会員校の皆さまの貴重なご意見をい
ただきありがとうございました．それらをもとに，今
後も保健師教育の教育体制の充実に向け活動してまい
りたいと思います．引き続き，ご意見をいただけます
ようよろしくお願いいたします．

担当：和泉京子（武庫川女子大学）
岩佐真也（武庫川女子大学）
佐藤千賀子（秋田県立衛生看護学院）
土井有羽子（兵庫医療大学）
渡井いずみ（名古屋大学大学院）
松尾和枝（福岡女学院看護大学）
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委員会活動報告

国家試験委員会の活動
～保健師国家試験の質向上を目指して～

国家試験委員会

I．はじめに

今年度の国家試験委員会は，第 105回国家試験問題

と受験環境に関する調査を実施し厚生労働省へ意見書

を提出すること，教員研修会などにおける保健師国家

試験問題作成マニュアル・ガイドラインの活用普及な

どの情報発信を通じて，保健師国家試験への関心を高

めることを主な活動方針としました．

II．活動結果

1．保健師国家試験に関する調査の実施

特に問題内容に係る調査は，厚生労働省の医道審議

会保助看分科会 K･V部会（事後評価）が開催される 3

月第 1週までに本協議会の意見書提出を間に合わせる

ことが委員会に課せられている責務です．そのため，

国家試験終了後早急に結論を出さなければならず，会

員校の皆さまには日程的な無理をお願いしている次第

であります．国家試験翌週に会員校からの回答を取り

纏め，その週末に委員会を開催し，翌週の月曜日，つ

まり国家試験実施から 10日目には厚生労働省に意見

書を直接届けます．しかし，より早い意見書の提出が

望まれており，委員会の平日開催が課題となっていま

す．

検討は 2～3日間集中しての討議であり，分析力だけ

でなく体力も勝負．保健師に必要な知識や技術を問い，

かつ保健師教育課程修了者が到達可能なレベルである

かを検証し，国家試験問題をブラッシュアップするス

キルの伝承の場にもなっています．合宿様の討議のプ

ロセスは委員の結集力が高まる機会にもなっています．

この全問調査への会員校の年度別参加状況の推移は

図のとおりです．お陰様で漸増傾向にあり昨年度第 104

回国家試験調査は 111校（55.5%）から参加いただき，

より精度の高い意見書が作成できました．第 105回保

健師国家試験問題調査結果は総会で報告させていただ

きます．

2．ブロック研修における講師及び情報発信

北関東・甲信越ブロックからの依頼を受け，「これか

図 
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らの保健師国家試験対策―保健師教育に活かす作問プ

ロセスの実践―」と題した研修会を委員長と委員の計

3名で担当させていただきました．講義は，保健師国

家試験出題基準平成 30年版の目的の再確認，第 104回

保健師国家試験調査・分析結果から見える出題傾向と

日頃の教育への活かし方．その後，グループワークに

よる保健師国家試験問題作成演習．短い時間の演習で

したが，昨年度発刊の「保健師国家試験問題作成ガイ

ド（実践編）」による問題作成シートを活用し作問プロ

セスを踏みながら，先生方が学生に学ばせたいと思っ

ていることを反映させた問題ができました．作問結果

をグループ間で発表し合い，成果の共有と作問上の留

意事項を確認し合えました．

今後もこのようにブロック等の研修会にご協力して

いくことも国家試験委員会の役割と考えております．

III．おわりに

来年度は教員研修での分科会やブロック等からのご

依頼に応じるなど，保健師国家試験に関する情報発信

を積極的に行いたいと考えております．国家試験問題

内容調査は会員校のご参加なくしては成立しない調査

であり，皆様方のご理解とご協力に心から感謝申し上

げますとともに，今後も引き続きご協力くださいます

ようお願い申し上げます．

担当：坪川トモ子（新潟青陵大学看護学部）
大谷喜美江（日本赤十字豊田看護大学）
大西真由美（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科）
齋藤公彦（福山平成大学看護学部）
播本雅津子（名寄市立大学保健福祉学部）
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委員会活動報告

広報・国際委員会活動報告

広報・国際委員会

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会のホームページは，2018

年 6月の全面リニューアルと同時に英語サイトを開設

した．メニューボタンの構成を工夫したことにより，

どのページから訪れても目的としたコンテンツに誘導

できるようになっており，使いやすいデザインである．

また，公式ロゴマークをヘッダーデザインに用い，ロ

ゴマークの全体イメージである「人々の活力と地域の

活性，保健師と保健師教育の飛躍と発展をイメージで

きるデザインと配色をめざした」仕上がりと自負して

いる．これにより，本協議会の目的や事業内容および

保健師教育に関連する情報をタイムリーに周知できる

ようになった．さらに，英語サイトにより国外への情

報発信にも貢献するとともに，ホームページのスマー

トフォン対応を可能としたことから，利便性は飛躍的

に向上した．

2018年度は，次の 3点を行った．これは，前年度に

行った情報発信の体系化を更に充実させるためのもの

である．①リニューアルしたホームページで会員に伝

えたい情報，会員が知りたい情報や利便性など確認し，

ユーザビリティを追求した改修をする．②必要な情報

をホームページやメールマガジン等を通じてタイムリー

に発信する．③関連学会誌へ広告を掲載し全保教の活

動内容や成果の普及を図る．

II．活動内容

1．ホームページ

リニューアルしたホームページを公開した直後は，

必要な情報が掲載されているか，タイトルやコンテン

ツ等が統一されているかなど，各理事と連携して対応

した．また，アイコンの大きさや表現など微修正した．

会員の大半がホームページを閲覧したであろう夏季

研修会が終了した時期に，「全体の雰囲気，印象」「情

報へのアクセスのしやすさ」「記事の読みやすさ」「トッ

プページに配置して欲しいコンテンツ」「今後追加して

欲しいコンテンツ」について意見を求めた．その結果，

リニューアルしたホームページに問題等はないことが

確認できた．また，理事会の承認を得てプライバシー

ポリシーを掲載した．

ホームページへの掲載記事は，システム化した体制

により事務局を通じて毎月定期的に募集し，対応した．

また，研修会は担当委員会の協力を得て，案内のみな

らず実施結果を掲載することができた．一方，災害に

対するお見舞の記事などは，会長・副会長に判断を委

ねつつ，対応した．

リンク集に USA，England，Canada，Korea の 4 か

国，14URLの海外サイトを厳選して掲載した．リンク

集を充実させたことで，会員にとって国内のみならず

海外の保健師教育に関する有益な情報を得やすい環境

を整えることができた．

ホームページの更新や改修作業は，委託先とタイム

リーな意見交換により，適切かつ迅速に行った．一方，

英語サイトを開設したことにより，更新や改修時に日

本語サイトと齟齬が生じないように留意し，内容によっ

ては両サイトの更新や改修となった．

2．メールマガジン

メールマガジンへの掲載記事は，システム化した体

制により，事務局を通じて毎月定期的に募集し，原則

として毎月第三水曜日に配信した（2018年度は第 38

号～46号の 9回）．

一方，厚生労働省からの保健指導室だより，医政局

看護課や看護協会からの周知依頼は，原則として会員

校に個別一斉メール配信とした．会員は事務局に届い

た情報がタイムリーに受け取れる環境となった．委員

会等からの迅速な周知依頼もあり，個別一斉メールの

配信回数が複数回の月もあった．

3．関連学会誌へ広告の掲載

本協議会の普及のために，日本公衆衛生看護学会誌

に原稿を掲載する計画であったが，オンラインジャー
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ナルに切り替わったことから，今年度は見あわせるこ

ととした．今後は，学術集会の抄録集など，適切な広

告掲載が求められる．

III．おわりに

今年度はホームページのリニューアルにより利便性

が向上した．また，会員に必要な情報は，システム化

して定期的に集約し，メールマガジンの配信，ホーム

ページへの掲載等行った．これらの活動により，会員

の情報共有化を促進し，国内外に向けて組織活動を公

表することができた．

引き続き，ホームページの情報を常に最新の状態に

維持できるよう，本協議会の年間活動計画から更新計

画を立て，積極的に更新する体制整備を検討する必要

がある．また，一斉メールとメールマガジンの使い分

けや内容を充実させ，今年度同様にタイムリーな情報

共有を維持することが求められる．

担当：吾郷美奈恵（島根県立大学看護栄養学部看護学科）
畷　素代（白鳳短期大学専攻科地域看護学専攻）
吉川悦子（日本赤十字看護大学看護学部）
小田美紀子（島根県立大学看護栄養学部看護学科）
鈴木良美（東京医科大学医学部看護学科）
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委員会活動報告

編集委員会活動報告

編集委員会

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会誌（以下，機関誌とする）

「保健師教育」は，全国の保健師教育機関の交流や情報

交換を支援し，保健師教育に役立てる事を目的とし，

2017年 5月の第 1巻の発行以降，1年に 1巻ずつ発行

している．編集委員会は機関誌「保健師教育」の企画，編

集作業等，その発行と公開に関わる業務を行っている．

II．活動結果

編集委員会では，2018年度に以下の活動を行った．

なお，この活動結果は原稿を提出した 2019年 2月 10

日現在のものである．

1．第 3巻の発行に向けた企画立案・査読・編集作業

1）企画立案・原稿の依頼

2019年 5月末に発行予定の第 3巻の企画案を作成し

た．その企画案について，創刊号に記載されている編

集方針に基づいて検討し，第 2巻と雑誌の構成を大き

くは変更せず，協議会としての活動を積極的に発信す

る記事として，巻頭言，講演記事，事業報告，調査報

告，活動報告（委員会・ブロック），平成 30年度事業

報告とし，加えて，投稿論文（研究・活動報告）を募

集し，査読を行った上で掲載することとした．具体的

には，講演記事は第 7回秋季教員研修会の講演内容，

事業報告は公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュ

ラム推進委員会の研修報告，教育課程委員会の報告，

教育体制委員会の報告，調査報告は教育体制委員会の

報告，活動報告（委員会・ブロック）は全ての委員会，

ブロックの活動報告とし，秋季教員研修会の演者，理

事長を始めとする理事，それぞれの委員会，ブロック

の委員長に対して原稿の依頼を行った．

2）投稿論文の募集・査読プロセス

第 3巻の発行に向け，投稿論文（研究・活動報告）

を 2018年 9月 30日まで募集した．その結果，研究 2

件，活動報告 1件の計 3件の投稿があった．査読の結

果，研究 1件，活動報告 1件の計 2件を第 3巻に掲載

予定である．加えて，投稿論文の募集・査読プロセス

を進める中で，投稿規程に改正が必要な内容があるこ

とを委員会内で確認した．例えば，投稿論文では現場

の保健師が共著者になれないことである．現在，2020

年 5月末に発行予定の第 4巻に向けて，改善点をブラッ

シュアップし，改正案の検討を進めている．

2．J-STAGE への登載・医学中央雑誌への登録

機関誌「保健師教育」の多方面への普及と活用を進

めるため，科学技術振興機構が管理する総合学術電子

ジャーナルサイト「J-STAGE」に記事の登載を行うこ

とが昨年度までの理事会で決定しており，その手続き

及び，どの記事をどのように登載するかといった具体

的事項を検討した．その結果，巻頭言，講演記事，事

業報告，調査報告，活動報告（委員会・ブロック），投

稿論文（研究・活動報告）を J-STAGEに登載すること

となった．登載方法は，既に発行済みの第 1巻第 2巻

については，当面 BIB-J形式（書誌情報はインターネッ

ト上で確認できるが，論文の全文を読むためには PDF

をダウンロードする必要がある）で登載し，第 3巻に

ついては，FULL-J形式（論文の全文が PDFに加え，イ

ンターネット上でも読むことができる）での登載となっ

た．今年度，第 1巻第 2巻の J-STAGEへの登載が完了

した．加えて，J-STAGEに登載した内容を引用する形

で，医学中央雑誌でも検索できる様にする手続きを行っ

た．

III．今後に向けて

機関誌「保健師教育」が名実ともに本会の目的達成

の一端となる様，その編集・発行業務，投稿規程の改

正作業を進めていく予定である．今後も会員校の皆様

には記事の執筆や投稿論文の査読を依頼する予定であ

り，ご協力をお願いしたい．そして，論文の積極的な

投稿についても，併せてご協力をお願いしたい．
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謝 辞

ご多用の所，原稿をご執筆くださった会員校の皆様，

査読委員の皆様，様々な側面からご助言をくださった

岸恵美子会長，斉藤恵美子副会長，事務的にサポート

してくださった中西印刷株式会社の野津真澄様，東北

大学大学院の竹田香織助手に深謝申し上げます．

担当：大森純子（東北大学大学院）
松永篤志（東北大学大学院）
田口敦子（東北大学大学院）
南部泰士（日本赤十字秋田看護大学）
小澤涼子（天使大学大学院）
津野陽子（東北大学大学院）
今野浩之（山形県立保健医療大学）

（ 53 ）



委員会活動報告

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム推進委員会報告

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム推進委員会

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会は，2017年度に公衆衛生

看護学教育モデル・コア・カリキュラム（2017）を作

成した．その周知と活用を図ることを使命とし，2018

年度特別プロジェクト委員会として「公衆衛生看護学

教育モデル・コア・カリキュラム推進委員会」が設置

された．2018年 6月から 2018年までに 5回の委員会を

開催し，夏と秋の教員研修会でプログラムの一部を担

当した．

II．活動内容

1．公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

（2017）の構造と保健師教育への位置づけの確認

本モデル・コア・カリキュラム（2017）は，公衆衛

生看護学の理念と目的を踏まえ，対象の捉え方，対象

の健康課題に合わせた公衆衛生看護の技術と支援方法

を具体化し，基礎教育の立場から内容と学修目標を示

している．公衆衛生看護の技術・方法を確実に修得し，

演習や実習を通して統合されるように構造化されてい

ることを踏まえ，大項目・中項目は保健師教育課程の

科目として設定することが可能であることを確認した．

2．対象・健康課題・支援方法を加味した事例の作成

公衆衛生看護の対象である個人／家族，地区／小地

域，住民組織／地域組織，自治体等のすべての要素を

含む事例を作成することとし，標準的な自治体として

人口 10万人の A市を設定し，地域アセスメントに必

要な最低限の情報を構成した．事例は，学生が実習で

出会う頻度の高い認知症，乳幼児虐待，生活習慣病と

し，対象別の健康課題に対する支援方法を整理・提示

した本モデル・コア・カリキュラム（2017）の理解を

促進する教材とした．

3．カリキュラムマップおよび実習計画例の作成

カリキュラム構築については，本モデル・コア・カ

リキュラム（2017）の構造を基盤としたカリキュラム

マップ案を提示するとともに，　大項目【F】「臨地実

習」を基盤とする実習計画案を提示し，教育への活用

を図る一例を示した．

4．夏季研修会および秋季研修会でのプログラム担当

夏季研修会では，「保健師コアカリ 2017の活用－公

衆衛生看護の対象と支援方法を事例で学ぶ」と題し，

作成した事例をもとに，公衆衛生看護の対象を考え，

健康課題の抽出とその課題を解決する支援方法につい

てグループで議論した．

秋季研修会では，夏季研修会のグループワークの結

果を踏まえ，委員会で検討・整理した事例別の健康課

題と支援方法を説明し，公衆衛生看護学の教育実践に

活用できる教材として提示した．併せて，本モデル・

コア・カリキュラム（2017）の構造を基盤としたカリ

キュラムマップ案や実習プログラム案を提示し，教育

への活用を図る具体的な提案を行った．

III．おわりに

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム

（2017）の具体的な活用としては，例えば，現任保健師

や訪問看護師等の人材育成への参照，実習指導者研修

における教育内容の披露なども考えられる．また，地

域特性や健康課題の異なる事例の追加，事例を用いた

演習の実施・改善・授業研究が今後の課題である．

本モデル・コア・カリキュラム（2017）は，全ての

保健師教育機関で活用できることを目指したものであ

る．社会の多様な健康課題に対応できる保健師の育成

を目指し，全国で活用されることを期待する．

担当：野村美千江（愛媛県立医療技術大学）
澤井美奈子（湘南医療大学）
鈴木知代（聖隷クリストファ―大学）
和泉比佐子（神戸大学大学院）
古川照美（青森県立保健大学）
鳩野洋子（九州大学大学院）
宮﨑紀枝（長野県立大学）
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委員会活動報告

40 周年記念事業運営委員会活動報告

40 周年記念事業運営委員会

I．はじめに

本協議会は平成 32年に設立 40周年を迎えます．平

成 29年度の理事会において早くも 40周年記念式典に

ついて話し合われたとのことで，記念事業運営委員会

が立ち上がりました．委員を拝命したことは重責では

ありますが，この 10年間の記録や資料を紐解きなが

ら，平成は保健師教育と協議会にとって大変革の時代

だったと実感しています．

委員会では平成 30年度，31年度の 2年間をかけて

記念式典の企画・運営と記念誌の編集を担当します．

今年度は開催場所など大枠を決定しており，その内容

を紹介します．

II．活動内容

1．記念式典の計画・準備

平成 32年 6月 6日（土曜日），午前の定時総会に引

き続き，午後 14時から 40周年記念式典を開催する予

定です．場所は，日本教育会館の 3階にある一ツ橋ホー

ルを確保していただきました．関係団体にもご案内す

るとともに，記念講演を計画しています．記念式典に

引き続き，17時から徒歩で移動できる如水会館（ス

ターホール）で祝賀会を開催します．東京オリンピッ

クの直前ですので，会員の皆様の交通や宿泊の確保も

容易かと考えています．

2．記念誌の編集方針

40周年記念誌は 30周年記念誌をベースに「その後

10年間」の出来事を掲載し，保健師教育のアーカイブ

として活用できる内容にするつもりです．それほどに，

30周年記念誌の編集が素晴らしいことをいま再認識し

ています．協議会の法人化，2回に渡る事務局の移転，

委員会の再編と新設によって組織・運営体制は全く

違ったものに生まれ変わっています．それによって生

みだされた活動と成果物の量も質も増えています．関

東地区と近畿地区では会員校の増加が著しく，ブロッ

ク活動に不均衡が生じていることから，時間をかけて

話し合いを重ね，歴史あるブロック区分と名称も変更

に至りました．指定規則の改正により実習単位が増加

し多くの看護系大学が保健師選択制に移行しました．

日本看護協会が目指す「看護教育を 4年制教育に」を

実現する，保健師修士課程と大学専攻科も増えつつあ

ります．このような保健師教育の変化を見える形で掲

載したいと考えています．会員校からは特色のある保

健師教育，実習等の実践報告を募る予定です．

III．おわりに

平成 31年度の委員会活動は，40周年記念式典と記

念誌の編集に向けて関係機関と会員校に様々な依頼を

開始します．大きくは式典の運営担当と記念誌編集を

決めて進めていく計画です．

謝 辞
三役，北関東・甲信越ブロック理事，南関東ブロッ

クの理事の先生方には会場確保についてご尽力いただ

いたことを感謝いたします．

担当：城島哲子（奈良県立医科大学）
澤井美奈子（湘南医療大学）
神庭純子（西武文理大学）
岸恵美子（東邦大学）
齋藤泰子（秀明大学）
村嶋幸代（大分県立看護科学大学）
坂東春美（奈良県立医科大学）

表 1 40 周年記念式典・祝賀会スケジュール（計画）
平成 32年 6月 6日（土）

時　間 内　容 会　場

10：00～ 総会受付

日本教育会館 3階
一ツ橋ホール
（800名）

10：30～12：30 平成 32年度
定時総会

13：30～14：00 式典受付

14：00～16：00 記念式典・
記念講演

16：30～17：00 祝賀会受付 如水会館スター
ホール（400名）17：00～19：00 祝賀会
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委員会活動報告

保健師基礎教育検討委員会（特別プロジェクト）活動報告

保健師基礎教育検討委員会（特別プロジェクト）

I．はじめに

看護職員を取り巻く状況の変化及び現在の教育実態
を踏まえ，将来を担う看護職員を養成するための看護
基礎教育の内容と方法について，具体的な検討を行う
ことを目的に看護基礎教育検討委員会の第 1回目が
2018年 4月に実施された．その後，保健師を含め各職
種のワーキンググループの会議が順次開催され，保健
師助産師看護師学校養成所指定規則（以下，指定規則）
にかかる具体的な検討が開始された．保健師において
は，保健・医療・福祉・介護等の各分野及び関係機関，
住民等との連携及び協働を支え，持続可能でかつ地域
特性を活かした健康なまちづくり，災害対策等を推進
することができる能力が求められており（厚生労働省，
2018），保健師基礎教育において果たす役割は大きい．
全国保健師教育機関協議会は 2017年度に，厚生労働
省医政局看護課の看護職員確保対策特別事業「保健師
学校養成所における基礎教育に関する調査」（以下，保
健師基礎教育調査）を実施した（全国保健師教育機関
協議会，2018）．本委員会の目的は，保健師基礎教育調
査の結果やこれまでの委員会が実施した会員校の調査
結果等を踏まえて，質の高い保健師育成のために，保
健師基礎教育における教育内容・方法や教育体制のあ
るべき姿を検討し，今後の保健師教育改善に貢献する
ことである．

II．活動内容

保健師基礎教育調査結果，これまで実施した会員校
への調査結果，各委員会の成果報告書等から，卒業時
の到達目標・到達度，教育内容・方法，教育体制の現
状の分析を行い，保健師基礎教育の課題，教育内容・
方法の見直しの方向性を検討した．そのうえで，「将来
を担う保健師に求められる能力」および「強化が必要
な能力」を明らかにし，現在の保健師基礎教育で不足
している教育内容・方法を検討した．

1．保健師基礎教育調査結果から見えてきたこと

調査結果では，卒業時の到達目標の 5つの大項目に

おいて到達度に達した学生割合は，全体では 60～70%

と 8割が到達度に達しておらず，特に大項目 3，4，5

において教育課程で差が見られ，実践能力を強化する
教育改善が必要であることが示唆された．2011年の指
定規則の改正によって，国家資格取得に必要な単位の
合計は実習単位も含めて増加したが，調査結果から，
主体的な実習ではなく短期間の見学中心の実習である
ことが明らかとなった．また，個別の支援を積み重ね
ることにより，同様の健康課題を抱える複数の対象を
みて，地域の健康課題を抽出することが重要だが，個
から集団・組織・地域へと必ずしも連続性のある教育
が展開されていないことも課題として示された．
個の支援においては，指定規則では「継続した指導
を含む」と明記されているが，「家庭訪問／1例の見学
参加」が中心で，「家庭訪問（継続訪問）」の体験割合
が低く，ライフサイクル各期にある個人・家族，精神
障害・難病・感染症など様々な健康問題を抱えている
個人・家族に複数訪問する体験が乏しいことも課題と
考えられた．また個人・家族の支援から地域への支援
へと連動した活動を実践するには，学生が地区を長期
にわたって受け持ち，担当地区内での個人・家族への
支援とともに地域への支援を実践することで，地区活
動の展開方法を学習できると考えられた．学生が決め
られた小地域に一定の期間出向き，地域住民や地域の
関係者からの情報収集・分析，解決策の検討，住民へ
のフィードバックを含む地区活動を体験することが，
公衆衛生看護の特色である地域と協働して活動する実
践能力の獲得に必要であることが示唆された．
保健師に求められる実践能力は，いずれも地域包括
ケアシステムにおいて発揮されるものであり，差し迫
る今日的課題，将来的に起こりうる未知の脅威に立ち
向かうことができる保健師を育成するには，なお一層
これらの能力育成教育を充実させる必要がある．また
災害，虐待などの健康危機管理に対応するために，シス
テム構築を中心的に担える能力を備えた保健師の育成
が必要であり，多機関・多職種と連携して企画・実施・
評価できる実践能力を備えた保健師の育成は，これま
で以上に取り組むべき教育課題であると考えられた．
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2．将来を担う保健師に求められる能力の検討

保健師基礎教育調査結果，公衆衛生看護学教育モデ
ル・コア・カリキュラム，各委員会の成果報告書等を
参考に，将来を担う保健師に必要な能力，今後強化す
べき能力を検討した．保健師は，「対人支援」の技術を
基本とし，「地域共生，共助」の政策を推進し，地域づ
くりができることや，それを管理的な立場で政策提言
できる能力が必要であるとの意見が多く出された．対
人のコミュニケーション能力だけでなく，組織とのコ
ミュニケーション能力や組織間のコミュニケーション
能力，また，施策化や活動の成果を効果的に見せるた
めには，研究能力も必要であることが検討された．

3．保健師に必要な教育内容・方法の検討

保健師基礎教育における，教育内容の見直しの必要
性，方向性を検討し，保健師基礎教育に必要な単位数，
講義内容・方法，演習内容・方法，実習内容・方法を
検討した．具体的には，①指定規則変更案，②卒業時
到達目標・到達度改正案，③シミュレーション教育の
導入の可能性，④産業保健の講義・実習の必要性につ
いて議論し改正案を検討した．
まず講義においては，産業保健に関する教育内容と

して，労働衛生上の有害物や放射線管理なども含めた
内容を強化することで，現在の産業保健師に必要な組
織マネジメント力が養えるという意見が出された．ま
た母子保健においては，健診場面での異常や継続的な
支援の必要性などの判断・判定を保健師が十分に担え
るよう，技術が確実に習得できる演習を充実させる必
要があることが検討された．実習においては「保健所・
市町村を含む」ことは引き続き重視すべきであるが，
多様な場での実習として，学校保健実習と産業保健実
習，地域包括支援センターでの実習が必要であり，実
習単位を増やす必要があるという意見が多数であった．
また，家庭訪問については，保健師として支援を計画
し，実施したことを評価し，次の計画につなげるとい
う一連のプロセスを踏むことが重要であり，継続的な
家庭訪問の体験が必須であることが合意された．保健
師は，他の保健医療専門職と比べて実習単位が少ない
ため，実習の単位を増やすことに焦点を当てる一方で，
家庭訪問の回数など，実習で体験すべき内容を規定す
る必要性についても検討していくべきと議論された．
シミュレーション教育の導入について検討したが，

シミュレーション教育で可能なのは，実習で経験でき

ない技術の補完，実習に向けた準備のための技術の習
得であるため，実習で体験できるものは実習で行うべ
きであることが文献検討の結果からも示唆された．但
し，実習で等しく体験することが困難な災害支援等は，
演習でシミュレーション教育を取り入れることや，実
習後に演習をするなど，演習と実習を効果的に組み合
わせることにより，一定の学習成果につながる可能性
があることが合意された．

III．おわりに

2019年 5月に文部科学省において「大学における看
護系人材養成の在り方に関する検討会（2019）」の第 1

回が開催された．この検討会は，看護基礎教育検討会
での検討と並行して実施されるものであり，指定規則
で規定されている看護基礎教育に関する教育内容の見
直しと，それを大学等に適用する際の課題等について
検討する場である．本委員会は，今後も文部科学省及
び厚生労働省の検討会や厚生労働省保健師ワーキング
の進捗に合わせて委員会を開催し，日本保健師連絡協
議会でも合意形成を諮りながら，質の高い保健師育成
のための基礎教育の検討を継続していく予定である．

文 献

厚生労働省（2018）：看護基礎教育検討会　開催要綱，第 1回
看護基礎教育検討会　資料 1，URL; https://www.mhlw.go.jp/

content/10801000/000476204.pdf（検索日：2019年 2月 14日）
全国保健師教育機関協議会（2018）：平成 29年度厚生労働省
医政局看護課看護職員確保対策特別事業，保健師学校養成
所における基礎教育に関する調査報告書，URL; http://

www.zenhokyo.jp/work/doc/h30-kisokyouiku-chousa.pdf（検索
日：2019年 2月 14日）

担当：岸恵美子（東邦大学看護学部）
五十嵐千代（東京工科大学）
和泉京子（武庫川女子大学大学院）
大木幸子（杏林大学保健学部看護学科）
大森純子（東北大学大学院）
斉藤恵美子（首都大学東京）
鈴木良美（東京医科大学）
中板育美（武蔵野大学）
野村美千江（愛媛県立医療技術大学）
鳩野洋子（九州大学大学院）
佐伯和子（元北海道大学大学院）
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ブロック活動報告

北海道，東北ブロック活動報告

I．はじめに

本ブロックでは 2017（平成 29）年度から理事 1名体

制となり，北海道および東北の地区活動を推進するた

め，各地区 2名の委員と理事，会計担当委員の 5人の

委員で主に活動を行っている．2018（平成 30）年度

は，ブロック会議・研修会の他，各地区の活動と東北

地区では福島県郡山市で実施された秋季教員研修会の

運営を担当した．以下，具体的活動について報告する．

II．活動内容

活動方針として「社会情勢や保健師教育の動向を踏

まえ，現状や課題を共有し，保健師教育の質の向上を

目指すための研修及び情報交換を行う．理事およびブ

ロック委員を中心として，全国とブロック，各校間で

の情報の共有，活動の協力に努める．」を掲げ，地区活

動およびブロック活動を実施した．

1．北海道地区の活動

北海道地区は，年に 3回の地区会議を開催し，保健

師教育に関する課題の共有，研修そして加入校同士の

情報交換に努めている．第 1回地区会議は，2018（平

成 30）年 7月 1日（日）に天使大学で開催した．理事

会報告，公衆衛生看護学実習「必須体験項目の実施状

況」のとりまとめ結果報告，保健師教育に関する文献

クリティークを行った．第 2回地区会議は，2018（平

成 30）年 12月 15日（土）に札幌医科大学で開催し，

理事会報告と全国保健師教育機関協議会レベル I研修

の参加報告を行った．また同日に，北海道保健師関係

団体連絡会研修会（全国保健師教育機関協議会の北海

道地区は今年度の当番団体）のシンポジウムを開催し

た．このシンポジウムは「平成の保健師魂を語り継ぐ」

というテーマで，経験 30年のベテラン保健師に自身の

保健師経験を語っていただき，大変好評であった．第

3回地区会議は，2019（平成 31）年 2月 18日（月）に

北海道大学で開催した．次年度活動計画，北海道庁か

らの情報提供，第 105回保健師国家試験問題の検討を

行った．北海道地区は加入校の協力体制があり，毎回

熱心な話し合いがなされている．次年度もこれまで同

様の地区活動を継続する予定である．

2．東北地区の活動

東北地区は年 2回の会議および研修会を開催してお

り，2018年度はそれに加え秋季教員研修会のための会

議を実施した．秋季教員研修会の準備にあたっては，

宮城大学が中心となり，前年度の 2月の会議に業務分

担を決め実行委員を組織した．2018（平成 30）年 8月

22日（水）に第 1回会議を山形市保健センター大会議

室で開催し，秋季教員研修会の役割等の確認をした．

2018（平成 30）年 10月 23日（火）に開催された秋季

教員研修会では運営を務め，当日は非会員校も含め 144

名の参加者があった．第 2回は 2018（平成 30）年 12

月 9日（日）に，いわて県民情報交流センターで開催

し，17校 29名が出席し，保健師国家試験対策，保健

師モデル・コア・カリキュラムの取り組みの現状，指

定規則改正に向けての準備状況，指定規則の読み替え

の状況などについて情報交換した．第 3回は 2019（平

成 31）年 2月 17日（日）に，いわて県民情報交流セ

ンターで開催し，研修会として，東北大学大学院の田

口敦子准教授より話題提供をしていただき，大学院教

育におけるカリキュラム，修士課程と保健師教育の関

係や実習内容について理解を深める機会とした．また

午後は第 105回保健師国家試験出題問題の内容につい

て，グループワークによる検討を行った．東北地区は

近年，会員校が増加している．次年度も各校の保健師

教育に資する地区活動を継続する予定である．

3．ブロック会議および研修会

2018年度のブロック会議および研修会開催当番校を

山形県立保健医療大学が務め，2018（平成 30）年 8月

22日（水）山形市保健センター大会議室で開催し，22

校 40名が出席した．協議（情報交換）として，公衆衛

生看護学実習に関する理解を得るための実習地域への

関わりについて，現状の実習期間，単位と，実習調整

に関すること，打ち合わせ会や実習指導者会議につい

ての状況，人材育成に関することなどが具体的に話し
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合われた．研修会は山形市保健医療監の加藤丈夫先生

より「データヘルスを生かした地域診断」と題してご

講演いただいた．情報交換会では，15校 29名の出席

者があり，教育等に関する意見交換の機会となった．

4．北海道胆振東部地震での対応

2018（平成 30）年 9月 6日に発生した北海道胆振東

部地震について，一般社団法人全国保健師教育機関協

議会災害発生時の支援指針に基づき，支援体制検討会

議から，被災地域のブロック会員校情報収集のお願い

が 9月 11日にあり，北海道地区委員を通じて校舎・設

備の被災状況，学生・教員の安否状況，教育活動（実

習・授業等）への影響について，北海道地区 11校のう

ち 10校から情報を得，9月 18日に事務局に報告した．

停電等があり，講義，演習，実習の中止，延期などが

生じたところもあったが，大きな被害の報告はなかっ

た．

III．おわりに

北海道，東北ブロックでは前年度より理事 1名体制

となり，前任者の理事のもとで理事の推薦，ブロック

会議等開催当番校および地区活動担当校についてと，

それぞれの役割について道筋がつけられ，今年度はそ

れに沿った形での体制で進めることができた．ブロッ

クとしては，各会員校の移動距離を鑑みると非常に広

範囲であるため，各地区の委員と協力しながら，活動

方針に沿い，今後も活発な活動を期待したい．

担当：古川照美（青森県立保健大学）
菅原京子（山形県立保健医療大学）
武澤千尋（日本赤十字北海道看護大学）
南部泰士（日本赤十字秋田看護大学）
藤井智子（旭川医科大学）
千葉敦子（青森県立保健大学）
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ブロック活動報告

南関東，北関東，甲信越ブロック活動報告

I．はじめに

関東，甲信越ブロックは 2017（平成 29）年度より，

南関東ブロック（東京，千葉，神奈川）と北関東，甲

信越ブロック（埼玉，栃木，群馬，茨城，山梨，長野，

新潟）の 2ブロックとなった．2018年 12月現在の会

員校は，南関東ブロック 37校，北関東，甲信越ブロッ

ク 24校である．ブロック会議や研究会は 2ブロック合

同で開催し協働して運営することによって，これまで

の関東，甲信越ブロックの活動の継続性や会員校相互

の情報共有や活動の充実を図ることとしている．今年

度のブロック活動の目標は，昨年に引き続き，会員各

校，ブロック内で現状や課題を共有し，保健師教育の

質の向上を目指した活動を行うことであった．以下に

今年度の活動の概要について報告する．

II．活動内容

1．ブロック活動

年 2回のブロック会議及び研究会を開催し，第 1回

は南関東ブロックが主催し，第 2回は北関東，甲信越

ブロックが主催することで協働運営の体制を整えてい

る．今年度は特にブロックの担当校輪番制の整理と共

有を行うことで継続的な活動推進のための基盤整備を

行った．

第 1回ブロック会議及び研究会は，平成 30年 9月

19日（水）日本教育会館で開催した．34校，53人の

参加者であった．ブロック会議においては，理事会報

告として全国の動向を情報共有するとともにブロック

年度計画及び今後の体制について検討し，ブロック活

動の担当役割を確認した．研究会においては，「保健師

就職者を増やすために」をテーマに，小板橋恵美子氏

（淑徳大学准教授），関美雪氏（埼玉県立大学准教授），

東明利和氏（東京アカデミー）から話題提供をしてい

ただいた．グループワークにおける情報交換では，保

健師就職者を増やすための試みについて各校の実情を

ふまえた活発な意見交換がなされた．

第 2回は，平成 31年 1月 17日（木）に日本教育会

館で開催した．36校，52人の参加者であった．ブロッ

ク会議においては次年度計画案についての検討を行っ

た．研究会においては，「これからの保健師国家試験対

策―保健師教育に活かす作問プロセスの実践―」をテー

マに，坪川トモ子氏（新潟青陵大学教授）から国家試

験問題出題基準の意図や最近の出題傾向等についての

紹介及び問題作成に関する講演をいただいた．さらに

グループワークにおいては，ファシリテータ―として

全保教国家試験委員の播本雅津子氏（名寄市立大学教

授），齋藤公彦氏（福山平成大学准教授）に参加いただ

き，「保健師国家試験問題作成ガイド（実践編）～保健

師国家試験出題基準平成 30 年版に準拠して（平成 30

年 3 月）」に基づく作問プロセスを経験した．参加者は

それぞれに今後の教育活動へ活かす学びを得ることが

できた．

2．総会の運営

総会は毎年 6月の第 1土曜日に関東，甲信越ブロッ

クの担当事業として東京で開催されている．庶務担当

理事を中心に事務局，理事会の下，当日運営については

関東，甲信越ブロック理事が協力して計画し，関東，甲

信越ブロック会員校の協力によって運営を行っている．

今年度は昨年度に引き続き運営に関わる協力校の輪

番制を整え，安定的な運営ができるよう体制整備を行

い，滞りなく運営協力にあたることができた．

III．おわりに

今年度は，新たなブロック体制の 2年目となり，全

国とブロック，各校間での情報の共有や協働を意識し

た活動を展開することができた．今後も 2ブロック合

同で会議や研究会を企画しブロック活動を活性化する

とともに，さらにブロック内の交流促進や情報交換の

機会の充実を図るなど，ブロック活動の継続，強化を

図る努力をしていきたい．

担当：神庭純子（西武文理大学）
鈴木美和（淑徳大学）
関　美雪（埼玉県立大学）
善福正夫（帝京平成大学）
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ブロック活動報告

東海，近畿北ブロック，北陸，近畿南ブロック
合同ブロック活動報告

―第 1報―

I．はじめに

全国保健師教育機関協議会におけるブロック活動

は，平成 29年度より「東海，北陸，近畿ブロック」を

「東海，近畿北ブロック」「北陸，近畿南ブロック」に

再編し，活動を開始した．平成 30年 12月現在，東海，

近畿北ブロックは会員校 36校，賛助会員 1名，北陸，

近畿南ブロックは会員校 36校である．東海，近畿北ブ

ロック，北陸，近畿南ブロックでは，平成 29年度から

2ブロックでの交流および情報交換を目的とした合同

ブロック研修会を開催している．本稿では，北陸，近

畿南ブロックが運営を担当した平成 30年度第 1回合

同ブロック研修会について報告する．

II．活動内容

平成 30年 10月 14日（日）CIVI研修センター新大阪

東において，平成 30年度第 1回合同ブロック研修会を

開催した．開催案内は 2ブロック会員校計 72校，賛助

会員 1名に送付し，参加は 36校，50名であった．

1．第 1回合同ブロック研修会のテーマ

第 1回合同ブロック研修会では，平成 29年度に公衆

衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム（全国保

健師教育機関協議会，2017）が作成されたことを受け，

公衆衛生看護学教育モデル・コア・カリキュラム（以

下，公衆衛生看護コアカリと記す）を理解することを

テーマとした．

2．ブロック会員校および賛助会員を対象とした公衆

衛生看護コアカリに関するアンケート調査の実施

研修会前にブロック会員校および賛助会員に対して

アンケート調査を実施した（配布数 73，回答数 54，回

収率 73.9%）．回答が得られた会員校の種別は，大学院

5校，4年制大学 43校，1年課程（短大専攻科・養成

校）3校，4年制専修学校 1校，不明（未記入）2校で

あった．調査内容は，公衆衛生看護コアカリに基づい

たカリキュラム検討の有無，カリキュラム検討を行っ

ている会員校にはカリキュラムの検討方法，検討にお

ける工夫および課題について回答を求めた．他方，検

討を行っていない会員校にはカリキュラム検討に向け

ての課題について回答を求めた．

調査結果としては，公衆衛生看護コアカリに基づい

たカリキュラム検討を行っている会員校は 19校（回答

が得られた会員校の 35.2%），検討を行っていない会員

校は 34校（回答が得られた会員校の 63.0%），不明（未

記入）1校であった．カリキュラムの検討方法につい

ては，「看護学教育モデル・コア・カリキュラム（以

下，看護コアカリと記す）と一緒に検討している」と

回答した会員校が 10校，「保健師教育領域のみで検討

している」と回答した会員校が 8校，不明（未記入）

が 1校であった．カリキュラム検討の工夫については，

「看護コアカリと公衆衛生看護学科目を突き合わせて，

連動や整合性について検討している」と回答した会員

校が 3校あった．カリキュラム検討の課題については，

「学内（学部や学科）の共通理解が困難」と回答した会

員校が 3校あった．他方，カリキュラム検討を行って

いない会員校については今後検討していく予定と回答

した会員校が多かった．カリキュラム検討に向けての

課題としては，「看護コアカリと公衆衛生看護コアカリ

との関係性を整理するのが難しい」，「看護教育の中で

地域看護学をどこまで教授すべきで公衆衛生看護学教

育ではどのように発展させるのかが難しい」との回答

があった．

3．合同ブロック研修会における情報提供および意見

交換

研修会では，公衆衛生看護学教育モデル・コア・カ

リキュラム推進委員会委員（聖隷クリストファー大学）

の鈴木知代氏より，公衆衛生看護コアカリの概要につ

いて情報提供をいただいた．その後，10グループに分
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かれて各校のカリキュラム検討への取り組み状況，公

衆衛生看護コアカリの疑問点について意見交換を行っ

た．取り組み状況については，「公衆衛生コアカリの全

てを取り入れることは難しい．特に学部教育で深く学

ぶことが困難」，「看護学と重複する部分も多いため棲

み分けを考えている」等の意見があった．看護学教育

との違いに関する意見としては，「公衆衛生看護学では

事業化，施策化に力を入れて教育しており現場の保健

師からの評価も高い」という意見があった．また，「現

場の保健師の協力を得ながらカリキュラムの検討や学

生への教育をしていきたい」，「実習施設への公衆衛生

看護コアカリの提示も必要ではないか」等，公衆衛生

看護コアカリを現場の保健師と共有する必要性につい

ても意見があった．最後に鈴木氏から，「公衆衛生看護

コアカリの全てでなくても部分的に取り入れてみるこ

とで教育内容の検討や教育の質向上につながる．公衆

衛生看護コアカリは各校が取り入れてみて意見交換を

行っていく中で今後ブラッシュアップしていくもので

ある」との講評があった．

III．おわりに

今回，平成 29年度に公衆衛生看護コアカリが作成さ

れたことを受け，公衆衛生看護コアカリを理解するこ

とをテーマとして合同ブロック研修会を実施した．事

前のアンケート調査では，公衆衛生看護コアカリに基

づいたカリキュラム検討を行っていない会員校が多い

ことが明らかとなった．研修会において公衆衛生看護

コアカリを部分的に取り入れていくことも可能である

との情報提供を受け，各校が可能な範囲でカリキュラ

ム検討を進めていくきっかけとなったものと考える．

今後のブロック活動としては，各校が公衆衛生看護コ

アカリを取り入れてみて，意見交換を行い，公衆衛生

看護コアカリのブラッシュアップにつなげていくこと

が望まれる．

文 献

全国保健師教育機関協議会（2017）：公衆衛生看護学教育モデ
ル・コア・カリキュラム．

担当：畷　素代（白鳳短期大学）
松本泉美（畿央大学）
前田則子（関西看護医療大学）
深江久代（静岡県立大学）
蒔田寛子（豊橋創造大学）
大野あかね（名古屋医専）
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ブロック活動報告

東海，近畿北ブロック，北陸，近畿南ブロック
合同ブロック活動報告

―第 2報―

I．はじめに

内閣府の災害情報によると平成 30年度の自然災害

は風水害が西日本豪雨を代表として 5件，地震が北海

道胆振東部地震，大阪北部を震源とした地震など 5件，

その他火山，雪害等 3件と多発している．以前は東海

地震のみが注目されていたが，災害は全国的に発生し，

保健師教育機関の講義や実習等への影響は避けられ

ず，どの教育機関にとっても対策が求められている．

東海，近畿北ブロック，北陸，近畿南ブロックでは，

平成 30年度の活動方針として「災害時の教育支援体制

の整備等，ブロック会員校間の連携強化を図る．」をあ

げ，自然災害時における教育体制の整備についての研

修会を実施した．

II．活動結果

1．研修会の実施

研修会は平成 30年 12月 23日（日）ウインクあいち

において，平成 30年度第 2回合同ブロック研修会とし

て開催した．熊本保健科学大学の中村京子氏を講師と

し，「熊本地震からの教訓―大学での教育保証と備えの

大切さ―」というテーマの講義をふまえて，各校の災

害対策に関する現状・課題の共有や，全保教への協力

依頼の要望等についてのグループワークを実施した．

参加は 29校，36名であった．中村先生の講義の主な

内容は，被災した環境下で講義・演習・実習等の教育

を保証していく大変さと，災害時に学生・教職員・地

域の人々のいのちを守るための教育と体制整備の必要

性に関するものであった．震災後の災害に備えての取

組みとして，全学生 1,600人同時の避難誘導訓練とし

て水・電気を止めての宿泊訓練や，災害時に地域で活

躍できる減災型リーダーの養成として 200人の防災士

を育成してきていることなどが報告された．

グループワークでは，参考になる各校での災害の備

えとしては，「災害時連絡ツールとして LINEが一番つ

ながることから，大学全体のシステムとして確立させ

た．」「災害時の組織的な連絡体系を確立している．分

野ごとの動きまで災害対応を想定しており，各教室に

災害時のタイムラインを設置している．災害マニュア

ル（名刺サイズ）を配布している．3日分の備蓄をし

ている．」「地震が起きたときの実習はどうするか，事

前に施設と調整しておくことが必要，日頃の顔の見え

る関係が，受け入れ体制に影響する．」などが出され

た．また，教育の質保証として出された案では「授業

を映像で保存し，後日 eラーニングで単位認定する．

他大学への教員の調整，学生の移動などが必要ないの

で実現可能性が高い．大学のサーバーが復旧したらデー

タを upし web上で閲覧できるようにする．」「避難所

での活動を実習として読み替える：保健師について，

地区診断，健康教育，健康相談を実施．学生による避

難所支援を学生の住所地ごとにマッピングし，物理的

に近いところで支援活動を実施」などが出されたグルー

プがあった．全保教への依頼としては「実際にコーディ

ネートしてくれる担当者と，講義及び実習指導をお願

いしたい．」「実習施設の届出は，実習後でも認めても

らえるよう全保教から要望書を出してほしい．」「ブロッ

クごとに連絡先を明確化し，メーリングリストを作成

する．但し，窓口が事務よりも教員の窓口がよい．」「全

保教での支援がシステム化しているのであれば，各校

として受援体制についてそれを生かしていく方向で体

制整備が求められる．」「教授できる分野，科目などマッ

チングサイトを全保教で設立してはどうか．その際の

コーディネート役を全保教で担っていただきたい．」な

どが出された．また，災害時に被災状況の確認の連絡

がいろいろなところから来るが，被災している場合は，

全部に答えていくのが難しいため，一つに絞って行っ

てほしいなどの意見が出された．

2．研修終了後のアンケート結果

アンケート回答者は 32名（回収率 88.9%）であっ
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た．参加のきっかけは，全保教の最新情報を得るため

が 18 人（ 50%），テーマに関心があったが 14 人

（38.9%），同僚の勧めが 7人（19.4%）であった．講義

及びグループワークの満足度については，全員が「大

変満足」「満足」と回答していた．自由記載では「具体

的な内容で，直ちに対応・検討しないといけないと思っ

た．」「避難して終わりでなく，その先のことを考えな

いといけないと思った．」「実習中の被災は考えてなかっ

たので，対策を考える必要性に気付いた．」などがあっ

た．

III．お わ り

災害時の教育支援体制は学生への教育の質保証のた

め，重要な課題であるが，災害の規模によりブロック

会員校として協力可能な内容はまちまちとなる．その

ため，マニュアルに何をどこまで上げるとよいかまだ

まだ検討が必要である．

教育の質保障のために，東海，近畿北ブロック，北

陸，近畿南ブロックは，31年度の活動方針として引き

続き「災害時の教育支援体制の整備等，ブロック会員

校間の連携強化を図る」をあげ，会員校間で検討を継

続して行っていく予定である．

担当：深江久代（静岡県立大学）
蒔田寛子（豊橋創造大学）
大野あかね（名古屋医専）
畷　素代（白鳳短期大学）
松本泉美（幾央大学）
前田則子（関西看護医療大学）
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ブロック活動報告

中国，四国ブロック活動報告

I．はじめに

中国，四国ブロックは，1校が退会したことで，中

国地区 12校，四国地区 11校の計 23校で活動をするこ

とになりました．今年度よりブロック新体制となり，

理事 1名，ブロック委員 4名，会計担当 1名の計 6名

を中心とし，昨年度の理事からアドバイスを受けなが

ら活動を開始いたしました．現在は周知や検討が不十

分な状況ではありますが，今後検証しながら実態に即

した運営をしていくことになりました．

II．活動結果

1．定例会議・ブロック委員会・臨時会議の開催

平成 30年 9月 22日（日）に岡山市において定例会

議を開催し，22校 43名の参加がありました．議題は

平成 30年度全国保健師教育機関協議会の活動報告，平

成 29年度中国，四国ブロック活動報告及び会計報告，

平成 30年度中国，四国ブロック活動計画として会議を

行いました．平成 31年度のブロック理事・委員につい

て，ブロック理事及び委員は従来の計画どおり任期は

2年とし，全委員が同時に交代することとなりました．

平成 31年度理事は徳島文理大学，ブロック委員は中国

ブロックを島根県立大学・岡山大学，四国ブロックを

香川大学・高知県立大学が担当となることになりまし

た．

平成 31年度の中国，四国ブロック定例会議・研修会

は，2019年 9月 28日（土）にピュアリティまきび（岡

山市）で開催予定となりました．

2．研究会

研究会では前全国保健師教育機関協議会会長　佐伯

和子先生より「保健師コアカリと指定規則変更につい

て」，ご講演を頂きました．また，中国，四国ブロック

の会員校である岡山県立大学　二宮一枝先生より「大

学院での上乗せ教育の実践」で，話題提供を頂きまし

た．参加者は 31名（会員校 16校）でした．昼食を交

えた情報交換会を開催し，会議の席上ではできない楽

しい歓談ができました．

3．中国地区活動・四国地区活動としての研究会の開催

中国地区においては，平成 30年 12月 22日（土）に

岡山市にて第 2回研究会を行いました．9校 16名が参

加し，島根大学　小笹美子先生より現在行われている

講義などの工夫について情報提供いただき，情報交換

会を開催しました．日ごろの教育活動の中で，主とし

て講義や演習の工夫と昨今の学生の様子について情報

交換したところ，特に実習終了までは保健師の仕事が

イメージしにくいため就職につながりにくいという共

通の悩みがありました．

四国地区においては，平成 31年 2月 8日（金）に四

国公衆衛生学会開催場所の高松市にて，香川大学　森

永裕美子先生より，「災害時保健活動～7月豪雨水害の

実態から～」で状況提供いただき，健康危機管理に関

する保健師教育について情報交換を行う予定です．

III．ま と め

本年度より新体制となり，ブロックの定例会議およ

び研修会をブロック委員が運営することになり，初回

の開催・運営にあたり手探りの状態で行うことが多く

生じましたが，例年よりも多くの会員校にご参加頂き

ました．研修会後に行った「モデルコアカリの活用」

についてのグループワークでは，各地域による教育の

現状や課題についても話し合われ，活発な意見交換と

なったことより，大変為になったとの意見も聞かれま

した．引き続き，午後からの定例会も多くの会員校よ

りご参加頂き，今後の会の発展へ向け，会員校の意識

向上へとつながったと考えます．

本年度も昨年度同様，中国地区と四国地区それぞれ

の活動を実施することとなりました．中国ブロックで

行われた研究会では，地域特有である教育課題の共有

化や課題解決についての意見交換が活発に行われまし

た．地区ごとに行う第 2回研究会は，互いの顔がわか

り会員間の交流がさらに深まり，地域性に根差した保

健師教育の検討をしていくという意識が高まる兆しが

見えたと考えます．今後行われる四国ブロックでの研

究会においても，活発な活動が期待されると考えます．
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担当：齋藤公彦（福山平成大学）
小笹美子（島根大学）
立川美香（宇部フロンティア大学）

岩本里織（徳島大学）
田中美延里（愛媛県立医療技術大学）
笹木佳子（福山平成大学）
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ブロック活動報告

九州ブロック活動報告

I．はじめに

九州ブロックは，平成 30年度現在，24校（養成所

1校，大学 23校）が加盟しており，そもそもの母体は

昭和 30年発足の中国・四国・九州地区保健婦教育研究

会である（全国保健婦・士教育機関協議会，2001）．昭

和 63年に全保教の九州ブロックとして再編成した当初

は，11校（養成所 10校，短期大学 1校）であったが，

平成 14年には一時 6校まで減少，その後，順次増加し

続け，今に至っている．

ブロック活動の中心は定例会議と研修会であり，各

加盟校から出された教育課題の検討や情報交換を行

い，教員の資質向上のために幅広く活動している．年

2回の開催のたびに，白熱した議論や懇親の機会を通

して教員間の親交を深め，新たな教育研究活動の芽を

育てている．本年度の活動概要を報告し，これまでの

ブロック活動の意義を考察する．

II．活動内容

1．平成 30 年度活動概要

1）幹事校会議（会場：福岡県吉塚合同庁舎）

・日時）平成 30年 8月 23日（木）10：00～12：00

・参加者）3校 10名

・議題）①九州ブロック予算及び活動計画　②第 1

回定例会・研修会の進行　③第 2回研修会企画

2）第 1 回定例会及び研修会（会場：福岡県吉塚合同

庁舎）

・日時）平成 30年 8月 23日（木）13：00～17：00

平成 30年 8月 24日（金）9：00～12：00

・参加者）19校 31名

・内容）①社員総会及び理事会報告　②九州ブロッ

クの活動　③照会事項

④講演 I「地域包括ケアからケアする社会へ～幸手

モデルと地域共生社会へ～」

講師；北葛北部医師会　在宅医療・地域包括ケア担

当理事

在宅医療連携拠点菜のはな　室長　中野智紀

座長；福岡県立大学　教授　尾形由起子

⑤講演 II「田川市における地域包括ケアシステム構

築の取り組み」

講師；田川市市民生活部高齢障害課　課長補佐　山

口のり子

座長；福岡県立大学　教授　尾形由起子

⑥懇親会

3）第 2回定例会及び研修会（会場：福岡県立大学）

・日時）平成 31年 3月 2日（土）13：30～15：40

・内容）①議事録案及び級数ブロック運営マニュア

ル案の承認

②講演；「健康格差のないまちの創り方－GISによる

地域診断－」

講師；京都産業大学現代社会学部健康スポーツ社会

学科 教授

島根大学地域包括ケア教育研究センター 客員教授　

濱野強

・参加者）加盟校：11校 21名　県・市町村等の保

健師 13名

2．活動結果概要

1）幹事校会議

本年度の活動，定例会の進行の確認後，ブロック理

事からの報告を受け，保健師の現状とブロック活動の

方向性について議論した．保健師の専門性としての地

域診断の重要性，僻地の新人保健師確保が困難となっ

ており自治体と教育機関との連携が必要であることに

ついて意見交換を行った．その結果，本年度の第 2回

研修会は地図情報を活用した地域診断をテーマとし，

現場保健師（実習指導者）にもご案内をした研修会の

開催を計画している．

2）第 1回定例会及び研修会

理事会報告の後，中堅期及び管理期の教員研修の必

要性について意見交換を行った．客観的に自分自身を

見直せる場が必要であること，現任教育とのつながり

やラダーの必要性について意見が出された．第 2回研

修会の企画に関しては，地域診断技術の重要性や研修

に関する情報交換を行った．照会事項では，保健師の

大学院教育における修士論文の評価について情報交換
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を行った．

研修会では，幸手市及び田川市の地域包括ケアシス

テム構築の取り組みを学習した．生活モデルの理念に

基づく幸手市の活動展開と専門職との連携と住民との

協働を組み合わせた田川市の保健師活動の事例から，

地域包括ケアシステム推進に貢献できる保健師と大学

の在り方等について意見交換を行った．

第 1日目のプログラム終了後，懇親会では，幹事校

の学長出席のもと各校の紹介，意見交換を行い，和や

かな雰囲気で教員同士の親睦を深めた．

3）第 2回定例会及び研修会

定例会では，第 1回議事録案及び九州ブロック運営

マニュアル改正案の承認を得た．

研修会は，県及び市町村等の保健師も参加し，GIS

を活用した地域診断の実際を学び，保健師活動におけ

る意義と可能性について学習した．

III．考 察

九州ブロック活動では，より良い保健師教育の探求

を目指し続けている．平成 18年度の保健師教育検討委

員会活動では，大学，養成所，短期大学専攻科の各々

の教育の現状を率直に見つめ直し，1年間の養成課程

と 4年間の統合カリキュラムの真の姿に向き合った（全

国保健師教育機関協議会九州ブロック，2005）．年間通

した議論は教員の問題意識を深め，統合カリキュラム

廃止の流れにつながったと考える．本年度は，先進的

な活動事例から学び，喫緊の課題である地域包括ケア

システムの推進において保健師が力を発揮することの

重要性と保健師養成の在り方を考えた．次は新しい地

域診断の研修を計画しており，今後教育に取り入れら

れることを期待している．

協議会での活動は，保健師のあるべき姿を遠慮なく

語り合える場である．各所属大学では少数派の保健師

教育に関する教育改善の取り組みを後押しし，多くの

教員をエンパワメントする場ともなっている．研修後

の懇親会にも多くの教職員の参加を得て，九州ブロッ

クの協議会は，加盟校の教員同士の親交を深めること

はもちろんのこと，幹事校にとっても会の運営などを

通して学内の他領域，多職種の保健師教育に対する理

解を促す機会にもなっている．

以上のことからブロック活動は，定例会議と研修会

を核とした保健師教育に関する貴重なコミュニティ活

動の場であると考える．各保健師教育機関がさらに社

会に貢献できるように，また限られた協議会での活動

機会をさらに効果的に活用できるように，展開するこ

とが望まれる．

IV．おわりに

ブロックの自主的な活動は，協議会全体の活動と連

動することで大きな力となる．加盟校の主体性を高め，

全体の活動と連携することが重要と考える．

文 献

全国保健婦・士教育機関協議会（2001）：全国保健婦・士教育
機関協議会 20年のあゆみ
全国保健師教育機関協議会九州ブロック（2005）：平成 18年
度保健師教育検討委員会報告書保健師教育の現状と課題

担当：松尾和枝（福岡女学院看護大学）
山下清香（福岡県立大学）
尾形由起子（福岡県立大学）
田場真由美（名桜大学）

ブロック活動報告
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3）第3回　2018年 8月 18日（土），新丸ビル別館に

て開催

・ 活動報告：次年度行事，各委員会・ブロック活動の

進捗状況，庶務関連

・ 審議事項：中期計画，保健師教育課程の質を保証す

る評価基準の修正案，電子ジャーナル企画案，査読

委員の推薦・選出・委嘱，会計関連，庶務関連，入

退会，災害発生時の支援指針の改訂，研修実施案，

看護基礎教育検討会保健師ワーキンググループにお

ける検討事項

4）第4回　2018年 11月 18日（日），東邦大学看護

学部にて開催

・ 報告事項：看護基礎教育検討委員会，各委員会・ブ

ロック活動の進捗状況，災害への対応，会計関連，

庶務関連

・ 審議事項：中期計画の評価，次年度アクションプラ

ン，推薦委員会の設置，次年度総会および講演会

案，次年度研修，来年度以降の委員会，親子保健活

動における公衆衛生看護技術の体系に関するパブ

リックコメントの募集，編集委員会関連，HPのプ

ライバシーポリシー，保健師国家試験内容調査及び

環境調査，その他

5）第5回　2019年 3月 16日（土），東邦大学看護学

部にて開催

・ 活動報告：看護基礎教育検討会，各委員会・ブロッ

ク活動の進捗状況，庶務関連，日本保健師連絡協議

会活動報告会，保健師の活動基盤に関わる調査検討

委員会

・ 審議事項：次年度活動計画書・予算書，次年度法人

事業計画・収支予算書，次年度新役員候補者，要望

書，総会，研修，投稿規定の改訂，庶務・会計関

連，その他，今後の予定

3．三役会報告

1）第1回　2018年 4月 28日（土），東邦大学看護学

部にて開催

・ 報告事項：厚生労働省委託調査，自民党への要望書

提出，HPへの掲載，看護基礎教育検討会

・ 審議事項：平成29年度予算対比正味財産増減計画

書（案），平成30年度収支予算書，総会，研修，新

ブロック理事の委員会配置，活動マニュアル，庶務

関連，次回理事会議題

2）第2回　2018年 6月 30日（土），東邦大学看護学

部にて開催

30年度事業報告

総会，理事会，三役会，緊急集会， 
アクションプラン 

Association Reports 2018

I．はじめに

2018年度に実施した総会（1回），理事会（5回），

三役会議（4回），拡大三役会議（2回），アクション

プランの報告を行う．

II．活動結果

1．総会　2018年6月2日（土）日本教育会館にて開催

1）新規会員校12校の紹介

2）決議事項

（1） 平成30年度役員選任の承認について

（2） 平成29年度決算報告および監査報告の承認につ

いて

上議について協議し，承認された．

3）報告事項

（1）平成29年度事業報告

（2）平成30年度事業計画・収支予算書

2．理事会

1）第1回　2018年 5月 12日（土），東邦大学看護学

部にて開催

・ 報告事項：定時社員総会，各委員会からの報告，看

護基礎教育検討会，自民党・厚労省・文科省へ要望

書提出，活動の手引き，会員校データベース，庶務

関連，ホームページのリニューアル

・ 審議事項：平成29年度事業報告・決算・監査報告，

保健師基礎教育調査，保健師教育課程の質を保証す

る評価基準の修正案，総会資料，役員の業務，入退

会

2）第2回　2018年 6月2日（土），日本教育会館にて

開催

（1）第一部

・ 審議事項：副会長・委員長の選任，保健師基礎教育

検討委員会（臨時委員会）の設置

（2）第二部

・ 活動報告：中期計画，平成30年度アクションプラ

ンに基づく活動方針，今年度のスケジュール，平成

30年度研修

・ 審議事項：各委員会委員，臨時委員会の設置，新入会
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・ 報告事項：各委員会の進捗状況，看護基礎教育検討

会

・ 審議事項：新中期計画と次年度アクションプラン，

庶務関連，会計関連，災害対応，次回理事会議題

3）第3回　2018年 10月 8日（月），貸会議室プラザ 

にて開催

・ 報告事項：看護基礎教育検討会，各委員会の進捗状

況

・ 審議事項：新中期計画と次年度アクションプラン，

他機関からの要望書の扱い，災害への対応，推薦委

員と次年度役員，次年度総会・講演案，次年度要望

書案，会計関連，次回理事会議題

4）第4回　2019年 2月9日（土），貸会議室プラザに

て開催

・ 報告事項：看護基礎教育検討会，各委員会の進捗状

況，庶務関連

・ 審議事項：中期計画評価，次年度アクションプラ

ン・活動計画，新中期計画，次年度予算案，推薦委

員と次年度役員，次年度臨時委員会，次年度総会，

本会の活動を他学会などに報告する際の申し合わせ

事項，次回理事会議題

4．拡大三役会議

1）拡大三役会議（委員会）2018年 6月 3日（日），

日本教育会館にて開催

・ アクションプランに基づく各委員会の平成30年度

活動計画，委員会間の調整，その他

2）拡大三役会議（ブロック委員）2018年 8月 18日

（土），新丸ビル別館にて開催

・ ブロック理事の役割の確認，各ブロック活動の情報

交換や課題の共有，会計担当理事，ブロック活動の

PR

5．アクションプラン報告

別紙アクションプランを参照．

 （文責：鈴木良美（東京医科大学））

一般社団法人全国保健師教育機関協議会 アクションプラン 2019 

【スローガン】 
公衆衛生看護学をコアとする保健師教育の充実と 

教員の質向上を図り、さらに上乗せ教育を目指そう！ 

Ⅰ．基本方針 
「全国の保健師教育機関の発展と、保健師教育の充実を図り、公衆衛生の向上に寄与する」という本法人の

目的に添い、国の動向を踏まえながら、保健師教育課程や教育体制の検討、教育成果の検証、教員の資質向上、

国家試験問題の質向上による保健師免許の質の確保に向けて活動を行います。また、看護師教育の充実と保健

師教育の上乗せに向けた活動を推進します。 
本法人は、情報化の進展やグローバル化による社会の変化に対応して、より迅速に会員校の課題に対応でき

るよう、広報・国際委員会を強化し、協議会誌「保健師教育」を発行し、国内のみならず国際的にも情報発信

を推進しています。また、少子高齢化に伴う医療制度改革などの社会的変化、保健師教育実施体制の多様化、

看護学教育モデル・コア・カリキュラムの策定や、より充実した保健師教育へのニーズを受けて、研修委員会、

教育課程委員会、教育体制委員会、国家試験委員会、保健師基礎教育検討委員会は、関係団体と連携しながら、

公衆衛生看護学の探求とその体系化に向けて活動を推進します。教員のキャリアラダーに基づく体系的な研修

をより充実させ、地域の課題に対応したきめ細かなブロック活動を推進し、中期計画の最終評価に基づき策定

した新しい中期計画のもとに、活動を推進していきます。会員校のニーズに応える、より充実した活動に取り

組み、効率的・効果的な組織運営のもとで、公衆衛生看護学の発展とともに保健師教育の充実を図ります。さ

らに、2020（令和 2）年度の本法人設立 40 周年に向けた記念事業の準備を進めます。 
 

Ⅱ．委員会方針 
1. 研修委員会 

・公衆衛生看護学を教授する教員の教育ラダーに基づく研修会の企画・実施・評価を行う。 
・評価に基づき、キャリアラダーにそった研修体制の検討を行い、充実を図る。 

2. 教育課程委員会 
・公衆衛生看護学の技術の体系化と教育方法について検討結果を公表・周知する。 
・看護師教育における地域看護学教育に関する検討結果について周知する。 

3. 教育体制委員会 
・大学院及び大学専攻科を含む上乗せ教育による 28 単位読み替えなしの課程推進策を練る。 
・保健師教育課程の質を保証する評価基準の会員校調査結果を基に評価基準の検証を行う。 

4. 国家試験委員会 
・第 106 回国家試験問題や受験環境に関する調査を行い、意見書を厚生労働省に提出する。 

5. 広報・国際委員会 
・新ホームページ（英語版HP を含む）について評価し、効果的な活用をする。 
・メールマガジンで会員の情報共有を推進する。 
・ロゴマークの普及や活動の広報を通じて、新規会員の獲得を推進する。 
・諸外国の公衆衛生看護学教育に関する情報を収集し周知することを検討する。 

6. 編集委員会 

・電子ジャーナル第 3 巻を発行し、公開する。 
・円滑な査読体制を構築し、運営する。 

7. 40 周年記念事業運営委員会 
・2020（令和 2）年度の 40 周年記念事業に向けて企画立案を行う。 

8. 保健師基礎教育検討委員会 
・質の高い保健師育成のために、保健師基礎教育における教育内容・方法や教育体制のあるべき姿を検討し

提案する。 
 

Ⅲ．ブロック活動方針 
・社会情勢や保健師教育の動向を踏まえ、現状や課題を共有し、保健師教育の質の向上を目指すための研修

及び情報交換を行う。さらに、全国とブロック、各校間での情報の共有、活動の協力に努める。 
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一般社団法人全国保健師教育機関協議会 アクションプラン 2019 

【スローガン】 
公衆衛生看護学をコアとする保健師教育の充実と 

教員の質向上を図り、さらに上乗せ教育を目指そう！ 

Ⅰ．基本方針 
「全国の保健師教育機関の発展と、保健師教育の充実を図り、公衆衛生の向上に寄与する」という本法人の

目的に添い、国の動向を踏まえながら、保健師教育課程や教育体制の検討、教育成果の検証、教員の資質向上、

国家試験問題の質向上による保健師免許の質の確保に向けて活動を行います。また、看護師教育の充実と保健

師教育の上乗せに向けた活動を推進します。 
本法人は、情報化の進展やグローバル化による社会の変化に対応して、より迅速に会員校の課題に対応でき

るよう、広報・国際委員会を強化し、協議会誌「保健師教育」を発行し、国内のみならず国際的にも情報発信

を推進しています。また、少子高齢化に伴う医療制度改革などの社会的変化、保健師教育実施体制の多様化、

看護学教育モデル・コア・カリキュラムの策定や、より充実した保健師教育へのニーズを受けて、研修委員会、

教育課程委員会、教育体制委員会、国家試験委員会、保健師基礎教育検討委員会は、関係団体と連携しながら、

公衆衛生看護学の探求とその体系化に向けて活動を推進します。教員のキャリアラダーに基づく体系的な研修

をより充実させ、地域の課題に対応したきめ細かなブロック活動を推進し、中期計画の最終評価に基づき策定

した新しい中期計画のもとに、活動を推進していきます。会員校のニーズに応える、より充実した活動に取り

組み、効率的・効果的な組織運営のもとで、公衆衛生看護学の発展とともに保健師教育の充実を図ります。さ

らに、2020（令和 2）年度の本法人設立 40 周年に向けた記念事業の準備を進めます。 
 

Ⅱ．委員会方針 
1. 研修委員会 

・公衆衛生看護学を教授する教員の教育ラダーに基づく研修会の企画・実施・評価を行う。 
・評価に基づき、キャリアラダーにそった研修体制の検討を行い、充実を図る。 

2. 教育課程委員会 
・公衆衛生看護学の技術の体系化と教育方法について検討結果を公表・周知する。 
・看護師教育における地域看護学教育に関する検討結果について周知する。 

3. 教育体制委員会 
・大学院及び大学専攻科を含む上乗せ教育による 28 単位読み替えなしの課程推進策を練る。 
・保健師教育課程の質を保証する評価基準の会員校調査結果を基に評価基準の検証を行う。 

4. 国家試験委員会 
・第 106 回国家試験問題や受験環境に関する調査を行い、意見書を厚生労働省に提出する。 

5. 広報・国際委員会 
・新ホームページ（英語版HP を含む）について評価し、効果的な活用をする。 
・メールマガジンで会員の情報共有を推進する。 
・ロゴマークの普及や活動の広報を通じて、新規会員の獲得を推進する。 
・諸外国の公衆衛生看護学教育に関する情報を収集し周知することを検討する。 

6. 編集委員会 

・電子ジャーナル第 3 巻を発行し、公開する。 
・円滑な査読体制を構築し、運営する。 

7. 40 周年記念事業運営委員会 
・2020（令和 2）年度の 40 周年記念事業に向けて企画立案を行う。 

8. 保健師基礎教育検討委員会 
・質の高い保健師育成のために、保健師基礎教育における教育内容・方法や教育体制のあるべき姿を検討し

提案する。 
 

Ⅲ．ブロック活動方針 
・社会情勢や保健師教育の動向を踏まえ、現状や課題を共有し、保健師教育の質の向上を目指すための研修

及び情報交換を行う。さらに、全国とブロック、各校間での情報の共有、活動の協力に努める。 



研 究

市区町村の公衆衛生看護学実習における技術体験と指導体制，
実習終了時の到達度との関連

Relationship between Essential Skills, Training Systems and Achievement

Levels in Municipalities Public Health Nursing Practical Training

表志津子 1)，岸恵美子 2)，吉岡幸子 3)，成瀬　昂 4)，糸井和佳 3)，望月由紀子 2)，坂本美佐子 2)，
土屋文枝 5)，五十嵐千代 5)

Shizuko Omote1), Emiko Kishi2), Sachiko Yoshioka3), Takashi Naruse4), Waka Itoi3),
Yukiko Mochizuki2), Misako Sakamoto2), Humie Tsuchiya5), Chiyo Igarashi5)

抄 録

目的：市区町村の公衆衛生看護学実習における技術項目の体験が実習体制や実習終了時の到達割合と関係するかにつ

いて明らかにする．

方法：全国 704市区町村の実習指導者 1名に，郵送で質問紙調査を実施した．体験を 8割以上と未満に分類し，体験

割合を従属変数，実習指導体制を独立変数とする多変量ロジスティック回帰分析（強制投入法）により解析した．

結果：180機関を分析対象とした（有効回答率 25.6%）．実習生数は平均 6.4±9.4人，実習日数は平均 12.4±6.5日であっ

た．実習日数は「家庭訪問／1例以上の主体的な継続訪問」，「健康診査／主体的に実施」など 9項目の体験割合と有

意に関連した（Odds rate=1.301から 1.104）．養成所の教員と連携がよく行えていることは，「健康診査／見学後主体的

に実施」と有意に関連した（Odds rate=8.698）．

考察：体験割合を高めるには，実習日数の延伸，市区町村保健師と教員の連携の強化，実習中の教員の指導の充実が

重要であると示唆が得られた．

Abstract

Purpose: To clarify the relationship between essential skills, training systems and achievement levels in municipality public

health nursing practical training.

Method: A questionnaire was sent to 704 municipalities nationwide, and one trainer per facility that accepted practical training

was asked to fill it out. Practical experience was classified as 80% or more, and the relationship between the practical training

system and each experience item was analyzed by multivariable logistic regression analysis.

Results: Data from 180 organizations were analyzed (effective response rate 25.6%). The average number of students was 6.4

± 9.4, and practice period was 12.4 ± 6.5 days. The experience rate of 9 items such as “home visit/one or more actual continuing

visits” and “health examination/actually experience” was related to the period of practice (Odds rate=1.301 to 1.104). With good

collaboration between the practical trainer and teachers, the rate of “health examination/acting independently following involved

observation” increases significantly (Odds rate=8.698).
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Discussion: In order to increase the rate of experiences; longer period of practice, better collaboration between public health

nurses and teachers, and better instruction during practical training by teachers were suggested to be an important approach.

キーワード：公衆衛生看護学実習，市区町村，技術項目，到達度，実習体制，連携
Keywords: public health nursing practical training, municipality, essential skills, achievement levels, training systems,

collaboration

受付日：2018年 10月 1日　受理日：2019年 2月 8日

I．緒 言

保健師助産師看護師学校養成所指定規則（以降，指

定規則）の改正により，2011年に公衆衛生看護学実習

の単位数は 4単位から 5単位に増加した．さらに，個

人と地域全体を連動させながらとらえ，地域全体に

PDCAを展開する過程を学ぶ実習，家庭訪問を通して

地域の健康課題を理解することができる実習とするこ

とが留意点として記載された（文部科学省，2011）．厚

生労働省は，保健師基礎教育修了時に獲得すべき能力

として「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達

目標と到達度」を示しており（厚生労働省医政局看護

課，2008），2010年の改正に伴い目標は 61項目から 71

項目に増加した（厚生労働省，2010）．臨地での教育は

保健師活動実践能力の基礎的能力を培うために重要で

あり，これらの目標に到達するためには，実習で様々

な体験を積むことが求められる．

実習における学生の体験については，保健師学校養

成所（以下，養成所）の教員や学生を対象とした調査報

告がある（岡本ら，2011；西田ら，2017）．鈴木ら（2016）

が東京都特別区内 7大学の学生を対象に実施した実習

体験に関する調査では，家庭訪問の同行や健康教育は

全員が体験し，体験割合が 8割以上の項目は 15項目中

10項目と半分以上を占めていた．一方で，実習指導者

を対象とした調査において保健師は，卒業時の到達目

標に到達した割合が 8割以上の小項目は全くなかった

と評価しており，最も高く評価された項目でも達成し

た学生の割合は 77.6%に留まっていた（鈴木ら，2015）．

対象と地域が限定されているものの，目標達成に関し

て保健師のほうが厳しく評価している様子が窺える．

2017年度厚生労働省医政局看護課看護職員確保対

策特別事業として「保健師学校養成所における基礎教

育に関する調査（以下，保健師基礎教育調査）」が行わ

れ，その一部として「保健師実習機関における教育方

法と教育成果の実態調査（以下，実習機関における実

態調査）」（全国保健師教育機関協議会，2018）が行わ

れた．全国の養成所の実習機関を対象とした初めての

調査であるが，行政機関の実習において学生が体験し

た技術項目，専門領域は保健所・市区町村を統合した

各項目の平均では 8割を超える項目がないという結果

であった．行政機関は保健所・市区町村それぞれが実

習施設となっており活動領域や業務の特徴が異なるこ

とから，別々に検討が必要である．

実習において学生の体験や到達割合を高めるために

は，養成所の教員が実習指導に携わる保健師と十分に

連携することが不可欠であるが，連携に関する報告は

見あたらない．また，実習指導者が学生の体験をどの

ように評価しているかについても明らかではない．

そこで本研究では，技術項目の体験が実習体制や実

習終了時の到達割合と関係するかについて明らかにす

ることを目的とした．本研究は，技術項目の体験に焦

点をあて，体験の程度に関わる要因を検討した初めて

の報告である．結果は，公衆衛生看護学実習における

学生の実習体験の充実と，保健師基礎教育終了時に獲

得すべき能力の向上を検討するための資料になると考

える．

II．方 法

1．調査対象

本研究は，実習機関における実態調査（全国保健師

教育機関協議会，2018）のデータを用いて行った．こ

の調査のデータ収集の方法は下記のとおりである．

対象は全国の 483保健所と，人口 2,000人以上の自治

体から無作為抽出した 704 市区町村を対象機関とし

た．養成課程のなかでも大学院は少数であるため，無

作為抽出とすると実習を受け入れた施設が抽出されな

い可能性がある．そのため，大学院の実習を受け入れ

ている自治体は，上記の無作為抽出から除外し対象機

関とした．2017年度に養成所の実習を受け入れた実習

指導者 1名に回答を依頼し，該当者が複数いる場合は

表・岸・吉岡・成瀬・糸井・望月・坂本・土屋・五十嵐
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1名の選択を所属長に依頼した．本研究では，公衆衛

生看護学実習における学生の技術体験について検討を

行う目的から，市区町村から得た回答を分析対象とし

た．

2．データ収集方法

郵送による無記名自記式質問紙調査を実施した．調

査期間は，2017年 12月～2018年 1月であった．

3．調査項目

1）回答者の概要は，性，年齢，保健師経験年数を問

うた．

2）実習指導体制は，2017年度に市区町村が実習を

受け入れた 1養成所の，実習生数，実習日数，実習依

頼方法を問うた．実習指導者がとらえる養成所との実

習準備，実習生の学習準備状況，実習中の教員の指導，

教員との連携については，「よく行えている」，「まあま

あ行えている」，「あまり行えていない」，「行えていな

い」の 4択とした．実習指導に関する所属機関内の保

健師同士の連携は，「とてもよくできている」，「まあで

きている」，「少しはできている」，「あまりできていな

い」，「ほとんどできていない」の 5択とした．また，

実習体験として必要と考える機関や領域について自由

記述での回答を求めた．

3）技術項目の体験については，全国保健師教育機関

協議会保健師教育検討委員会の保健師教育におけるミ

ニマム・リクワイアメンツ（2015）を満たす公衆衛生

看護学実習の必須体験項目を参考にした．技術項目 16

項目について，学生の何割が体験したかを 0から 10で

尋ね，各項目の体験割合を百分率で示した．

4）実習終了時の到達度は，「看護師等養成所の運営

に関する指導ガイドライン」（厚生労働省，2010）の

71項目の到達度を用い，回答対象として選択した養成

所の学生が実習終了時に到達していた割合について回

答を求めた．中項目ごとに小項目の回答の加算平均を

とり，その中項目に関する達成度スコアを算出した．

中項目ごとに，一部の小項目に欠損がある場合，その

他の項目のみで加算平均を算出することとし，すべて

の小項目が欠損していた場合には，その中項目に関す

るスコアは算出せず欠損としてあつかった．

2），3），4）で回答の対象とする実習は，養成所が大

学院，4年課程，大学（選択制），その他の優先順で，

かつ直近であるという条件に合致する 1実習を選択し

てもらった．

質問紙は，関東及び中部地方の保健所，市区町村保

健師 14名に機縁法で予備調査を依頼し，予備調査後に

修正を加えて完成させた．

4．分析方法

技術項目の体験については，到達度の基盤とされた

麻原ら（2010）の調査において「保健師教育機関の卒

業時点で 8割以上の学生が到達できていること」が基

準とされていること，厚生労働省の「保健師教育の技

術項目の卒業時到達度」（2010）においても，指標は 8

割以上の学生が到達できているとの想定で設定されて

いること，先行研究（鈴木ら，2015；大宮ら，2017）

でも同様の基準で検討されており比較が可能になると

考え体験割合「8割以上」と「8割未満」の 2値で取り

扱うこととした．

養成所との実習準備，実習生の学習準備状況，実習

中の教員の指導，教員との連携は，「よく行えている」

とそれ以外の 2値で分析に用いた．

全ての技術項目について，項目ごとに，実習指導体

制と体験割合の関連を明らかにするため，χ2検定を

用いた単変量解析で全体の傾向を俯瞰した後，体験割

合を従属変数，実習指導体制を独立変数とする多変量

ロジスティック回帰分析（強制投入法）を行った．さ

らに，体験割合と実習終了時の卒業時到達度の関連を

明らかにするため，Spearmanの相関係数を算出した．

分析は SPSS Statistics ver. 24を使用し，有意水準は 5%

とした．

5．倫理的配慮

本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を得て

行った（承認番号 802-1，2017年 11月 15日承認）．実

習機関代表者ならびに実習指導者宛てに送付した依頼

文書には，本研究への協力は任意であること，調査は

無記名で行い回答者・回答機関の匿名性を確保するこ

と，調査で収集したデータは目的外使用しないこと，

協力しない場合に不利益がないことを明記した．調査

票の返送をもって同意を得たものとした．

III．結 果

1．回答者の概要

市区町村は 245機関（回収率 34.8%）から回答があっ

た．回答者の平均年齢は 44.9±8.9歳，性別は女性が 242

名（98.8%），平均保健師経験年数は 21.3±10.0年であっ

た．

市区町村の公衆衛生看護学実習における技術体験と指導体制，実習終了時の到達度との関連
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2．2016 年度の実習指導体制（表 1）

市区町村の 2016年度実習受け入れは 189機関があり

と回答し，うち未記入を除く 180機関を分析対象とし

た．平均実習生総数は 6.7±9.4（範囲：1–72）人，平均

実習日数は 12.4±6.5（範囲：2–41）日であった．実習

日数 1～5日は 18機関（10.3%）であった．

養成所が実習を依頼した方法は，都道府県を通して

が 85機関（48.3%），次いで養成所単独で直にが 22機

関（12.5%）であった．養成所との実習準備は 45機関

（25.0%）が，学生の実習前までの学習準備は 38機関

（21.1%）がよく行えていると回答した．実習中の教員

の指導は 45機関（25.0%）が，養成所の教員との連携

は 39機関（21.8%）がよく行えていると回答した．

保健師課程の実習指導は 141機関（59.5%）が 1名の

指導者で担当し，実習指導に関する所属機関内の保健

師同士の連携は，とてもよく出来ていると 57 機関

（23.5%）が回答した．

実習に必要であると考える施設や領域は，保健所 153

（85.0%），次いで地域包括支援センター 136（75.6%），

産業保健 76（42.2%），都道府県庁 36（20.0%），学校保

健 54（30.0%）と回答があり，その他には訪問看護ス

テーション，病院の地域連携室があった．

3．技術項目における体験項目割合（表 2）

技術項目 16項目について，2016年度に市区町村で

受け入れた養成所 1校について，実習時に何割の学生

が体験したかを表 2に示した．

学生の 8割以上が体験したと回答した機関が多かっ

たのは，多い順に項目 1「家庭訪問／1例の見学訪問」

が 85%，次いで項目 11「地域診断／一地域にて実施」

が 82.3%，項目 4「健康診査／見学もしくは参加」が

81.1%であった項目 1「家庭訪問／2例以上の見学訪

表 1　市区町村における実習指導体制
（N=180）

平均±標準偏差（範囲） n %

総実習生数 6.7±9.4（1–72）
受け入れた実習の日数 12.4±6.5（2–41）
保健師学校養成所が実習を依頼した方法 都道府県を通して 85 48.3

養成所間で調整した後 22 12.5

養成所単独で直に 52 29.5

その他 17 9.7

保健師学校養成所との実習準備を行えている程度 よく行えている 45 25.0

まあまあ行えている 122 67.8

あまり行えていない 13 7.2

行えていない 0 0.0

学生の実習前までの学習準備を行えている程度 よく行えている 38 21.1

まあまあ行えている 116 64.4

あまり行えていない 25 13.9

行えていない 1 0.6

実習中の教員の指導を行えている程度 よく行えている 45 25.0

まあまあ行えている 115 63.9

あまり行えていない 20 11.1

行えていない 0 0.0

保健師学校養成所の教員との連携を行えている程度 よく行えている 39 21.8

まあまあ行えている 120 67.0

あまり行えていない 18 10.1

行えていない 2 1.1

実習指導に関する所属機関内の保健師同士の連携 とてもよくできている 57 23.5

まあできている 155 63.8

少しはできている 27 11.1

あまりできていない 4 1.6

ほとんどできていない 0 0.0

全国保健師教育機関協議会（2018）：平成 29年度厚生労働省医政局看護課看護職員確保対策特別事業，保健師学校養成所における基
礎教育に関する調査報告書 p. 105，p. 106より一部転載
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問」は 38.7%，項目 3「家庭訪問／1例以上の主体的な

継続訪問」は 25.2%であった．見学後に主体的な実施

とされている技術項目では，技術項目では，「健康診

査」が 14.5%，次いで「健康相談」が 11.3%，「事例検

討」が 10.5%であった．

4．実習指導体制と技術項目の体験割合

1）実習指導体制と技術項目における体験割合の比較

実習指導体制との間にχ2検定で有意差のあった技

術項目の体験割合について述べる．養成所との打合せ

等の実習準備がよく行われていたという回答は，「事業

計画立案・評価／説明もしくは見学」（P<.05），「地区

活動計画の立案（地区管理）」（P<.01），「組織活動」

（P<.05）の体験割合が 8割以上と回答した者に有意に

多かった. 実習中の教員の指導体制がよく行えていたと

いう回答は，項目 12「事業計画立案・評価／説明もし

くは見学」（P<.01），項目 13「地区活動計画の立案（地

区管理）」（P<.05）の体験割合が 8割以上と回答した者

で有意に多かった．また，実習指導業務に関する養成

所の教員との連携についても，「よく行えている」とい

う回答は，項目 12「事業計画立案・評価／説明もしく

は見学」（P<.05），項目 13「地区活動計画の立案（地

区管理）」（P<.01）について体験割合が 8割以上と回答

した者で有意に多かった.

2）技術項目の体験割合と実習指導体制との関係（表 3）

各技術項目の体験割合が 8割以上となることに有意

な関連を示した独立変数について述べる．受け入れた

日数が多いことは，項目 1「家庭訪問／2例以上の見学

訪問」，項目 3「家庭訪問／1例以上の主体的な継続訪

問」，項目 4「健康相談／見学もしくは参加」，項目 8

「健康教育／主体的に実施」など 9項目に関連がみられ

た（Odds rate (OR)=1.301から 1.104，P<.001）．養成所

の教員と連携がよく行えていることは，「健康診査／見

学後主体的に実施」と関連していた（OR=8.698, P<.05）．

実習中の教員の指導がよく行えていることは，「事業計

画立案・評価／説明もしくは見学あり」と関連してい

た（OR=3.773, P<.05）．

5．技術項目の体験割合と実習終了時の到達度の関連

（表 4）

市区町村の実習指導者が評価した実習終了時点の学

生の到達度スコアの平均値は，大項目 I「地域の健康

課題を明らかにし，解決・改善策を計画・立案する」

の中項目では 57.0%から 64.4%，大項目 II「地域の人々

と協働して，健康課題を解決・改善し，健康増進能力

を高める」の中項目は 56.8%から 65.4%であり，平均

して 6割程度の実習生が到達度に達しているという回

答であった．一方，大項目 III「地域の健康危機管理を

行う」の中項目は 36.3%から 40.8%であった．大項目

表 2　市区町村実習において学生が体験した技術項目の割合
　（N=180）

技術項目
8割未満 8割以上 全体

n % n % n %

項目 1　 家庭訪問／2例以上の見学訪問 100 61.3 63 38.7 163 46.1

項目 2　 家庭訪問／1例の見学訪問 24 15.0 136 85.0 160 87.3

項目 3　 家庭訪問／1例以上の主体的な継続訪問 119 74.8 40 25.2 159 30.4

項目 4　 健康相談／見学もしくは参加 40 23.0 134 77.0 174 83.6

項目 5　 健康相談／見学後，主体的に実施 141 88.7 18 11.3 159 18.4

項目 6　 健康診査／見学もしくは参加 33 18.9 142 81.1 175 84.7

項目 7　 健康診査／見学後，主体的に実施 136 85.5 23 14.5 159 18.9

項目 8　 健康教育／主体的に実施 34 19.2 143 80.8 177 83.4

項目 9　 事例検討／主体的に実施 137 83.0 28 17.0 165 24.6

項目 10　事例検討／見学後，主体的に実施 145 89.5 17 10.5 162 16.2

項目 11　地域診断／実施（一地域にて） 31 17.7 144 82.3 175 86.1

項目 12　事業計画立案・評価／説明もしくは見学 78 44.3 98 55.7 176 63.9

項目 13　地区活動計画立案／説明もしくは見学 96 55.2 78 44.8 174 54.8

項目 14　組織活動／見学あり 80 45.7 95 54.3 175 65.4

項目 15　連携調整会議／見学あり 128 74.0 45 26.0 173 36.1

項目 16　健康危機／災害と感染症の説明もしくは見学 116 67.4 56 32.6 172 39.6

注）欠損値を除外した

市区町村の公衆衛生看護学実習における技術体験と指導体制，実習終了時の到達度との関連
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IV「地域の人々の健康を保障するために，生活と健康

に関する社会資源の公平な利用と分配を促進する」の

中項目「社会資源を管理・活用する」は 30.5%で，中

項目のなかで最も低かった．いずれも R2乗値は 0.132

から 0.265であった．

技術項目の体験割合と実習終了時の卒業時到達度ス

コアの相関を表 5に示す．項目 3「1例以上の主体的な

継続訪問」は，卒業時の到達度の大項目 I「地域の健

康課題を明らかにし，解決・改善策を計画・立案する」，

大項目 II「地域の人々と協働して，健康課題を解決・

改善し，健康増進能力を高める」の，全ての個人・家

族に関する中項目と有意な正の相関があった．項目 1

「2例以上の見学訪問」は大項目 Iの中項目「支援の計

画立案」と有意な正の相関があった．項目 12「事業計

画立案・評価」は，大項目 IIの「評価・フォローアッ

プ」，大項目 IV，Vの「社会資源を管理・活用する」，

「研究成果を活用する」を除いた，大項目 III「地域の

健康危機管理を行う」，大項目 IV「地域の人々の健康

を保障するために，生活と健康に関する社会資源の公

平な利用と分配を促進する」など 21の中項目（全中項

目の 84%）と有意な正の相関があった．項目 13「地区

活動計画・立案」は 18（全中項目の 72%），項目 4「健

康相談の見学もしくは参加」は 17（全中項目の 68%）

の中項目と有意な正の相関があった．

IV．考 察

本研究は，技術項目の体験に焦点をあて，体験の程

度に関わる要因を検討した初めての報告である．考察

では技術項目の体験に関わる要因とその背景，公衆衛

生看護学実習における技術項目体験の充実と，保健師

基礎教育終了時に獲得すべき能力の向上について検討

する．

1．技術項目の体験に関わる要因と背景

本研究では，学生が主体的に実施する技術項目は「健

康教育」「地域診断」を除き，いずれも 30%を下回っ

ていた．個人・家族に対して学生が主体的に技術を実

施するといった体験は出来ておらず，看護の方法につ

いて「使う」「実践できる」段階に到達していないと，

保健師から評価されている状況が窺えた．

技術項目の体験割合と到達度の中項目のスコア間の

相関を確認したところ，多くの項目間で正の相関を示

す傾向にあった．市区町村の実習での特徴と関連して

いたのは「1例以上の主体的な継続訪問」，「事業計画

立案・評価」，「地区活動計画・立案」の体験であった．

実習において「事業計画立案・評価」を体験すること

は，実習中に経験する様々な個別支援や事業を領域・

地域のケアシステム総体の中でとらえ直す機会になる

と考えられる．これらは，住民への直接的な支援技術

表 4　市区町村実習における実習終了時点での卒業時の到達度
　（N=180）

大項目 中項目
%

個人／家族 集団／地域

I．地域の健康課題を明らかにし，解
決・改善策を計画・立案する

A．地域の人々の生活と健康を多角的・継続的にアセスメントする n=157 64.4 n=158 64.1

B．地域の顕在的，潜在的健康課題を見出す n=156 58.2 n=158 56.7

C．地域の健康課題に対する支援を計画・立案する n=155 59.2 n=158 57.0

II．地域の人々と協働して，健康課題
を解決・改善し，健康増進能力を高
める

D．活動を展開する n=157 62.5 n=156 60.6

E．地域の人々・関係者・機関と協働する n=156 65.4 n=155 63.7

F．活動を評価・フォローアップする n=156 59.2 n=156 56.8

III．地域の健康危機管理を行う
G．健康危機管理の体制を整え予防策を講じる n=148 40.8 n=150 40.4

H．健康危機の発生時に対応する n=141 40.0 n=143 39.8

I．健康危機発生後からの回復期に対応する n=141 36.3 n=143 36.4

IV．地域の人々の健康を保障するため
に，生活と健康に関する社会資源の公
平な利用と分配を促進する

J．社会資源を開発する n=151 49.6

K．システム化する n=149 45.4

L．施策化する n=149 48.4

M．社会資源を管理・活用する n=137 30.5

V．保健・医療・福祉及び社会に関す
る最新の知識技術を主体的・継続的に
学び，実践の質を向上させる

N．研究の成果を活用する n=137 39.2

O．継続的に学ぶ n=147 60.5

P．保健師としての責任を果たす n=144 61.9

注）欠損値を除外した

市区町村の公衆衛生看護学実習における技術体験と指導体制，実習終了時の到達度との関連
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ではなく，技術レベルは説明もしくは見学であるが，

保健活動全体を俯瞰できる技術項目であり，実習中の

様々な場面で保健師の技術や支援意図を汲み取り，学

習する意欲を高める仕掛けとして機能しうる可能性が

ある．限られた実習機会の下では，どのような技術項

目を学生に体験させるかについて，体験による到達度

を考慮して教員と実習指導者がともに検討する必要が

ある．保健師基礎教育調査の「保健師基礎教育にかか

わる演習・実習の好事例の抽出（以下，演習・実習の

好事例の抽出）」（全国保健師教育機関協議会，2018）

では，演習において個人・家族への支援と地域への支

援が分断されず，両者が一体となったストーリー性を

もった事例を用いて学習することで，複数のレベルに

対して支援方法を組み合わせた展開技術を効果的に学

習できると述べている．実習においても教員と実習指

導者が，個人家族への支援である家庭訪問と地域への

支援である地区活動計画や事業計画立案などについて，

学生が体験する領域や事例が連動するように意図的に

組み合わせることによって，到達効率的な学習効果が

期待できると考える．

一方，保健師基礎教育調査の「保健師学校養成所に

おける教育方法と教育成果の実態調査」（全国保健師教

育機関協議会，2018）と比べ，本結果では項目別の体

験割合が 10～20%低い項目が複数あった．項目 12「事

業計画立案・評価／説明もしくは見学」，項目 13「地

区活動計画立案・評価／説明もしくは見学」，項目 15

「連携調整会議／見学あり」では，養成所教員の回答に

比べて体験割合が 20%以上低かったが，これらは説明

や見学といった技術項目である．また，実習指導に関

する所属機関内の保健師同士の連携がとてもよくでき

ているのは 2割強であった．実習計画は機会をとらえ

て追加修正されることから，回答した実習指導者が学

生の実習体験状況をすべて把握しておらず，体験割合

が実際より低く見積もられた可能性がある．学生の実

習体験内容を実習指導者と共有し評価をするためには，

実習指導者間での情報の共有を依頼すると同時に，実

習中，実習終了時に養成所から学生の体験や到達に関

するフィードバックを行う必要があると考えられた．

実習指導者と養成所の教員の評価が異なる背景とし

て，教員は実習を保健師養成カリキュラムの一部とと

らえ，実習前後の養成所での学習を考慮して評価をす

るが，実習指導に携わる保健師は，実習での体験や到

達度を現場の業務に照らし合わせて評価している可能

性が考えられる．保健師課程の実習の場は市区町村の

みでなく，保健所，事業所，あるいは地域包括支援セ

ンターなどがあることから，教員は養成所における保

健師基礎教育の中での実習の位置づけを実習指導者に

説明し，当該実習後も知識・技術の修得が継続するこ

とへの理解を得ることが必要である．

2．技術項目体験の充実と獲得すべき能力向上のために

本研究の結果から，技術項目は実習日数と関連する

ことが示された．R2乗値は高くはなかったが，対応へ

の示唆を得ることが出来たと考える．

実習日数は，技術項目 9つの体験割合と関連してい

た．項目 3「家庭訪問／1例以上の主体的な継続訪問」，

項目 7「健康診査／見学後主体的に実施」は，学生の

実施までにある程度の日数が必要である．一方で項目

2「家庭訪問／1例の見学訪問」，項目 11「地域診断／

実施（一地域にて）」は日数との関連はみられなかっ

た．関連がみられた技術項目は主体的な学びを求めら

れる項目であった．これらは学生が地域診断により実

習地域の概要を理解し，母子保健・成人保健の事業の

概要を理解することによって主体的な実施が可能とな

る技術であり，日数と関連したと考える．

大宮ら（2016）は日数が長くなると達成度が高くな

ることを報告し，小林ら（2013）も短い実習の期間よ

り長期間の実習の方が，学生は住民やその家族のもつ

強みに着目しながら主体的な生活をしていることを具

体的に考察でき，保健師が住民自身の問題解決能力を

高めるような支援をしていることを明確にとらえると

報告している．現在の指定規則において公衆衛生看護

学実習は 5単位であり，養成所の教育目標によって実

習施設が選択され，保健所，市区町村，事業所，学校

などで実習が行われている．そのため，市区町村実習

での望ましい日数に言及することはできない．今回の

調査では，市区町村での平均実習日数は 12.4日であっ

た．また，学生が主体的に実施する技術項目は，「健康

教育」，「地域診断」を除いていずれも 30%を下回って

いた．このことから，主体的な実施をするには実習日

数が不足していると考えられる．多様な実習施設で体

験させることも重要であるが，市区町村で一定期間実

習を行うことによって，対象地域や住民を理解したう

えで，個人・家族／集団・地域を双方向で考えて対応

できる技術を身につけることができるのではないかと

考える．このように実習期間の延伸は公衆衛生看護学

実習の教育目標の達成に重要な取り組みとなると考え

られる．一方で，実習期間の延伸のみが技術や到達度

市区町村の公衆衛生看護学実習における技術体験と指導体制，実習終了時の到達度との関連
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を高めることにつながるものではない．実習期間を十

分に確保するとともに，実習内容の質の改善や保証・

向上も必要である．

実習指導者が養成所の教員との連携をよく行えてい

ることは，項目 7「健康診査／見学後主体的に実施」

と項目 12「事業計画立案・評価／説明もしくは見学」

との間に関連があった．演習・実習の好事例の抽出（全

国保健師教育機関協議会，2018）では，効果的な教育

実践の促進要因は，現場の保健師や自治体，事業所な

どの組織との信頼関係であり，具体的な例として，最

大限の効果があがるように実習施設と丁寧な調整を行

うこと，実習プログラムの検討を実習指導者と共に行

い協働して教育に携わるという関係性を意図的に作る

ことを述べている．

このように実習指導に携わる保健師と連携すること

は，実習体験を高めるために重要である．そのために

は，実習指導に携わる保健師と，実習前から実習後ま

での学生の学修課程と教育目標を共有し，共に実習計

画を立てるなどの細やかな連携と協働体制が不可欠で

ある．同時に，演習と実習を連動させることにより，

実習では主体的な体験を中心とすることが可能となり，

これらの対応が日数の課題，体験割合が低い項目が複

数あるといった現状を補える可能性が示唆される．さ

らに養成所の教員が，実習以外の場面で日頃から現任

教育や実践活動の評価などに協力を行うことによって，

相互の信頼関係が深まり協働体制が作られ，実習にお

ける体験割合の増加と充実につながると考える．

3．研究の限界

本研究は，対象を市区町村に限定しており，行政分

野全体に転用することはできない．実習終了時の到達

度は，卒業時の到達目標と到達度を用いたが，指導者

の評価時期を限定していないため実習学年や実習時期

が異なる可能性がある．そのため養成所ごとの比較は

できなかった．また，養成所によっては実習終了後に

演習等を行い，到達度を高める工夫をしていることも

考えられた．今後は保健所についても同様の分析が必

要である．

V．結 論

本研究では，技術項目の体験が実習体制，実習終了

時の到達度と関連していることを明らかにした．実習

日数は「家庭訪問／1例以上の主体的な継続訪問」「健

康診査／主体的に実施」など 9項目の体験割合と有意

に関連した（OR=1.301から 1.104）．養成所の教員と連

携がよく行えていることは，「健康診査／見学後主体的

に実施」の割合が高いことと有意に関連した

（OR=8.698）．体験割合を高め，主体的な体験を可能と

するためには，実習期間の延伸が必要であることが示

唆された．また，実習内容の質の改善や保証・向上の

ためには，養成所の教員は日ごろから連携を意識して

実習指導に携わる保健師と関わることが必要であると

考える．
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活動報告

地区診断を通じた糖尿病予防の介入方法の検討
～修士課程保健師教育における地区診断・活動展開力を

目的とした実習～

Strategy to Prevent Diabetes through Community Assessment:

Practice in Master Course to Foster Capacity for Community Assessment

and Expanding Activity

峰松恵里 1)，赤星琴美 1)，村嶋幸代 1)

Eri Minematsu1), Kotomi Akahoshi1), Sachiyo Murashima1)

抄 録

【目的】糖尿病有病率に差がある農村 Y地区で，その理由について地区診断を通して明らかにし，地域別の介入方法

を検討する．

【方法】11区別に地区踏査，住民へインタビュー．

【結果】11区を，糖尿病有病率で 3つにわけた．有病率 29%以上のタイプ I（3区）は，昔から肉魚中心の食生活．近

所付合いは盛んだが，区の集会は少なかった．有病率が 15–28%のタイプ II（5区）は，昔は野菜が中心で今は肉や魚

中心の食生活．近所付合いは盛んで集会も多かった．有病率が 14%以下のタイプ IIIは農村 2区と市営住宅にわかれ

る．前者は今も昔も野菜中心の食事で近所付合いも盛んだが，後者は若年世帯が多く，近所付合いは希薄だった．

【考察】糖尿病有病率のタイプ別の集団介入が有効．タイプ Iは，住民が集まる場を作り，健康教室を実施．タイプ II

は，既存のサロン等を活用して健診結果を見直す．タイプ IIIの市営住宅の区は，将来を見据え学校や職域と連携し，

介入をする．

キーワード：地区診断，健康課題，糖尿病，修士課程保健師教育
Keywords: community assessment, health problem, diabetes mellitus, education of public health nurse in master course

受付日：2018年 10月 3日　受理日：2019年 2月 26日

I．はじめに

本研究は，大分県立看護科学大学広域看護学コース

における地域マネジメント実習の一部である．本コー

スでは，保健師の保健指導を行う際に必要な「人・家

族の支援能力（困難事例に継続的に関わる力）」，「地域

診断・活動展開力（コミュニティの課題を見出し，当

事者・関係職種・組織と協働して解決する力）」，「地域

看護管理力（対象の属するシステムを見出し，必要な

対策を講じる力）」を実習を通して身に着けることを目

的としている．ここでは「地区診断活動展開能力の育

成」を目的とした地域マネジメント実習での活動内容

と成果について紹介したい．

実習では，地区診断と地区活動を行いながら，必要

な情報を収集し，健康課題を明確化する．そこから地

域住民の潜在・顕在化した健康課題に関する地域の概

大分県立看護科学大学（Oita University of Nursing and Health Sciences）
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要をとらえ，個人・家族・集団に健康課題解決のため

の手法を選択し，実践できる方策を学ぶことを目的と

している．実習前に学生は実習テーマの候補を自分の

関心と合わせて挙げ，打ち合わせの際に指導保健師よ

り実習場所で抱えている問題も提示してもらい，教員

と 3者で相談しながら，テーマを絞り込む．テーマ絞

り込みに時間を要するため，実習の打ち合わせは，実

習開始の 2か月前に行っている．本研究では，著者が

行った実習とその成果について報告したい．テーマは，

糖尿病の一次二次予防とし，実習目的は，X市のうち

糖尿病有病率が区ごとに差のある Y地区に焦点を当

て，その理由を地区踏査を通して明らかにし，地域ご

との介入方法を明らかにすることとした．

II．方 法

実習は 2014年 9月に 3週間 X市にて行った．実習前

に地区診断を行い，実習中は，X市 Y地区（全 11区）

の地区踏査，最終週に住民へインタビューを実施した．

インタビューは，地域の文化や住民の生活習慣，健

康課題を質的に分析をすることを目的に行った．対象

は，地域住民の集まるサロンや地区活動の参加者とし，

サロン等に訪問できない場合は，地域のキーパーソン

を実習指導者より紹介を得て家庭訪問し，インタビュー

した．質問内容は，世帯構成，就業状況，就農状況，

地域の集まり，近所づきあい，買い物，食生活，飲酒，

運動習慣，健康への意識，地域の問題，等とした．分

析方法は，地区踏査およびインタビューの結果を 11区

ごとに整理し，糖尿病の有病率で 3タイプにわけた．

また，地域特性と生活習慣を健康課題と関連付けて整

理し，保健師が介入可能な地域特性および糖尿病有病

率のタイプ別の介入方法を検討をした．

倫理的配慮については，研究対象者に対し，研究目

的，方法，参加は任意であること，不参加や途中辞退

をしても不利益はないこと，収集したデータは匿名化

しプライバシーを保護すること等について，文書およ

び口にて説明し，同意書にて同意を得た．なお，研究

の実施に際しては 2014年 9月 19日に大分県立看護科

学大学研究倫理安全委員会の承認を得た（受付番号

958）．

III．結 果

1．既存データからみたX市の概要

X市は 7町村が合併してできた人口約 4万人，年少

人口 11%，生産年齢人口 51%，高齢人口 38%（豊肥保

健所，2014）の農村地域だった．2014年度の国民保険

一人当たりの医療費（一般被保険者）は 41.8万円であ

り，大分県 36.6万円，全国 30.3万円を大幅に上回って

いた（大分県国民保険団体連合会，2014）．医療費の内

訳は，入院外医療費の上位 3位が生活習慣病で，国保

加入者の生活習慣病有病率は県内 18市町村中 4番目

に高い 49.5%で，特に糖尿病網膜症の有病率が 8.4%

（県内 1位），糖尿病のうち人工透析が 2.1%（県内 2

位）だった．

介護保険においても，介護認定率が 23.3%と高く，

市民が支払う保険料は，月 6250円（標準）で全国 9位

の高さだった（市内部データ，2014）．介護が必要に

なった原因疾患は，要支援・要介護ともに生活習慣病

が関係していた．

図 1に，旧小学校区全 27校区ごとの人口構成と，高

血圧，脂質異常症，糖尿病，脳血管疾患（市内部デー

タ，2014）．今回焦点を当てた Y地区の年齢 3区分別

人口は，年少人口 12.6%，生産年齢人口 52.7%，高齢

人口 34.7%だった．SMR（標準化死亡比）は，高血圧

は男性 126.4女性 143.1，糖尿病は男性 108.8女性 120.1，

脂質異常症は男性 145.5女性 122.5，心血管疾患は男性

144.7 女性 133.5，脳血管疾患は男性 182.2 女性 180.9

だった．

2．データから見た Y地区の概要

Y地区の国民健康保険加入者 296人の過去 3年分の

レセプトから「糖尿病」「糖尿病の疑い」「耐糖能異常」

の診断名がついた人を抽出し，Y地区全 11行政区ごと

の糖尿病有病率（＝レセプト件数/国保加入者数）を算

出した．Y地区の有病率は平均 22.1±9.8，有病者の平

均年齢は 67.0±7.0歳，年代別にみると糖尿病有病者の

うち 40 歳代は 5.8%， 50 歳代は 5.8%， 60 歳代は

45.0%，70–75歳は 43.4%だった．

Y地区を a～k区行政区別に分けると，有病率にバラ

つきがあったため，有病率の平均値から 7偏差を基準

に 3タイプに分けた（図 2）．その結果，有病率が 29%

以上をタイプ I，15–28%をタイプ II，14%以下をタイ

プ IIIとなり，タイプ Iは 3区（a，b，c区），タイプ II

は 5区（d，e，f，g，h区），タイプ IIIは 3区（i，j，

k区）だった．

3．地区踏査・インタビューの結果

11区ごとの地区踏査，インタビューの結果を表 1に

示す．a，e，i区ではサロンや地区イベントの参加者を
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対象とし，グループインタビューを行った．その他の

区では，その地区のキーパーソンに個別インタビュー

を行った．対象者人数は計 49名（男性 14名，女性 35

名），対象者の平均年齢は 79.3±9.3歳だった．

【多い世帯構成】タイプ Iやタイプ IIは，高齢者のみ

の世帯や三世帯が多かった．タイプ IIIは，高齢者のみ

の世帯と独居高齢者が多い i，j区と，乳幼児のいる若

年世帯 k区の 2パターンに分かれていた．

【S40年の就業】g，k区以外の区は，農村地域で，

特にさつまいもや里芋，米等の栽培が盛んだった．し

図 1 X市の旧小学校区別の人口構成と生活習慣病有病率

図 2 Y地区の行政区ごとの糖尿病有病率

峰松・赤星・村嶋
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かし，安定した収入を求め昭和 40年頃から勤め人が増

加した．それにより，若者が地区から離れ，区の集会

や祭りが減少した．また若者が減少したことで，山の

手入れも出来なくなり，住宅地や田畑に動物が出現す

るようになった．農作物の動物被害が多いことで，出

荷を辞め家庭菜園程度になった区もあれば，d区のよ

うに農地を法人に貸し出している地域もあった．

【近所づきあい/区の集まり】農業が盛んだったころ

は，お互いの収穫を手伝うため近所づきあいが盛んで，

区の集まりも多かった．現在は，区全体の集まりは祭

り等年数回だが，サロン等一部のグループの集まりは

月に 1～2回行われている区もある．k区を除く 10区

では，隣近所や気の合う仲間同士では付き合いが多く，

いつ来客が来てもよいようにお菓子が常備されてい

た．k区は最近出来た市営住宅で，区の集まりもなけ

れば近所づきあいもほとんどなかった．

【食事】保存食としての漬物文化が浸透しており，高

齢者は「塩辛くないとおかずじゃない」と塩分過多の

食事に慣れ親しんでいた．現在はスーパーや移動販売

でほとんどのものが入手可能であるが，昔の自給自足

の生活が影響し，食糧は備蓄傾向だった．

【運動】年数回スポーツ大会等のイベントがあった

が，集団で行う定期的（週 2回以上）な運動習慣はな

かった．ほとんどの人が移動に自家用車を使い，意図

的に散歩をしない限り歩行量も少なかった．

【健診受診率】60%を超えているのが a，b区，40～

60%が c，d，e，f，g区，40%未満が h，i，j，k区だっ

た（健診受診率は，国民健康保険加入者の特定健診お

よび後期高齢者健診の受診率）．

4．糖尿病有病率のタイプ別の地域特性

タイプ Iの 3区（a, b, c）は，昭和 40年代から勤め人

表 1 地区踏査・インタビュー結果
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の増加に伴い農業を辞める人も増えた．退職後に専業

農家となる人もいるが，動物被害が多いことから，家

庭菜園のみの世帯が多かった．食事は，勤め人が増え

始めた昭和 40年代からおかずに肉や魚を食べており，

三世帯家族が多いため，同居の若い人に合せた肉や魚

中心の食生活をしていた．また高齢者の多くが毎食漬

物・味噌汁を食べ塩分が多いと自覚していた．近所づ

きあいはあるが，区全体で集まる機会は少なかった．

健診受診率は 50～70%と高く，散歩の習慣がある人も

多数いた．

タイプ IIの 5区（d, e, f, g, h）は，昭和 40年代から

勤め人が増え，兼業農家や退職後に専業農家となって

いる．動物被害を防ぐために，畑にフェンスをしてい

た．昔は漬物や団子汁等野菜が中心の食生活で，現在

は肉や魚中心の家庭が多かった．家族構成は 3世帯や

高齢夫婦のみの世帯が多かった．区の集まりは多く，

近所づきあいは盛んでだった．健診受診率は 40～

60%，運動習慣は，散歩をする人と，農作業のみで全

身運動はしていない人がいた．

タイプ IIIは 3区（i, j, k）のうち，i，j区は，高齢者

が多い農村地域，k区は最近転入した乳幼児のいる家

族が住む市営住宅だった．農村の 2区は，昔の食事は

麦ごはんに漬物が一般的であり，現在も高齢者夫婦の

みまたは独居高齢者の世帯が多いため，食生活は野菜

中心だった．健診受診率は 25～40%と低く，近所づき

あいはあるが，若者が少ないことから区の集まりは少

なかった．k区は，最近転入してきた乳幼児のいる家

庭が多く，ほとんどの人が勤め人だった．区の集まり

はなく，近所づきあいも希薄だった．

IV．考 察

Y地区の食生活は，昭和 40年代の野菜中心の食事か

ら，現代の肉魚中心の食生活へ変化していた．また公

共交通機関の便が悪く，車での移動が主となるため，

散歩等意識的に体を動かさない限り，定期的な運動習

慣を持ちづらい．一般的に，60歳代になって糖尿病を

発症する人が多い（国民健康・栄養調査，2014）．Y地

区の場合，定年退職後に専業農家になる人も多く，60

歳代がライフスタイルの変化の時期で，その後およそ

20年はその生活が続くことが予測される．そのため糖

尿病予防のための介入のターゲットは 60歳代と考えら

れた．

1．保健師が介入可能な地域特性

地区踏査・インタビューからわかった Y地区全体の

特性を図 3「保健師が介入可能な Y地区全体の地域特

性：地域特性と生活習慣・身体の実態の関係性」とし

てまとめた．昔と比べ近所づきあいが減ったと答える

人がほどんどだが，今でも向こう三軒両隣は仲が良く，

ご近所同士の野菜交換は頻繁に行われている．また，

サロンでは漬物が振舞われ，来客用のお菓子を常備し

ていおり，地域の特性が個人の生活習慣や健康に影響

している可能性がある．その解決の方策として，既存

のコミュニティを活かした集団介入が有効であると考

えた．図 3の「地域の特性」のうち，「文化」「近所づ

きあい」「食事」に関しては，保健師の介入により改善

の余地がある．その際，近所付き合いが減らないよう

に，サロンの漬物や来客用のお菓子の代用の検討も重

要であると考えた．

2．糖尿病有病率のタイプ別の介入方法の検討

表 2にタイプ別の特徴と集団介入の方法を示す．有

病率の高いタイプ I（29%以上）は，勤め人が多く，現

在農業は家庭菜園程度であることから，安定した収入

や年金と時間に余裕があると考えられる．食事は昔か

ら肉や魚を食べており，高齢者の多くが毎食漬物・味

噌汁を食べ塩分が多いと自覚しているが，それを改善

しようとはしていない．近所づきあいは盛んであるが，

住民全体が集まる場はない．健診受診率が高く，散歩

をしている人も多数いることから，健康への関心は高

いと考えられる．このことから，集団介入の方策とし

て，区ごとに住民が集まる場を作り，そこで健康教室

を実施し，住民主体の行動変容をサポートする．また

住民同士で健康や生活について話し合うことで，サロ

ンや祭り等での漬物の振る舞い，常に用意している来

客用のお菓子等の文化を変えていくことも必要である

と考えた．

有病率が平均並みのタイプ II（15～28%）では，勤

め人が多く，安定した収入や年金があるが，農業は定

年退職後の世代が中心となり農作物の出荷も盛んであ

るため，時間の余裕はあまりない．近所づきあいが盛

んで，現在も区の集まりが多く，健康への関心はある．

しかし農作業をしているため，特別な運動習慣のある

人は少なかった．タイプ IIへの集団介入としては，既

存の寄合やサロン等を通して健診結果の見直しや食

事・運動についての健康教室を実施し，地域ぐるみで

生活習慣を見直す機会を設けることが必要であると考
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えられた．

有病率の低いタイプ III（14%以下）は，農村 2区（i・

j区）と市営住宅（k区）で地域特性が異なっていた．

農村 i，j区は，生活習慣病の予防に関しては現状維持

でよいと考える．市営住宅の k区については，現在は

生活習慣病が出現していないが，今後タイプ Iへ移行

の可能性があるため，将来を見据え青年期・壮年期へ

の働きかけが必要である．しかし k区は近所づきあい

は希薄で，区の集まりがないことから，地域への集団

介入の効果は薄い．また健診受診率が 33%と低いこと

から，健康への関心も低いと考えられる．そのため，

健診や育児教室への参加呼びかけを行い，その中で子

供の将来の健康を考えるという形で生活習慣の見直し

を促すことが必要である．

図 3 保健師が介入可能な Y地区全体の地域特性：地域特性と生活習慣・身体の実態の関係性

表 2 タイプ別の介入方法の提案

地区診断を通じた糖尿病予防の介入方法の検討～修士課程保健師教育における地区診断・活動展開力を目的とした実習～

（ 88 ）



3．実習での地区診断の限界と課題

3週間の実習中に地区診断を行うことには限界があ

るため，実習前から既存資料の整理や実習テーマに関

する保健事業や会議への参加を通して，保健事業の在

り方や実際を深める必要があった．また実習後も，実

習成果として得られた情報を分析し，データや事実に

即した実習結果から，抽出された地域の健康課題を解

決するための働きかけの方策を検討した．さらに，保

健師が介入可能な方法としてその方策を様々な理論や

モデルに置き換えて考察していくことが求められた．

今後の課題として，Y地区のインタビュー結果から

地域の比較指標としての尺度を作成し，X市の他地域

の地区診断への汎用につなげたい．

謝 辞

実習を受け入れてくださいました X市健 康 推 進 室

の皆様，インタビューを受けてくださいました市民の

皆様に心から感謝申し上げます．
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表2　活動報告の構成（例）

項　目 準ずる項目 内　容

抄録 目的，方法，結果，考察にわ
けて，見出しをつけて記載す
る（構造化抄録）．和文抄録
は400字以内，英文抄録は
250 words以内とする．英文
抄録は省いてもよい．

キーワード 6語以内

はじめに まえがき 活動の背景や目標など，活動
報告としての目的

方法 方法と対象 活動の対象や方法

活動内容 活動結果 活動内容や取り組みの特徴，
活動の結果

考察 結果についての検討，活動を
通じて得られた知見，課題，
他の活動に応用できる点など

おわりに あとがき，
結論

今後の活動への示唆（省略も
可）

謝辞など 謝辞，当該活動への助成や便
宜供与など

文献 文献の記載は原稿執筆の要領
を参照

4．研究倫理

1） 投稿論文は，他の出版物（国の内外を問わず）に

すでに発表あるいは投稿されていないものに限

る．二重投稿は禁止する．インターネット上で全

文公開されている内容（機関リポジトリにおける

学位論文の全文公開を含む）は，すでに発表され

たものとみなす．

2） 人が対象である研究や報告は，「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」（以下 URL参照）

にそって倫理的に配慮され，その旨が本文中に明

記されている必要がある．

 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/12/__

icsFiles/afieldfile/2014/12/22/1354186_1.pdf

3） 研究者が所属する施設などの倫理審査委員会の承

認を得る．倫理審査委員会の承認を得て実施した

研究は，承認した倫理審査委員会の名称，承認番

号，承認年月日を本文中に記載する．

4） 研究や報告全体を通じて，施設や個人が特定され

ないよう，また知的財産権の所属機関に保護に十

分配慮して記述する．

5） 投稿論文の著者とは，投稿された論文に重要な知

的貢献をした者である．著者の資格は，以下の三

1．筆頭著者および共著者の資格

筆頭著者は，本会員である団体（以下，会員校とい

う）に所属している者，または賛助会員とする．但

し，共著者や，編集委員会から依頼された原稿の筆頭

著者についてはこの限りではない．筆頭著者および共

著者は，投稿された論文の知的内容に貢献した者であ

り，全ての著者が論文の内容について承諾したことと

する．

2．原稿の種類

1）原稿の種類は，研究，活動報告，その他であり，

それぞれの内容は以下のとおりである．

 【研究】研究・調査に関する新しい知見が論理的

に示されており，公衆衛生看護学，並びに公衆衛

生看護教育の知識の発展に貢献すると認められる

もの．

 【活動報告】活動や事例の報告として意義があり，

公衆衛生看護学，並びに公衆衛生看護教育の発展

に寄与すると認められるもの．

 【その他】公衆衛生看護学，並びに公衆衛生看護

教育に関する見解などで，編集委員会が適当と認

めたもの．

3．投稿原稿の構成

投稿原稿の構成については，原則として研究は表1

のとおりとする．表1の構成以外の場合は，投稿時に

その理由を記す．活動報告については，参考として表

2に例を示す．
表1　研究の構成

項　目 準ずる項目 内　容

抄録 目的，方法，結果，考察にわ
けて，見出しをつけて記載す
る（構造化抄録）．和文抄録
は400字以内，英文抄録は
250 words以内とする．

キーワード 6語以内
緒言 はじめに 研究の背景，目的
方法 方法と対象，

材料など
調査，実験，解析に関する手
法の記述および資料・材料の
集め方など

結果 結果 調査などの結果
考察 結果の考察，評価
結語 おわりに 結論（省略も可）
謝辞など 謝辞，当該調査への助成や便

宜供与など
文献 文献の記載は原稿執筆の要領

を参照
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ページ全体を使用した大きさの場合は800字換

算，1/2ページ程度の場合は400字換算とする．

7） 外国語はカタカナで，外国人，日本語訳が定着し

ていない学術用語などは原則として活字体の原綴

で書く． 

8） 年の表記は，原則として西暦を用いる．元号表記

は，行政資料の名称など必要な場合のみとする．

9） 図，表および写真は，図1，表1，写真1などの

通し番号をつけ，本文とは別に一括し，本文原稿

右欄外にそれぞれの挿入希望位置を記載する．

10） 文献の記載方法は以下のとおりとする．

（1）文献については，本文中に著者名，発行年次を

括弧表示する．著者が複数の場合には「～ら」ま

たは「～ et al.」と筆頭著者の姓を記載する．

例）

「……重要性が示唆され（湯沢，1997），……」

「……に関する文献（田中ら，2010）……」

「……（2001）の定義する……」

「……Davis et al.（2014）の研究では，……」

（2）文献は著者名のアルファベット順に列記する．

但し，共著者は3名まで表記し，3人の著者名+

『，他』とする（以下の例を参照）．英文の文献で

著者が4人以上の場合は，3人の著者名 +『, et 

al.』とする．

【雑誌掲載論文】

・ 著者名（発行年次）：論文の表題，掲載雑誌名，

号もしくは巻（号），最初のページ数－最後の

ページ数．

例）

大森純子，三森寧子，小林真朝，他（2014）：公

衆衛生看護のための“地域への愛着”の概念分

析，日本公衆衛生看護学会誌，3(1)，40–48．

Keller L. O., Schaffer M. A., Schoon P. M., et al. (2011): 

Finding common ground in public health nursing 

education and practice. Public Health Nursing, 28(3), 

261–270. doi: 10.1111/j.1525-1446.2010.00905.x

【単行本】

・ 著者名（発行年次）：書名（版数），ページ数，出

版社名，発行地．

・ 著者名（発行年次）：章などの表題，編者名，書

名（版数），ページ数，出版社名，発行地．

例）

村嶋幸代，鈴木るり子，岡本玲子編（2012）．大

槌町　保健師による全戸家庭訪問と被災地復興：

点に基づく．（1）研究の構想，デザイン，または

データ収集，分析，解釈に重要な貢献があった．

②論文の作成または重要な知的内容に関わる批判

的校閲に関与した．③出版原稿の最終承認を行っ

た．資金の獲得，データ収集，または研究グルー

プへの部分的な助言のみを行っただけでは著者資

格は認められない．著者はすべて著者資格を満た

し，著者資格を満たす人物はすべてその名が列挙

されていなければならない．

6） 投稿論文の作成に際し，企業・団体などから研究

費助成，試料提供，便宜供与などの経済的支援を

受けた場合は，謝辞などにその旨を記載しなけれ

ばならない．

5．投稿手続きと原稿執筆の手順

1） 原稿は原則として，パーソナルコンピューターな

どのソフトウエアで作成する．

2） 投稿原稿は，本文，図，表，写真，抄録などをす

べて正1部，副1部を提出する．

3） 正本表紙には，表題，希望する論文の種類，原稿

枚数，図，表および写真などの数，著者名，所属

機関名，投稿論文責任著者の氏名・連絡先（所属

機関，所在地，電話，ファクシミリ，電子メール

アドレス），キーワードを日本語で記載する（6

語以内）．副本には著者名，所属，謝辞ほか投稿

者を特定できるような事項を記載しない．但し , 

副本でも研究倫理審査委員会の承認を得ている場

合は , 委員会名・承認番号 , 承認日などを伏せ字

にして , 記載する．異なる機関に属する者が共著

である場合は，各所属機関に番号をつけて氏名欄

の下に一括して示し，その番号を対応する著者の

氏名の右肩に記す．別に英文表紙をつけ，表題，

著者名，所属機関名，キーワードを英語（日本語

のキーワード数と同じ）で記載する．

4） 2）原稿はA4判横書きで，1行の文字数は25字，

1ページの行数は32行（800字），余白は左右上

下35 mmとし，適切な行間をあける．

5） 原稿は，表紙と抄録以外のページに通しの行番号

をつけて印字する．数字およびアルファベット

は，原則として半角とする．

6） 投稿原稿の1編は本文，文献，図表を含めて以下

の字数以内（スペースを含む）とする．これを超

えるものについては受領しない，もしくは短縮を

求める．研究16枚以内（16,000字以内） 活動報

告16枚以内（16,000字以内）．図表の目安は，1
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的（Objective）・方法（Methods）・結果（Results）・

考察（Discussion）にわけて，見出しをつけて記載

する．英文抄録はネイティブチェックを受ける．

12） 原稿の終わりに謝辞などの項を設けることができ

る．

13） 投稿時には，カバーレターを添付する．カバーレ

ターには，原稿を他誌へ同時投稿していないこ

と，未発表であること，英文抄録（Abstract）の

ネイティブチェックを受けたことを明記する．

14） 投稿原稿は，電子メールにて以下のメールアドレ

ス宛てに送付する．なお，1メールあたり10 MB

まで受信可能である．10 MBを超える場合はオン

ラインストレージを利用して送付する．オンライ

ンストレージの利用ができない場合は，編集係ま

で送付前に連絡する．

【原稿送付先・問い合わせ先】

〒113-0033　東京都文京区本郷2-26-11 

KAZEN第2ビル6階中西印刷（株）内

一般社団法人全国保健師教育機関協議会機関誌　

「保健師教育」編集係

E-mail：japhnei-ed@nacos.com

TEL: 03-3816-0738　FAX: 03-3816-0766

15） 投稿規程に従っていない場合は，原稿を受け付け

ない場合がある．

16） 改訂稿送付の際も電子メールにより受け付ける．

6．著者校正

1）査読を経て，編集委員会で受理された投稿原稿に

ついては著者校正を1回行う．

2）著者校正の際の加筆は原則として認めない．

7．著作権

著作権は本団体に帰属する．掲載後1年間は本団体

の承諾なしに他誌に掲載することを禁ずる．なお，本

団体の方針に基づき，データベースなどとして再利用

することがあるので，同意の上，投稿する．

8．著者が負担すべき費用

1）掲載料は無料とする．

2）別刷料はすべて実費を著者負担とする（別途参

照）．

3）図表など，印刷上，特別な費用を必要とした場合

は著者負担とする．

9．附則

この規程は，2017年 5月13日から施行する．

2018年 5月12日一部改正．

2019年 5月11日一部改正．

東日本大震災後の健康調査から見えてきたこと，

1–256，明石書店，東京．

佐伯和子（2014）：第3章　地域全体への公衆衛

生看護技術　3 社会システムへの働きかけ，佐伯

和子編，公衆衛生看護学テキスト第2巻公衆衛生

看護技術，132–151，医歯薬出版株式会社，東京．

Stanhope M., Lancaster J. (2015): Public health 

nursing: population-centered health care in the 

community (9th edition). 20–30, Mosby, St Louis.

【翻訳書】

・ 原著者名（原書の発行年次）／訳者名（翻訳書の

発行年次）：翻訳書の書名（版数），ページ数，出

版社名，発行地．

例）

Glanz K., Rimer B. K., Lewis F. M. (2002)／曽根智史，

渡部基，湯浅資之，他訳（2006）：健康行動と健

康教育：理論，研究，実践．217–236，医学書院，

東京．

（3）オンライン版でDOIのある場合は，DOIを記載

する．なお，オンライン版でDOIのない場合は，

アドレス（URL）を記載する．

・ 著者名（発行年次）：論文の表題，掲載雑誌名，

号もしくは巻（号），最初のページ数－最後の

ページ数．doi：DOI番号

例）

Davies N., Donovan H. (2016): National survey of  

commissioners’ and service planners’ views of  

public health nursing in the UK. 141, 218–221. doi: 

10.1016/j.puhe.2016.09.017

（4）インターネットのサイトなど，逐次的な更新が

前提となっている資料を引用する場合は，サイト

名とアドレスを明確に記載するとともに，検索し

た年月日も付記すること．

・ 著者名（発行年）：表題，アドレス（検索日：

年月日）

例）

厚生労働省（2013）：平成28年度保健師活動領

域調査（領域調査）の結果について，http://

www.mhlw.go. jp / touke i / sa ik in /hw/hoken /

katsudou/09/ryouikichousa_h28.html（検 索 日：

2017年 3月1日）

11） 250 words以内の英文抄録並びに400字以内の和

文抄録をつけること．「活動報告」は英文抄録を

省いてもよい．和文抄録と英文抄録の構成は，目



編集後記

新入生を迎え，春学期のカリキュラムが軌道に乗って走り出す頃に，全国保健師教育機関協議会機関誌「保健師教

育」を皆様にお届けできるよう，昨年の夏から企画を立て，編集作業を進めてきました．第3巻となる今号は，全保

教の今を満載した充実の内容となっています．昨年度の夏季研修（大阪）と秋季研修（郡山）の講演，委員会主催の

分科会調査等の報告，各委員会やブロックの諸活動の報告，投稿論文は公衆衛生看護学実習における技術体験に関す

る調査研究と修士課程の実習における地区診断に基づく介入に関する活動報告の2編を掲載しています．どれもすぐ

に私たちの教育活動に役立つ内容ばかりです．

編集委員会は，2018年 6月より新たなメンバーで組織し活動しています．今年度は，投稿論文を含む機関誌の編

集工程の効率化を図ると同時に，引き続き電子ジャーナルを通じて全保教の活動の特長を広く社会に発信できるよう

に，それぞれの著者や査読者と協働しながら，迅速で丁寧な校閲および校正に努めてまいります．本誌が保健師教育

の総合的な発展を牽引することをめざし，編集委員一丸となって次号第4巻の企画に着手してまいります．ご協力よ

ろしくお願いいたします．

最後にお知らせです．掲載された投稿論文は医学中央雑誌で検索できるようになりました．また，「保健師教育」

を J-STAGEに搭載し，いつでもどこでもだれでも閲覧できるようになりました．既に発行された第1巻と第2巻を公

開しています．第3巻も近々に公開予定です．ぜひ一度アクセスしてみてください．

J-STAGE「保健師教育」：https://www.jstage.jst.go.jp/browse/hokenshikyouiku/-char/ja

 （編集委員会　大森純子）

編集委員会（五十音順）

委員長
大森純子（東北大学大学院医学系研究科）

副委員長
田口敦子（東北大学大学院医学系研究科）

委　員
小澤涼子（天使大学大学院看護学研究科）
今野浩之（山形県立保健医療大学）
津野陽子（東北大学大学院医学系研究科）
南部泰士（日本赤十字秋田看護大学）
松永篤志（東北大学大学院医学系研究科）

平成30年度「保健師教育」査読委員

五十嵐久人 石原多佳子 大倉美鶴 後藤順子
武田道子 中尾八重子 長谷川美香 原岡智子
松本泉美 宮崎紀枝 三輪眞知子 目良宣子
米澤純子 渡邉多恵子

今年度の投稿論文の受付期限は，9月末日です．ご投稿をお待ちしております．

【投稿論文送付先】
「保健師教育」編集係　宛
〒113-0033　東京都文京区本郷2-26-11　KAZEN第2ビル6階　中西印刷（株）内
TEL: 03-3816-0738　FAX: 03-3816-0766　E-mail: japhnei-ed@nacos.com
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